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概　要

実使用環境における信頼性を予め評価しておくため、電子機器や機絨装置に対して

環境試験が行われている。環境試験を行うとき、試験環境が外部環境に影響を及ぼし

たり、逆に、外部環境が試験環境を乱す可能性がある。更に、試験環境が、試験者に

不快感を与えたり危険を及ぼすことも考えられる。そのため、一部の環境試験は専用

の試験室の中で行われている。

　測定機器の制御、測定データの収集・処理、及び被試験機器となる電子機器などの

状態監視などの操作を、試験室とは異なる測定室において一括して行うことができれ

ば、専用の試験室で行われる環境試験を安全に効率良く実施することができるように

なる。このような環境試験では、測定データをはじめとするさまざまな試験データを、

試験室内で、あるいは測定室と試験室との間で双方向に伝送しなければならない。

　ところが、環境試験で使用される試験機器の多くは、強い電磁界ノイズを発生する。

そのため、伝送される試験データが電磁界ノイズの影響を受け、試験結果の信頼性が

低下する恐れがある。そこで、光ファイバを試験データの伝送に使用すれば、伝送さ

れる試験データを電磁界ノイズから保護することができるため、試験結果の信頼性を

高めることができる。

　複数のデータを片方向にあるいは双方向に同時伝送することができる従来の光ファ

イバデータ多重伝送システムは、複数の光ファイバや多くの光学部品で構成されてい

る。そのため、従来の光ファイバデータ多重伝送システムは、量産性の向上、低コス

ト化、及び小型化が十分に達成されているとは言えない。そこで、光ファイバデータ

多重伝送システムを少ない光学部品で構成することができれば、これらの欠点を解決

することができ、環境試験などの産業用途へ適用することが容易になる。

　本研究は、専用の試験室で行われる環境試験を、試験者の安全性と試験データの信

頼性を確保しながら効率良く実施できるようにするため、従来とは異なる複数の光フ

ァイバデータ多重伝送システムを試験データの伝送に使用した、新しい環境試験デー

タ収集・伝送システムの構築を目的として実施したものである。

　本論文では、まず、現状の環境試験システムと光ファイバ伝送システムの問題点を

指摘し、本研究の背景と必要性を明確にした。



　次に、専用の試験室で実施される環境試験のデータ収集・伝送システムとして要求

される機能を検討し、それらの機能を具備した環境試験データ収集・伝送システムの

概要を提案した後、4っの試験室内データ収集システム、試験室・測定室間データ伝

送システム、及び測定室内データ収集制御・処理システムから成る新しい環境試験デ

ータ収集・伝送システムを構成した。また、ここでは、環境試験データ収集・伝送シ

ステムの主要な構成要素である複数の光ファイバ伝送システムについて、それぞれに

要求される伝送性能を決定した。

　続いて、要求された伝送性能にもとついて、各光ファイバ伝送システムの基本構成

要素と変調方式を検討し、試験室内において測定データの収集に使用する3種類のプ

ラスチック光ファイバ伝送システムと、試験室・測定室間で試験データの伝送に使用

する1種類のGI形光ファイバ伝送システムを構成した。また、ここでは、各光ファイ

バ伝送システムの伝送性能を測定し、いずれの光ファイバ伝送システムも、環境試験

データ収集・伝送システムから要求されている伝送性能を満足していることを確認し

た。

　更に、構成した環境試験データ収集・伝送システムを、専用の試験室で実施される

振動試験と温湿度試験へ実際に応用した。その結果、本研究で構成した環境試験デー

タ収集・伝送システムを利用することによって、試験者の安全性と試験データの信頼

性を確保しながら、これらの環境試験を効率良く実施できることを確認した。また、

ここでは、環境試験データ収集・伝送システムを利用した自動化試験の提案や、環境

試験データ収集・伝送システムのネットワーク化への対応についても記述した。

　最後に、本研究の内容と成果をまとめた後、環境試験データ収集・伝送システムを

電磁波試験や静電気試験へ応用展開することについて提案した。

　以上のように、本研究では、専用の試験室の中で被試験機器に対して厳しい環境条

件を与えて行われる、いわゆる環境耐性試験を対象として、それらの試験で共通して

使用することのできる新しい環境試験データ収集・伝送システムの構築を行った。本

研究の成果は、測定室の試験者あるいはコンピュータが、試験室内に設置された被試

験機器の状態を常時監視しながら、センサの走査や切換を制御することにより、専用

の試験室で行われる環境試験を安全に効率良く行うことを可能とした。
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〈第1章〉

第1章序論

　1．1　本研究の背景

　　1．1．1　環境試験の概要と問題点

　環境試験は、電子機器や電気機械などの被試験機器が実使用時に受ける環境条件を

シミュレL－・一・一トまたは再現することによって、被試験機器が規定された環境条件に耐え、

正常に動作することを確認するために実施される（1）・（2）。そこで、被試験機器が輸送、

貯蔵、取付け及び使用時にさらされる環境因子とその厳しさの分類が、国際的にはIEC

（国際電気標準会議）規格やCISPR（国際無線障害特別委員会）勧告、日本国内では

∬S規格（日本工業規格）により規定されている（3）・（4）。

　IEC規格やJIS規格で規定された、電子機器や電気機器に対する環境試験とその環

境因子を図1．1にまとめて示す。図1．1において、網掛けを施してある部分は、

本論文で取り扱う範囲を示している。

　　　　　　　　　　振動・冷熱

冷熱サイクル　　　　，．’　　・複合あ　、　　　　　　正弦波

　接触放電

気中放電

　接触高電圧

伝導性バースト（麺勢　⊥　　（王）繍

　　　瞬暮サ騨変動塩水薬品オゾン疑似太陽光

　　　　　　　　　　　　　活性ガス　酢酸

図1．1　環境試験の種類と環境因子
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〈第1章〉

　一般に、それぞれの国や地域で運用される電子機器や電気機器に対する試験法（日

本のJIS規格、米国のANSI規格、ヨーロッパ連合（EU）のEN規格など）は、　IEC規

格に準拠した内容で制定されている。しかし、電磁波試験、静電気試験、及び電源試

験に関しては、IEC規格で規定されているものの、」｛Sで規格化されるまでには至っ

ていない。また、EN規格外製品のEUへの輸入規制が1996年以降実施されている。

これらの理由から、日本では、現在のところ、電磁波試験、静電気試験、及び電源試

験はEN規格に沿って行われている（5）。

　　（a）専用の試験室で行われる環境試験

　振動試験、温湿度試験、電磁波試験、及び静電気試験について、それぞれの試験法

を規定したJISやENの規格番号とその内容、及び対応する国際規格を表1．1に示

す。規格では、被試験機器を用途別に分類し、その用途に応じて被試験機器に与える

環境条件の厳しさを規定している。

　それぞれの試験を規格に沿って実施したとき、被試験機器に与えられる最も厳しい

環境条件の程度と、その環境因子を与える対象を表1．2に示す。

表1．1　環境試験の規格番号

試験の種類 規格番号 規格内容 対応する国際規格

振動試験 JlSCOO36

iISCOO40

iISCOO41

広帯域ランダム振動試験方法及び指針

ｳ弦波振動試験方法

ﾕ撃試験方法

lEC　68－2－64

PEC　68－2－6

PEC　68－2－27

温湿度試験 JISCOO25

iiSCOO28

PSCOO32

温度変化試験方法

ｷ湿度組合せ試験方法

iｷ高湿試験方法

lEG　68－2－14

PEC　68－2－38

PEC　68－2－56

電磁波試験 EN　61000－4－1

dN　61000－4－3

dN　61000－4－8

イミュニティ試験の概要

厲ﾋ性無線周波数電磁界イミュニティ試験法

､用周波磁界イミュニティ試験法

lEC　1000－4－1

PEC　1000－4－3

ｳC1000－4－8

静電気試験 EN　61000－4－2 静電気放電に対するイミュニティ試験法 lEC　1000－4－2
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〈第1章〉

　このような厳しい環境条件を用いる試験では、環境因子が試験環境から外部環境へ

容易に伝達し、被試験機器以外の電子機器や電気機械に対して影響を及ぼしたり、逆

に、外部環境からの影響により制御している環境条件が変動し、試験結果の信頼性が

低下する可能性がある。更に、これらの環境条件にさらされている試験環境は、試験

を行う試験者にとっても極めて危険で、不快を感ずる環境である（6）。それぞれの環境

試験において、試験者が環境因子から受ける可能性のある障害を表1．3に示す。

表1．2　環境条件の厳しさの程度

試験の種類 環境条件 環境条件の厳しさの程度 環境条件を与える対象

振動試験 振動 加速度　　100G
ｬ度　　　100cm／sec．

ﾏ位　　　30㎜p－p
?g数範囲10Hz～1000　Hz

被試験機器が装着された加振台

温湿度試験 温度

ｼ度
温度範囲　一55°G～＋155°C

ｼ度範囲　10％Rh～95％Rh

被試験機器が設置された試験室

ﾜたは試験漕

電磁波試験 電界

･界

電界強度　15V／m

?g数範囲80MHz～1GHz
･界強度　3A／m
?g数範囲DC～150kHz

被試験機器が設置された近傍空間

静電気試験 電圧 電圧　　　8kV 被試験機器の導電性露出部分

表1．3　試験者が環境因子から受ける可能性のある障害

試験の種類 試験者が受ける可能性のある障害

振動試験 ・・被試験機器の脱落や飛散によるケガ　　・騒音による聴力障害

温湿度試験 ・高温による火傷　　・低温による凍傷

電磁波試験 ・強電磁界の被爆による生体組織障害

静電気試験 ・高電圧の感電による火傷
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〈第1章〉

　そこで、図1．2に示すように、試験に用いる環境因子について試験環境と外部環

境との間の相互干渉をなくし、危険要素や不快要素から試験者を保護するため、これ

らの試験は、それぞれの環境因子について外部と絶縁された専用の試験室の中で行わ

れるのが一般的である。これらの環境試験が実施されている問、試験者は試験室とは

離れた測定室において試験機器の制御を行わなければならない。

　　　　　　　　　　振動試験：防振・防音壁　　　環境因子　　　　　　　　　　環境因子

鞭測定室電磁波轟鷺鼻騨吸収v朝試験室》
　　　　　　　1静電気試験・電磁界遮蔽

キ
試験者

1　　（遍聾
試験機器　　蓄

制御装置 P環境試験灘制御データ

　　　　　馨
＿＿卿鰍＿＿州＿＿桝．一＿＿＿ノ

環境因子tf－’“isy（愈）ハ環境因子

図1．2　試験者や被試験機器以外の電子機器に与える障害と環境因子の相互干渉の

問題点、及びその解決法
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　　（b）振動試験、温湿度試験、電磁波試験、及び静電気試験の現状

　振動試験は、被試験機器が輸送、貯蔵、取付け、及び使用時にさらされる振動環境

に、被試験機器の電気的、及び機械的機能が耐えられる程度を評価する試験である。

振動試験では、加振台に装着された被試験機器を電動式振動発生機によって加振する。

　振動耐久試験における振動条件は、被試験機器に実装された各部品の固有振動周波

数が、規定された振動周波数の範囲に存在するかどうかによって大きく異なる。その

ため、振動耐久試験を行う前に、被試験機器に実装された各部品の固有振動周波数の

検索が行われる。振動耐久試験の行われている間、及び振動耐久試験の後には、被試

験機器の電気的、及び機械的機能検査が行われる。車載用電子機器に対して振動耐久

試験が行われている試験室の様子を図1．3に示す。電子機器の電気的機能、及び電

子機器に実装された部品の振動を測定するため、電子機器から多数のメタルケーブル

が引き出されている。

　温湿度試験は、被試験機器が輸送、貯蔵、取付け、及び使用時にさらされる温湿度

環境に、被試験機器の電気的、及び機械的機能が耐えられる程度を評価する試験であ

る。温湿度試験では、試験室または試験槽の内部に被試験機器を置き、試験室または

試験槽内部の温度、及び湿度を規定された環境条件で制御する。温湿度試験は、温湿

度サイクル試験と、熱衝撃（サーマルショック）試験とに大別される。温湿度サイク

ル試験とは、比較的緩やかに変化する温度、及び湿度を被試験機器に与える試験であ

り、熱衝撃試験とは、低温と高温の2値条件で急激に変化する温度を被試験機器に与

える試験である。被試験機器の材質や熱容量の違いにより、試験室や試験槽内部の制

御された環境温度と、被試験機器の温度とは異なる。そのため、温湿度耐久試験の行

われている間、及び温湿度耐久試験の後には、被試験機器の電気的、及び機械的機能

検査と共に、被試験機器の温度測定が行われる。車載用電子機器に対して熱衝撃耐久

試験が行われている試験槽外部の様子を図1．4に示す。電子機器の電気的機能や各

部の温度を測定するため、試験槽内の電子機器から多数のメタルケーブルが引き出さ

れている。

　自動車や航空機などの輸送機械で使用される電子機器、及び電気機械には、振動環

境と温湿度環境を同時に与える複合環境試験が行われることが多い。振動と温湿度の

複合環境試験では、被試験機器が装着された電動式振動発生機の加振台から上部を、

温湿度試験槽の内部に突出させた状態で試験が行われる。
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〔第1章〉

測定室に設置されている電動式振動発生機が発生する振動を制御するための振動什

罰器と、試験槽内部の温湿度を制御するための温湿度制御器を図1．5に示す。

落

図1．3　車載用電子機器に対する振動試験（試験室）

図1．4　車載用電子機器に対する熱衝撃試験（試験室）
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〈第1章〉

図1．5　振動制御器と温湿度制御器（測定室）

　電磁波試験は、被試験機器が輸送、貯蔵、取付け、及び使用時にさらされる放射電

磁界環境に、被試験機器の電気的機能が耐えられる程度を評価する試験である。電磁

波試験は、外部から放射された電磁界を遮蔽する機能（電波暗室の機能）と、内部か

ら放射された電磁波を吸収する機能（電波無響室の機能）を合わせ持った試験室を使

用して行われる。電磁波試験では、規定された周波数範囲とパワー密度を持つ強電磁

界が、放射アンテナにより被試験機器に与えられる。被試験機器は、試験室内のター

ンテーブル上に設置され、テーブルを回転させることにより被試験機器への電磁界照

射面を二次元に変化させることができる。試験室内の器具や機器の配置を変更した場

合、試験室内の電界強度分布に影響を及ぼす。そのため、試験を始める前に、アンテ

ナからの放射強度を調整することにより、テーブルの位置における電界強度を校正す

る必要がある。電磁波耐久試験の行われている問、及び電磁波耐久試験の後には、被

試験機器の電気的機能検査が行われる。一般に、試験室の出入口が開いたとき、アン

テナからの電磁界放射が停止するような安全機構が試験室に備えられている。産業用

電子機器に対して電磁波耐久試験が行われている試験室内部の様子を図1．6に示す。

また、電磁界放射制御機器の設置された測定室の様子を図1．7に示す。試験機器制

御データ伝送用のケーブルは、試験室の床下ピットに沿って敷設されている。
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〈第1章〉

簿

緊

図1．6　産業用電子機器に対する電磁波試験（試験室）

翻漁
　　　繋灘

電磁鼻舗御器

gf

図1。7　電磁界放射制御器（測定室）
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　静電気試験は、被試験機器が輸送、貯蔵、取付け、及び使用時にさらされる静電気

環境に、被試験機器の電気的機能が耐えられる程度を評価する試験である。静電気試

験では、被試験機器表面に露出した導電性部品（部分）に、高い直流電圧を印加した

プローブを接触させたり、あるいは近づけて放電する。次に、同じプローブを使用し

て被試験機器に帯電した静電気を除電した後、被試験機器の電気的機能検査を行う。

すなわち、印加プローブは除電プローブとしても使用する。複数の部品に対して試験

を行う場合、これらの作業を繰り返して行う。また、被試験機器上の複数点の帯電圧

を測定しながら、試験が行われる。静電気試験は、試験環境の湿度が試験結果に影響

を及ぼすため、規定された範囲に湿度が保たれた試験室で行われる。産業用電源装置

に対して静電気耐久試験が行われている様子を図1．8に示す。試験者が直接にプロ

ーブを保持して試験が行われている。定められた手順どおりに作業を行わない場合、

試験者の安全に深刻な影響を及ぼす可能性がある。

．　　　。　　放電　除電）

図1．8　産業用電源装置に対する静電気試験（試験室）
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〈第1章〉

　　1．1．2光ファイバ伝送システムの概要

　　（a）光ファイバ伝送システムの基本構成

　図1．9に光ファイバ伝送システムの一般的な基本構成を示す。入力データは、変

調処理を施された後、発光素子で電気信号から光信号に変換され光ファイバへ送出さ

れる。光ファイバ中を伝搬した光信号は、受光素子により光信号から電気信号に変換

され、復調処理を施された後、元のデータが再生され出力データとなる。変調処理、

及び復調処理は、電子回路により行われる。光ファイバ伝送に固有な基本要素は、発

光素子、光ファイバ、及び受光素子である（7）・（10）。

Transmltter　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ReGeiver

lnput

data

Modu　l　ator E／Oconverter 0／Econverter Demodu　l　ator

⊂E鮒〔しEDorLD〕トー一〔P鴬D〕〔ε曽翻
Output
data

図1．9　光ファイバ伝送システムの基本構成

　　（b）光ファイバ伝送の特徴

　光ファイバ伝送の特徴は、そのほとんどがデータ伝送媒体である光ファイバの特性

と合致する。同軸ケーブル伝送の場合と比較した光ファイバ伝送の特徴を表1．4に

示すσ）。

表1．4　光ファイバ伝送の特徴

特長 欠点

（1）伝送損失が小さい。 （D光部品相互の接続に機械的精度が必要。

（2）伝送帯域が広い。 （2）光部品のモジュール化が難しい。

（3）細径で軽量である。 （3）光ファイバの曲げ透過損失が大きい。

（4）曲げやすい。 （4）電力が伝送できない。

（5）強電磁界の影響を受けにくい。

（6）漏話が少なく、秘話性が高い。り
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　　（c）光ファイバの種類、構造、及び特性

　代表的な光ファイバの種類、構造、及び特性を表1．5に示す。大きくは、多モー

ド（マルチモード）ファイバと単一モード（シングルモード）ファイバに分けられ、

更に多モード光ファイバは、屈折率がコアとクラッド間の境界でステップ状に変化す

る階段屈折率ファイバ（SI形ファイバ）と、屈折率がなだらかに変化する分布屈折率

ファイバ（GI形ファイバ）に大別される。

　また、構成材料から、光ファイバは石英ガラスファイバとプラスチックファイバに

分けられる。光ファイバのモードとは、光ファイバ中を伝搬する光の、電磁波として

の伝搬定数が、離散的な値しか許されないことに対応する。すなわち、多モード光フ

ァイバとは、多くの異なるモードが伝搬する光ファイバのことであり、単一モード光

ファイバとは、最低次のモードのみが伝搬する光ファイバである（8）。

表1．5　代表的な光ファイバの種類、構造、及び特性

雲

δ《

乞ム＼曽

lk
聴
言

Sli

9。1

肱華

lPt
ΨA
ミ訳

A
，〉㌧

（1｝ステップインデックス（SI）形

屈折率分布　　クラツド層

大←　　　　　　　コア

2“レー一“ドンPt　“スGl　v

　　屈折率分布　　クラッド層

5誰亙

　　大←　　　　　　　コア

（3）ステップインデックス（SI）形

　　屈折率分布　　クラッド層

直径　　土

10μm　下

　　　大←　　　　　　　コア

材料

プラスチック

材料

石英ガラス

材料

石英ガラス

伝送帯域

数MHz

伝送帯域

数10MHz

数GHz

伝送失

300dB／km
（660nm帯）

伝送損失

1dB／km
（1300・nm帯）

伝送損失

0．3dB／km

（1550nm帯）
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〈第1章〉

　単一モードファイバは、伝送帯域が極めて広く、伝送損失が極めて小さい優れた特

徴を有しており、長距離大容量の伝送に最適な光ファイバである。しかし、コア径が

小さいので、発光素子や受光素子との接続の際に高い位置精度を必要とするため、一

般的な産業用途には適用し難い（9）。

　GI形多モードファイバは、コア径が単一モードファイバに比べて大きく、伝送帯

域も比較的広い。そのため、長距離大容量伝送以外の多くの用途に適応し、中距離の

データ伝送に広く利用されている（9）。

　また、SI形多モードのプラスチックファイバは、伝送帯域が狭い、伝送損失が大き

いなどの欠点がある。しかし、コア径が大きく取扱いが便利、曲げや衝撃に強く軽量、

現場での加工が容易などの特長がある。そのため、産業分野における低速信号の短距

離伝送に応用できる（1°）。

　　（d）発光素子の種類と特徴

　通信に用いられる代表的な発光素子の種類と特徴を表1．6に示す。発光素子は、

発光ダイオード（LED）と、半導体レーザ（LD）とに大別される。　LEDは、一般の照明器

具と同様な自然放出による発光作用を利用したものである。LDは、光を共振させる

ための共振器を有しており、共振によって、ある限られた波長の光を誘導放出する。

短波長では660㎜と850㎜、長波長では1300㎜と1550㎜付近の光を発光する光フ

ァイバ伝送用のLED、及びLDが多く生産されている（9×11）。

　LEDから出力する光は、自然放出光のため発光波長のスペクトル幅が広い、出力が

小さい、数百μmまでしかスポットが絞れない、高速の変調ができないなどの欠点が

ある。しかし、LEDは、素子が廉価なことから伝送システムを安価に構成でき、短距

離の低速データ伝送であれば十分な適応性を持つ（9）。

表1．6　代表的な発光素子の種類と特徴

種類 スペクトル

ｼ値全幅

光出力

iCW）

ビーム

厲ﾋ全角

遮断

?g数

LED 100nm 1mW 60° 50MHz

LD 2nm 5mW 10° 5GHz
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〈第1章〉

　一方、LDから出力する光は、誘導放出光のため発光波長のスペクトル幅が狭い、

出力が大きい、数μmまでスポットが絞れるなどの特長がある。そのため、LDは中・

長距離の比較的高速なデータ伝送に適応する。なお、発光素子の変調帯域は発光面積

に依存するため、発光面の小さい端面発光形のLEDなどは、高速で変調することが

できる（10）・（11）。

　　（e）受光素子の種類と特徴

　代表的な受光素子の種類と特徴を表1．7に示す。受光素子は、PINフォトダイオ

ード（PIN－PD）と、アバランシフォトダイオード（APD）に大別される。いずれの素子も、

ダイオードの接合面付近に光が照射されるとダイオードの両端から電流を出力する。

一般に、PIN－PDは、応答速度を速めるため、ダイオードの両端に逆電圧（5　V　DC～20　V

DC）を加えて使用される。　APDでは、ダイオードの両端に更に高い逆電圧（100　V　DC

～300VDC）を加え、雪崩効果を利用して電流を増幅して出力する。受光波長帯は、

ダイオードを構成する材料の違いから短波長帯（400㎜～1000㎜）と長波長帯（1000㎜

～1700㎜）に大別される（9×11）。

　PIN－PDは、　APDに比べて感度が低い、応答速度が遅いなどの欠点がある。しかし、

雑音レベルが低い、安価であるといった特長がある。従って、prN－PDは、公衆通信

や高域デL・・・…一一タ通信のような長距離大容量伝送以外の広範な用途に適用できる。一方、

APDは、高い逆バイアスを必要とする、ゆらぎ雑音が発生する、価格が高いなどの欠

点がある。しかし、高感度であり、応答速度が速いため、長距離大容量伝送の用途に

適している。なお、受光素子の応答速度は、受光面積に大きく依存する（1°）・（11）。

表1．7　代表的な受光素子の種類と特徴

種類 動作電圧 感度 応答速度 暗融

PIN－PD 5V 0．5A／W 300洲z 3nA

APD 100V
20A／W
iM＝40） 2GHz 10nA
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〈第1章〉

　　（f）光ファイバの伝送損失と、発光素子の発光波長、及び受光素子の感度波長

　光ファイバの種類と分光伝送損失、発光素子の材料と発光波長、及び受光素子の材

料と感度波長を図1．10にまとめて示す。光ファイバの伝送損失は伝送する光の波

長によって大きく異なる。また、その分光伝送損失特性は、光ファイバの種類によっ

ても大きく異なる。プラスチックファイバでは580㎜、及び660㎜付近で伝送損失

が小さい。そのため、プラスチックファイバを伝送媒体としたシステムでは、580㎜、

または660㎜付近の光を発するAIGaAsを材料とした短波長の発光素子と、短波長の

光に感度が大きいSiを材料とした受光素子を使用することが望ましい。一方、石英

ファイバでは1300㎜、及び1550㎜付近で伝送損失が小さい。そのため、石英ファ

イバを伝送媒体としたシステムでは、1300㎜、または1550㎜付近の光を発する

InGaAsPを材料とした長波長の発光素子と、長波長の光に感度が大きいGeやInGaAs

を材料とした受光素子を使用することが望ましい（12）・（13）。

AiGaAs（短波長）

Si（短波長）

発光素子
材料

受光素子

材料

InGaAsP（長波長）

Ge，！nGaAs（長波長）

（　　　　8

至

｝b

で
）　　　6

9　　　4
ttく

衣

柑く　　2

0

8・・茎

　　｝｝i

　　3il
600　氷

　　選

4。。婁

　　亙

　　R
2。。承

　　添

0

400　　　　　　600　　　　　　800　　　　　1000　　　　　　1200　　　　　1400　　　　　1600　　　　1800

　　　　　　　　　　波長　（nm）

図1．10　光ファイバの種類と分光伝送損失、発光素子の材料と発光波長、及び受

光素子の材料と感度波長
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〈第1章〉

　　（g）光ファイバ、発光素子、及び受光素子の最適組合せと変調方式

　光ファイバデータ伝送システムを構成する場合、経済性を含む要求仕様に合致した

光ファイバ、発光素子、受光素子、及び変調方式を組み合わせることが重要となる。

データの伝送距離と伝送帯域をパラメータとして、前述した光ファイバ、発光素子、

及び受光素子のそれぞれの種類と特徴をもとに、3種類の組合せを図ユ．11に示す。

　LEDは出力光の放射角が広く細径の光ファイバへの結合効率が低いため、マルチモ

ードSI形プラスチックファイバと組み合わせて使用される場合が多い。発光出力が

小さく変調帯域の狭いLEDと、伝送帯域が狭く伝送損失が大きいプラスチック光フ

ァイバとを組み合わせた伝送システムは、低速データの短距離伝送に適している（14）。

　一方、LDは出力光の放射角が狭く細径の光ファイバへの結合効率が高いため、石

英ファイバと組み合わせて使用される場合が多い。発光出力が大きく変調帯域の広い

LDと、伝送帯域が広く伝送損失が小さい石英光ファイバとを組み合わせた伝送シス

テムは、中速データの中・長距離伝送や、高速データの長距離伝送に適している（ll）。

10G　　高速デー一タの長距離伝送

1G

皇

翼　100M

　　10M

1M

0

中速データの

中・長距離伝送

滋ング》墾毛一ドS哩

　覆英ファイバ

LD鱒栖APD

　マル予結一ド（引型

　石英ファイバ

能［）or　LD””・・tW　PIN－PD

マJV　iF　ls・一　F

s墨型甥うスEFvク

　フアイ劔
LED→魁R脳一PD

0　　　 10　　　 100　　 1k　　　10k　　lOOk

　　　　　　　伝送距離（m｝

図1．11　伝送距離と伝送帯域をパラメータとした伝送システムの分類と、光ファ

イバ、発光素子、及び受光素子の最適な組合せ
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〈第1章〉

　光ファイバ伝送が注目された理由は、従来の搬送波を用いる伝送方式と同様に、波

長1μmの光を周波数に換算すれば300THzと大変に高く、伝送帯域幅をその0．1％と

しても300GHzにもおよぶ超広帯域通信（コヒーレント通信）ができることにあった。

しかし、LED光は空間的にも時間的にもコヒーレントではなく、LD光は空間的には

コヒーレントとみなせるが、時間的には厳密にコヒーレントとは言えない。

　最終的に、電気信号を光の強度変化に変えてデータ伝送を行っている段階であり、

まだまだ光ファイバの超広帯域性を十分に活かしているとは言い難い。現在、一般に

使用されている光ファイバ伝送では、図1．12に示すような、LEDやLDへの注入

電流を原信号のアナログまたはディジタル信号で直接変調する、いわゆる強度変調方

式が用いられている（7）’（10）。

｛α｝LEDのアナログ変調

｛b｝LDのディジタル変調

LDの1一し曲線
光出力波形

時

　　駆動電流
ｦ爆慣鯉督瞬

変調

@　　　時間

時間

図1．12　LEDのアナログ直接強度変調（上）とLDのディジタル直接強度変調（下）
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〈第1章〉

　1．2　本研究の目的と位置付け、及び特徴

　　1．2．1本研究の目的

　環境試験を行うとき、試験環境が外部環境に影響を及ぼしたり、逆に、外部環境が

試験環境を乱すことがある。更に、試験環境が試験者に不快感を与えたり危険を及ぼ

す可能性がある。そのため、一部の環境試験は、専用の試験室の中で行われている。

　専用の試験室で実施される環境試験では、試験を実施している間、試験者は試験室

の外に出なくてはならない。そのため、試験者が試験室とは異なる測定室に居ながら、

測定データをはじめとする複数の試験データを正確に効率よく収集・処理できるシス

テムが望まれている（14）・（15）・（18）・（19）。

　環境試験で使用される試験機器の多くは、強い電磁界ノイズを発生する。そのため、

試験データを収集、及び伝送するシステムには、電磁界ノイズに対する高い僑績性が

要求される（16×19）。

　そこで、本研究は、専用の試験室で行われる環境試験を、試験者の安全性と試験デ

ータの信頼性を確保しながら効率良く実施できるようにするため、従来とは異なる複

数の光ファイバデータ多重伝送システムを試験データの伝送に使用した、新しい環境

試験データ収集・伝送システムの構築を目的として実施するものである。

　　1．2．2　本研究の位置付け

　本研究で提案・構築する環境試験データ収集・伝送システムの適用対象は、専用の

試験室の中で被試験機器に対して厳しい環境条件を与えて行われる、いわゆる環境耐

性試験である。一般に、これらの環境試験システムは、試験中、被試験機器が受けて

いる環境条件の厳しさを測定したり、被試験機器の状態を監視する機能を持たない。

　ところが、試験中にこのような測定や監視を行うことは、与える環境条件の厳しさ

に応じた被試験機器の耐環境性能を正確に評価する上で重要である。

　そこで、図1．13に示すように、本研究で提案・構築する環境試験データ収集・

伝送システムを、既存の環境試験システムと組み合わせて使用することにより、試験

中に被試験機器が受けている環境条件の厳しさを測定したり、被試験機器の状態を監

視することができる。更に、試験を中断することなく、試験条件を連続的に変化させ

て、効率よく耐環境性能の試験を行うことができるようになる。
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〈第1章〉

制御・測定室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専用試験室

　　　　　　　1　既存の環境試験システム
ー．・・一……・……

a…一・一一一一・………・＿．＿

！　　　　　　1

試瀦i試験機器1環境試験機器制御データ
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　　　　　　．’

：　　＿　　　　　　　　　　試験データ　　　　　　　　　．．“，，　　　　i　測定f一タ
試験丁一タ

制御・処理装置
試験rr一タ

収集装置

I

l　制御アータ
1　状態データ
t

’・．．＿．＿＿＿＿－t＿．＿＿＿＿＿．．．＿＿　　　　　　　　ノ

　　　　　　　　…

　　　　　　　　メ

図1．13　既存の環境試験システムと、提案・構築する環境試験データ収集・伝送

システム

　　1．2．3構成するデータ収集・伝送システムの特徴

　本研究で構築する環境試験データ収集・伝送システムは、従来の環境試験システム

を次のような面で改善させる。

（a）収集される測定データ、及び伝送される試験データの信頼性が高い。

　試験室で収集される測定データや、試験を実施するために必要な試験データが、光

ファイバを介して伝送されている。そのため、電力線や試験機器から発生する高レベ

ルの電磁界ノイズから伝送されるデータを保護することができる。

（b）試験者の安全性や快適性を確保できる。

　測定機器の制御、測定データの収集・処理、及び被試験機器の状態監視やその操作

を、試験室とは離れた測定室において行うことができる。そのため、試験者が試験中

の試験室に入る必要がなくなり、試験者の安全性や快適性が確保できる。

（c）試験データの収集、伝送、及び処理が効率化されている。

　複数の測定データをはじめとする試験データ、及び状態監視データが、一本の光フ

ァイバを介して測定室と試験室との間で伝送されている。そのため、測定データを測

定室の一箇所で効率良く収集・処理することができる。
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（d）試験を容易に自動化することができる。

　測定室の制御器から試験室内のロボットやセンサ切換器を操作することにより、複

数の測定データを収集している。そのため、制御器に試験プログラムの実装されたコ

ンピュ・一タを接続すれば、試験を容易に自動化することができる。

（e）試験システムを容易にネットワーク化することができる。

　測定室のインタフェース機器を設置すれば、このインタフェース機器を介して、試

験室内の試験機器や測定機器を構内のコンピュータネットワークなどへ容易に接続す

ることができる。

　1．3　本論文の構成

　本論文は5章から成る。各章で記述する内容は以下のとおりである。

　第1章は序論であり、まず、環境試験システムと光ファイバ伝送システムについて、

それぞれの現状を記述する。次に、主に試験者の安全性、試験データの伝送信頼性、

及び試験の作業効率の観点から現状のシステムの問題点を指摘し、本研究の背景と必

要性を明確にする。

　第2章では、まず、専用の試験室で実施される環境試験において使用されるセンサ

や収集・伝送される試験データにっいてまとめ、データ収集・伝送システムに要求さ

れる機能を検討する。次に、それらの機能を具備した新しい環境試験データ収集・伝

送システムの概要を提案し、4種類の試験室内データ収集システム、試験室・測定室

間データ伝送システム、及び測定室内データ収集制御・処理システムから成る環境試

験データ収集・伝送システムを構成する。最後に、環境試験データ収集・伝送システ

ムの主要な構成要素である複数の光ファイバ伝送システムについて、それぞれに要求

される伝送性能を決定する。

　第3章では、まず、データ収集・伝送システムから要求された伝送性能にもとつい

て、各光ファイバ伝送システムの基本構成要素の組み合わせと変調方式を検討し、い

ずれも1本の光ファイバを伝送路とする、3種類のプラスチック光ファイバ伝送シス

テムと1種類のGI形光ファイバ伝送システムを構成する。次に、各光ファイバ伝送

システムの伝送性能を測定し、それぞれの光ファイバ伝送システムが、環境試験デー

タ収集・伝送システムから要求されている伝送性能を満足しているかどうかを確認す

る。ここで、3種類のプラスチック光ファイバ伝送システムは、それぞれ走査式非接
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触アナログセンサ、8個の接触式アナログセンサ、及び8個の接触式バイナリセンサ

から出力された測定データを、各センサの出力端子からGI形光ファイバ伝送システ

ムの試験室端へ伝送するシステムである。一方、GI形光ファイバ伝送システムは、

センサの走査や切換を行うための制御データを測定室から試験室へ、また、被試験機

器を映した動画像データ、及び3種類のプラスチック光ファイバ伝送システムから受

け取った測定データを試験室から測定室へ、それぞれ同時に伝送するシステムである。

　第4章では、構成したデータ収集・伝送システムを、専用の試験室で実施される振

動試験と温湿度試験へ実際に応用する。それぞれの試験では、まず、データ収集・伝

送システムを介して収集された測定データが正確であるかどうかを確認する。次に、

試験者が測定室内PCを操作しながら測定データを収集、する試験と、測定室内PCに

内蔵されたプログラムに従って自動的に測定データを収集する試験を行い、本研究で

構成したデータ収集・伝送システムを利用することによって、試験者の安全性と試験

データの信頼性を確保しながら、これらの環境試験を効率良く実施できるかどうかを

確認する。この章では更に、データ収集・伝送システムを利用した自動化試験の提案

や、データ収集・伝送システムのネットワーク化への対応について記述する。

　第5章は結論であり、本研究の内容と成果をまとめる。更に、本文中では直接触れ

なかった、環境試験データ収集・伝送システムを電磁波試験や静電気試験へ応用展開

することについて提案する。
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第2章環境試験デ・・・…一・”iタ収集・伝送システム

　本章では、まず、環境試験データ収集・伝送システムに要求される機能を検討する。

ここでは、環境試験において収集・伝送される試験データにっいてまとめるとともに、

データの収集・伝送におけるノイズ対策の重要性を確認する。次に、専用の試験室で

行われる環境試験を試験者の安全性と試験データの信頼性を確保しながら効率よく実

施するためのデータ収集・伝送システムの概要を提案し、各構成要素について述べた

後、環境試験データ収集・伝送システムの全体構成について記述する。

　2．1　収集・伝送される試験データ

　専用の試験室で実施される環境試験では、試験を実施している間、試験者の安全性

を確保したり、試験環境の乱れを防止するため、試験者は試験室の外に出なくてはな

らない。そのため、試験機器の制御は試験室とは異なる測定室で行われている。

一般に、試験機器で制御された環境条件の厳しさと、実際に被試験機器に与えられ

ている環境条件の厳しさとは異なる。ところが、従来の環境試験システムは、こうし

た被試験機器に与えられている環境条件の厳しさを測定する機能を持たない。

　一方、環境条件に対する被試験機器の機械的あるいは電気的機能の耐久性を評価す

る場合、試験を実施している間、試験者は被試験機器に与えられている環境条件の厳

しさの程度と被試験機器の機械的あるいは電気的状態を常時測定する必要がある。

　専用の試験室で実施される環境試験において、収集・伝送される試験データの分類

を図2．1に示す。

試験データ

O実際に被試験機器に与えら　　　　O複数の測定データを効率よ

れている環境条件の厳しさ　　　　く収集するため、センサの

の程度　　　　　　　　　　　　　走査や切換をするための

0被試験機器の状態　　　　　　　　　データ

図2．1　試験データの分類
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　　2．1．1測定データとセンサの種類

　　（a）被試験機器に与えられている環境条件の厳しさのデータ

　専用の試験室で実施される振動試験、温湿度試験、電磁波試験、及び静電気試験に

おいて、それぞれの環境条件の厳しさを測定するために使用されるセンサの種類とそ

の出力量、測定データの周波数、取り付け箇所または測定対象、及び形態を表2．1

にまとめて示す。各試験で使用するセンサの出力は、いずれも電圧へ容易に変換する

ことができる（lx3）

表2．1　環境条件の厳しさの測定に使用されるセンサの種類

試験の種類 測定対象 代表的な センサ データの センサの取付箇所 センサの

センサの種類 出力量 周波数 または測定対象 方式

振動試験 振動 静電型加速度センサ 電流 加振台、及び 接触式

ドップラー速度センサ 電流 10Hz－1　kHz 機器に実装された 非接触式

光学式変位センサ 電流 複数の部品 非接触式

温湿度試験 温度 白金抵抗 抵抗 緩やかな 試験槽、及び 接触式

湿度 熱伝対 電圧 変化 機器に実装された 接触式

サーミスタ 抵抗 複数の部品 接触式

電磁波試験 電界 電界強度計 電流 緩やかな 照射面内の複数の 非接触式

磁界 磁界強度計 電流 変化 場所 非接触式

静電気試験 電圧 FET入力センサ 電圧 緩やかな 機器の複数の 接触式

変化 導電性露出部分

　　（b）被試験機器の機械的または電気的状態データ

　試験中における被試験機器の機械的な損傷は、被試験機器を映した画像により測定

することができる。また、動作状態を被試験機器に装備している表示パネルなどに表

示している場合も、同様に、被試験機器を映した画像により測定することができる。

　ところが、それ以外の場合、被試験機器が電気的に正常な動作を行っているかどう

かは、画像（外観）から判断することが困難である。そこで、被試験機器内部の電気

的動作状態を被試験機器に装備している出力ポートに出力したり、直接に内部の電気

回路の電圧を測定する方法が考えられる。

一24一



〈第2章〉

被試験機器の状態を測定するために使用される測定対象、センサとその出力量、デ

ータの周波数、及び取付箇所を表2。2に示す。

表2．2　被試験機器の状態測定に使用されるセンサの種類

状態の種類 測定

ﾎ象

　代表的な

Zンサの種類

センサ

o力量

データの

?g数

センサの取付箇所

ﾜたは測定対象

センサの

@方式

機械的機能 外観 ビデォカメラ 電圧 60Hz－

S．2酬z

機器全体を望む

ｱとができる場所

非接触式

電気的機能

i表示器）

表示 ビデォカメラ 電圧 60Hz－

S．2酬z

表示器を望む

ｱとができる場所

非接触式

電気的機能

i出カポート）

電圧 メタルケーブル バイナ

鞄d圧

DC＿

P0kHz

被試験機器の

oカポート

接触式

　　2．1．2　データ収集方式と制御データ

　専用の試験室内で測定データの収集を行う場合、センサの付け換えやデータ収集・

処理機器の操作を行う度に試験を停止しなければならない。その結果、試験の作業効

率が低下するといった問題が生じている（4）。

　一方、被試験機器に与えられている環境条件の厳しさや被試験機器の状態は、被試

験機器やその周辺の複数の箇所を対象に測定される。従って、それらの測定データを

測定室において収集・処理しようとした場合、試験室において複数のセンサを切り換

えたり走査することによって、複数の箇所で測定された環境条件の厳しさや被試験機

器の状態を収集し、試験室から測定室へ伝送することが望ましい。

　センサの切換方法として、複数のアナログスイッチを必要に応じて切り替える方式

が考えられる。また、センサの走査方法としては、ロボットアームの先端にセンサを

保持し、ロボットを制御する方式が考えられる。この走査方式は、接触式センサの走

査にも対応することができる。

　このようなセンサの切換やセンサの走査をする場合、切換や走査のための制御デー

タを測定室から試験室に設置されたセンサ切換器やセンサ走査装置へ伝送しなければ

ならない。
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被試験機器の状態測定に使用されるセンサのうち、外観や表示を測定するビデオカ

メラは、被試験機器に対して死角がなく、細部まで映し出すことのできる機能が要求

される。そのため、パン／チルトやズV－一・ムの機能をリモート制御することができるカ

メラを使用することが望ましい。

　　2．1．3伝送される試験デー一タの種類

　専用の試験室で行われる環境試験を安全に効率よく実施するためには、図2．2に

示すように、さまざまな試験データを双方向に伝送する必要がある。試験データの伝

送路は、試験室・測定室間伝送路と、試験室内伝送路とに大別することができる。試

験室・測定室間伝送路は、伝送線路の配線が固定されている。一方、センサやセンサ

走査装置、及びセンサ切換器は、被試験機器の大きさや構成に応じて試験室内を移動

できることが要求される。そのため、試験室内伝送路の伝送線路は、その配線状態が

試験ごとに変わることが考えられる。

測定室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奪用試験室

1　カメラ制御データ …

塁 …

灘し

　　　暴
@　測定データ（被試験機器状態データ）

@　　　　センサ走査位置データ

⑳ビデォカメラ

凄

センサ走査装置

5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　呂
ｪ定データ（環境条件の厳しさ）

c…1センサ切換制御データ

　ロ　セン

A　ロ　センサ

‡・「 r　　　垂

ギ、

_レ
怐D

　測定データ（環境条件の厳しさ）

@｝

　　　　　…τ　　ア　ロ　センサ・

@　バイナリセンサ

@　バイ　1センサ、

，　　　茎

@　　…
@　　茎　　　｝

3

…　　　　　　　　　　i…　　　　　　　　　　i

@　　　　　バ　　1センサ

l　　　　　l

図2．2　伝送される試験データ
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　2．2　試験室内の電磁界ノイズ

　　2．　2．1　電磁界ノイズの実測値

　専用の試験室で行われる各環境試験にっいて、試験機器が停止中に測定された試験

室内の電磁界強度と、試験機器が稼働中に測定された試験室内の電磁界強度とを表2．

3に比較して示す。測定では、低周波磁界用、及び低周波電界用の2種類のセンサを

使用した。それぞれのセンサは、実際の試験で被試験機器が設置される場所に取り付

けられた。

　いずれの試験室においても、試験機器が稼働しているときの電磁界強度が、試験機

器を停止しているときの電磁界強度を上回っている。

　　2．2．2試験データへの電磁界ノイズの影響

　このように、環境試験で使用される試験機器は、強い電磁界ノイズを発生する。強

電磁界の環境で、センサから出力された測定データを長い距離に敷設されたメタルケ

ーブルを使って伝送したとき、電磁界ノイズや接地電流によるノイズがケーブルに誘

導され、測定データの信頼性に大きな影響を及ぼす可能性がある（5×8）。

表2．3　各環境試験室内の低周波電界強度及び低周波磁界強度

試験室 運転

�ｵ
低周波磁界
Q0Hz－2．　OkHz

低周波電界
R0Hz－1．5kHz

試験条件

振動

詞ｱ室

停止中 0．02A／m 1．5V／m ランダム加振

@10Hz－1．OkHz
T．OX10－4　G2／Hz

i1G＝9．8m／s2）
稼働中 2．60A／m 5．6V／m

温湿度

詞ｱ室

停止中 0．02A／m 1．5V／m

稼働中 0．06A／m 2．2V／m

ヒートサイクル
s（high）雛150°c

s（low）臨一50°C

?冾P0minute

電磁波

詞ｱ室

停止中 0，02A／m 1．2V／m 電磁界イミニティ

Q00MHz－1000MHz

@　3V／m稼働中 0．06A／m 1．8V／m

静電気

詞ｱ室

停止中 0．αA／m 0．8V／m 接触放電＋8．OkV

咩d間隔　1．Osec
咩dRC　330Ω，150pF稼働中 0．03A／m 8．2V／m
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　更に、強い電磁界ノイズにさらされている環境試験室内の試験機器や測定機器をネ

ットワークへ直接に接続することは、従来から困難と考えられており、環境試験の自

動化や測定データの統合処理を難しくしている（9）’（11）。

　2．3　データ収集・伝送システムに要求される機能と構成上の対応

　従来の環境試験システムにはデータ収集・伝送機能がなく、各環境試験、各試験者、

あるいはそれぞれの被試験機器の大きさや構成によって、それぞれ異なったデータ収

集・伝送方式が採用されてきた。そのため、試験データの収集・伝送において数々の

問題が発生していた。

　構築するデータ収集・伝送システムに要求される機能は、現状の環境試験の問題点

から5つの要素に分けることができる。5つの要素と、それぞれの要素に対応したデ

ータ収集・伝送システムにおける構成上の対応を図2．3にまとめて示す。

要求される機能

試験者の安全性

と快適性の向上

試験データの信頼性

　　の向上

測定データ収集

・処理の効率化

収集・伝送システム

の汎用性の向上

データ収集・処理

の統合化と自動化

構成上の対応

試験データを試験室と測定室との間で

`送し、測定室内で収集・処理する。

鼻管　　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　甲

試験室内、及び試験室・測定室間の

詞ｱデータを光ファイバ伝送する。
F

センサの走査や切換により複数の

ｪ定データを収集・処理する。

引

アナログ出力／バイナリ出力、及び

�ﾚ触型／接触型のセンサに対応する。

増　　　　　　　　　　出　　　　　　　擢　　　　　　　　　虚

試験室内及び測定室内のPCを介して

試験データを伝送する。

図2．3　データ収集・伝送システムに要求される機能と、構成上の対応
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〈第2章〉

　　（a）試験者の安全性と快適性の向上

　第一の機能は、試験者の安全性や快適性を向上させることである。この機能をデー

タ伝送・収集システムにもたせるため、全ての試験データを試験室と測定室との間で

伝送する。その結果、試験を実施している間、試験者が試験室の中に入らなくても、

環境試験を実施するために必要な一連の作業を、試験者が一括して測定室において行

うことができるようになる。

　　（b）伝送される試験データの信頼性の向上

　第二の機能は、試験室内の強い電磁界ノイズから伝送される試験データの信頼性を

確保することである。この機能を実現するため、試験室内では、カメラを除く全ての

センサ出力データを、それぞれのセンサからパーソナルコンピュータ（PC）へ光フ

ァイバ伝送する。また、伝送距離が長くなることが想定される試験室と測定室との間

では、画像データを含めた全ての試験データを双方向に光ファイバ伝送する。

　　（c）測定データの収集・処理の効率化

　第三の機能は、測定データの収集・処理の効率性を高めることである。この機能を

実現させるため、複数のセンサを切り換えたり、ひとっのセンサを走査することによ

り、複数の環境条件の厳しさや被試験機器の状態を効率よく収集することができるよ

うにする。また、試験室内に複数のビデオカメラを配置して、被試験機器の状態デー

タやセンサの走査位置データを多方向から視覚的に収集することができるようにする。

　　（d）データ収集・伝送システムの汎用性の向上

　第四の機能は、専用の試験室で実施される各環境試験で共通して使用できるような

データ収集・伝送システムを構成することである。この機能を実現するため、アナロ

グ出力型やバイナリ出力型のセンサ、及び接触式や非接触式のセンサに対応できるよ

うにする。これらの対応により、各環境試験において使用される異なるセンサの出力

データ（測定データ）を収集・伝送することができるようになる。

　　（e）データ収集・処理の統合化と自動化

　最後に要求される機能は、デ・一タ収集・処理が統合化され、自動化が容易なデータ

収集・伝送システムを構成することである。この機能を実現するため、全ての試験デ

ータを、試験室内及び測定室内に設置されたPCを経由して伝送する。その結果、試

験データは測定室内のPCに統合化される。更に、測定室内のPCを使用して試験機

器を制御することにより、環境試験の自動化が容易となる。
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〈第2章〉

　2．4　データ収集・伝送システムの構成と動作

　要求される5つの機能に対する対応を構成に反映させたデータ収集・伝送システム

を提案し、構成する。ここでは、データ収集・伝送システムの概要を提案した後、シ

ステムを構成するそれぞれの要素とその動作について述べ、最後に、データ収集・伝

送システムの全体構成をまとめる。

　　2．4．1データ収集・伝送システムの概要

　提案するデータ収集・伝送システムは、試験室内に設置されている複数のカメラや・

各種センサの走査装置及び切換器などを測定室から制御しながらさまざまな測定デ・一一・一・

タを効率良く収集し、収集された複数の測定データを試験室から測定室へ精度良く伝

送して、測定データの統合化処理をすることができる。

　図2．4に、データ収集・伝送システムの概要を示す。データ収集・伝送システム

は、4種類の試験室内データ収集システム、試験室・測定室間デv・…一タ伝送システム、

測定室内データ収集制御・処理システム、試験室内パーソナルコンピュータ（試験室

内PC）、及び測定室内パーソナルコンピュータ（測定室内PC）で構成されている。

測定室内pc　i　　i試験室内PC

㌃鐙鞭⇔
　　測定室・試験室間1

⇔1鞍華1⇔

⇔画像データ収集システム

　走査式アナログデータ収集システム⇔（光ファイバ伝送システムA）t

⇔ 切換式アナログデータ収集システム

　（光ファイバ伝送システムB）

⇔ バイナリデータ収集システム

（光ファイバ伝送システムC）

〈＿＿＿．　認定室　＿＿＿歩　　　　　塾一一…一一一一　試験室　一一一一一一〉

図2．4　データ収集・伝送システムの概要
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〈第2章〉

　4っの試験室内データ収集システムは、複数のビデオカメラ、走査式アナログセン

サ、複数の切換式アナログセンサ、及び複数のバイナリセンサから出力される測定デ

ータを、それぞれのセンサから試験室内PCへ収集する。また、試験室・測定室間伝

送システムは、4種類の試験室内データ収集システムが収集した測定データと、デー

タを測定するために必要な制御データとを、試験室内PCと測定室内PCの間で双方

向に同時伝送する。更に、測定室内データ収集制御・処理システムは、試験室内の各

データ収集システムの制御データ行い、収集されたデータを統合処理する。

　試験室内において、電磁界ノイズの影響から測定データの信頼性を確保するため、

ビデオカメラを除く全てのセンサから出力される測定データは、光ファイバ伝送シス

テムを介して収集される。一方、ビデオカメラから出力される測定データ（画像デー

タ）は、データ処理の対象としないため、メタルケーブルを介して伝送される。

　また、試験室と測定室との間の距離は数百mにおよぶ場合も想定され、その経路に

は試験機器の電力線や他の動力機器があり、伝送データが強い電磁界ノイズにさらさ

れる可能性がある。そのため、試験室・測定室間では、画像データを含めた全ての試

験データ（測定データ及び制御データ）が光ファイバ伝送システムを介して伝送され

る。

　　2．4．2試験室内データ収集システムの構成と動作

　　（a）試験室内画像データ収集システム

試験室内において、被試験機器の状態データやセンサの走査位置データを複数のビ

デオカメラにより収集する、画像データ収集システムの構成を図2．5に示す。

　試験中の被試験機器の状態や、センサが被試験機器上のどの位置を走査しているの

かを、試験者が多方向から正確に把握できるようにするため、被試験機器の上方と、

ロボットアームの先端とに合計3台のビデオカメラを配置した（12）・（13）。

　また、被試験機器の状態データやセンサの走査位置データを詳細に得るため、ビデ

オカメラのうち2台のカメラ（Camera1、及びCamera2）はパン／チルトやズームの

動作を、他の1台のカメラ（Camera3）はズームの動作のみを、それぞれ外部から制

御することができる。

　各カメラの動作を制御するデータ（RS232C形式、9600bps）は、試験室内PCのシリ

アルポート（SIO2）から、メタルケーブルを介してそれぞれのカメラに伝送される。
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〈第2章〉

　使用した3台のビデオカメラの外観を図2．6に、仕様及び性能を表2．4にそれ
ぞれ示す（14）・（15）。

i　陥加晦ρO　F。u，　vid。。　　奪難禦、。

i　　　　　　　　　　　　　　8
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L

：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　慧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　8
ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　’s
．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Φ
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　fi

を《・……一…・…・…・…・…・…・…・・……・…・・resting　room　　…・・…・一……・……………・一・………〉

　　　　　　　　（SIO：Serial　data　I／0，PIO：Parallel　data　I／0）

図2．5　試験室内画像データ収集システムの構成

signalS

⑭
Video
唐翌奄狽モ 冨

Cgmeζ§2

Video
盾浮煤^in

o10」

uideo
@out

rIO－2

Video　switch
モ盾獅狽窒盾戟@data

@　亀

二

Ca皿eζa3

Camera　control　data

図2．6　使用したビデオカメラの外観

一32一



〈第2章〉

表2．4　使用したビデオカメラの仕様

仕様 カメラ1，カメラ2 カメラ3

水平画角 4．3°～48．8° 4．3°～48．8°

垂直画角 3、3°～37．6° 3．3°～37．6°

最大ズーム倍率 12倍（fニ5．4～64．8㎜） 12倍（f＝5．4～64．8㎜）

パン可動角度 左右±100°

チルト可動角度 上下±25°

画像出力 1．OVp－P，　NTSC　Color 1．OVp－P，　NTSC　Color

　一方、各カメラから出力された画像データ（NTSC形式、　Color）は、ビデオスイッチ

にそれぞれ入力される。また、試験室内PCは、ビデオスイッチの選択チャネル、ロ

ボットアーム先端に取り付けられたセンサの3次元位置座標、アナログスイッチの入

力選択チャネル、及びバイナリセンサから得られた測定データを収集し、それらの情

報をカメラ出力と同じ形式の画像デv－一一…タに変換した上で、ビデオスイッチに出力する。

　ビデオスイッチは、試験室内PCと3台のビデオカメラから入力された4つの画像

データを、4分割された1枚の画像データに合成する。合成された画像データは、試

験室内PCのビデオ入力ポートに与えられる。同時に、試験室内PCのビデオ入力ポ

ートからループスルーされた合成画像データは、試験室・測定室間光ファイバ伝送シ

ステムを介して測定室内PCに伝送される。また、ビデオスイッチの出力を、4分割

合成画面にしたり、任意の単一画面にするといった切換は、試験室内PCのパラレル

ポート（PIO＿1）から出力されるビデオ切換制御データ（Binary形式、8bits）によって

行われる。ビデオスイッチの外観を図2．7に示す。

図2．7　使用したビデオスイッチの外観
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〈第2章〉

　　（b）試験室内走査式アナログデータ収集システム

　図2．8に、試験室内において、被試験機器に与えられている環境条件の厳しさの

程度を非接触式あるいは接触式アナログセンサの走査によって収集するデータ収集シ

ステムの構成を示す（16・17・18）。

i　　　Remote－pc

　　　　　　　　　　　　　　　Robot

ﾌ亡Zoθ1

繝ﾆr

A／Dj

r互Oj

蝿

Robot
р窒奄魔

Anal◎g　sensor

Robot　control／conditbn

　　　　ζ　『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　胤　　航

р≠狽

島《．．＿＿…・……・一一…一…・……………　7es晦room・・……………・……一…一…・…・…一〉

（S夏0：Serial　data　1／0，A／D：Analog－to－Digital　Converしer）

（A：Optica田ber　data　transmission　system）

図2．8　試験室内走査式アナnグデータ収集システムの構成

　アナログセンサを走査する装置として、垂直多関節型ロボットを使用した。アナロ

グセンサは、ロボットアームの先端に保持されている。

　センサから得られた測定データは、ロボットのアームに沿って敷設された光ファイ

バ伝送システムAを介して、試験室内PCのAID変換ポート（AID＿1）へ伝送される。

試験室内PCのA／D変換器によって量子化された測定データは、試験室・測定室間光

ファイバ伝送システムを介して測定室内PCへ伝送される。なお、A／D変換のタイミ

ングは、同じく試験室・測定室間光ファイバ伝送システムを介して測定室内PCから

試験室内PCへ送られてくるA／D変換制御データによって制御されている。

　一方、ロボットアームを操作するための制御データ（RS232C形式、9600bps）が、試

験室内PCのシリアルポート（SIO＿1）からロボットへ伝送される。試験室内PCは、
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ロボットがひとつの動作を終了する度にロボットの状態データを取得し、その状態デ

ータを測定室内PCへ伝送すると同時に、画像データに変換してビデオスイッチへ送

出する。ロボットからの状態データには、アナログセンサの測定点の3次元座標位置

情報や、ロボットのエラー情報などが含まれている。

　なお、ロボット駆動装置、ビデオスイッチ、及び試験室内PCは、ロボットの基部

に設けられた同じの筐体の中に収納されている。そのため、試験室内PCとロボット

駆動装置との間の伝送路には、メタルケーブルを使用した。

　図2．9に使用したロボットの外観を、表2．5にロボットの仕様をそれぞれ示す。

また、図2．10に、ロボットアーム先端の動作範囲を示す（19）。

図2．9　使用したロボットの外観

表2．5　使用したロボットの仕様

項目 仕様

構造 5自由度、垂直多関節型

アーム先端の定格負荷 最大2kgf

最大合成速度 150mm／sec．
位置繰り返し精度 ±0．　1mm

駆動方式 DCサーボ駆動
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醐゜齢惚韮 @　　　　　’ll＼R188

馴　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

（U・it：㎜）　　　　　　（U。it・㎜）　　（P・T。P。f　the　am）

図2．10　ロボツトアーム先端の動作範囲

　　（c）試験室内切換式アナログデータ収集システム

　図2．11に、試験室内において、被試験機器に与えられている環境条件の厳しさ

を複数の接触式または非接触式のアナログセンサを切り換えることによって収集する、

試験室内切換式アナログデータ収集システムの構成を示す（4）・（1の。

i　　　Remot8　nc

i《………………・………一・……・………　7冶5吻8mo卿　…・…・・…一一一・………・…・一・〉

（SIO：Serial　data　I／0，A／D：Analog辻o－Digital　Converter）

（B：Optical　fiber　data　transmlssion　system）

　

Eight　analog　sensors

Analo　sensor
αρ惚∂

繝ﾆr
Anab　sensor

SIO　2　　　－

`／D－2 8

Analo　sensor

図2．11　試験室内切換式アナログデータ収集システムの構成
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〈第2章〉

　アナログスイッチは、オンボードマイコンと8個の光電式MOSリレーで構成され

ている。試験室内PCのシリアルポート（SIO2）から光ファイバ伝送システムBを介

してオンボードマイコンに伝送される切換制御データ（RS232C形式、9600bps）によっ

て、光電式リレーのいずれか1つがONされる。

　ONされたリレーに接続されているアナログセンサの測定データが、同じ光ファイ

バ伝送システムBを介して、試験室内PCのA／D変換ポート（A／D2）に収集される。

試験室内PCのA／D変i換器によって量子化された測定データは、試験室・測定室間光

ファイバ伝送システムを介して測定室内PCへ伝送される。なお、　AID変換のタイミ

ングは、同じく試験室・測定室間光ファイバ伝送システムを介して測定室内PCから

試験室内PCへ送られてくるA／D変換制御データによって制御されている。

　アナログスイッチの構成を図2．12に、アナログスイッチに内蔵されている光電

式MOSリレーの仕様を表2．6にそれぞれ示す。

Analog　switch（8channels）

Selected

analog　data

Analog　switch

control　data

箋．

箋盆

葱

（8bits　Paralleほ／O）醐；・
　　　　　　　　　　曾

licro　computer　mounted　on　board

●

3
婁

署

e
§

葛

量

く

図2．12　アナログスイッチの構成
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＜第2章＼

表2．6　光電式MOSリレーの仕様
項目 仕様

最大負荷電流 0．　1　A

閉路時端子間抵抗 13Ω

開路時端子間抵抗 100MΩ以上

LED電流 1mA

　　（d）試験室内バイナリデータ収集システム

　図2．13に、試験室内において、被試験機器の状態データを8個のバイナリセン

サ（メタルプローブ）によって同時に収集する、試験室内バイナリデータ収集システ

ムの構成を示す。

　8個のバイナリセンサから出力された測定データは、光ファイバ伝送システムCを

介して試験室内PCのパラレル1／0ヘパラレル伝送される。試験室内PCは、バイナ

リ測定データを、測定室内PCへ伝送するとともに画像データに変換し、　PCのビデ

オ出力ポート（Video　out）からビデオスイッチへ伝送する。

Remote．．pc
Elght　blnary　sensors

　　　　　　　　　　Bina　　sensor
Oρtio∂

ノ7bθr°　　　　　　　　　　　　Bina　　sensor

　O　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　Blna　　sensor

三《…………………………………・・…－　f衿s晦room　…・…・……………・・一…・………・葺〉

（PIO：Parallel　data　I／O）

（C：Optical　fiber　data　transmission　system）

図2．13　試験室内バイナリデータ収集システムの構成
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〈第2章〉

　　2．4．3　試験室・測定室間データ伝送システムの構成と動作

　図2．14に、試験室・測定室間データ伝送システムを示す。

　このデータ伝送システムは、4種類の試験室内データ収集システムが収集した測定

データと、データを測定するために必要な制御データとを、試験室内PCと測定室内

PCの間で、光ファイバ伝送システムDを介して双方向に同時伝送する（20）・（21）。

　画像データは、試験室内PCのビデオ出力ポート（video　outiin、ループスルー）か

ら、光ファイバ伝送システムDを介して、測定室内PCのビデオ入力ポートへ伝送さ

れる。一方、画像データ以外の試験データ（測定データ、及び制御データ）は全てデ

ィジタルデータに変換され、試験室内PCのシリアルポ・一一　5（SIO．－3）と測定室内PC

のシリアルポート（SIO＿3）との間で、画像データと同じ光ファイバ伝送システムDを

介して双方向に伝送される。

゜・nt「・LP° @i　　　　　　i　κ8鵬ρ゜

Mixed　video　　　　　　　　　Mixed　video
　data　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　data

　　　　　　o
Digital　　　　　　　　　　　　　　　　DigitaI
data　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　data

＜．＿劒0縦0珈g脚〃7．．》，1　　　　　　　　　　　　藁…・…Testing　room…・・＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　SIO：Serial　data　I／0

図2．14　試験室・測定室間データ伝送システムの構成
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〈第2章〉

　図2．15に、試験室・測定室間データ伝送システムのディジタルチャネルを介し

て、測定室内PCと試験室内PCとの間でシリアル伝送される試験データのパケット

構成を示す。

　試験室内の各データ収集システムを構成する3台のカメラや、ビデオスイッチ、ロ

ボット、アナログスイッチ、A／Dコンバータ、及びパラレル1／0への制御データは、

まず、測定室内PCから試験室内PCに伝送される。次に、試験室内PCが、受信し

たパケットのヘッダ部の2文字から制御対象機器を判断し、ヘッダを除いた制御デー

タを該当機i器へ転送する。試験室内PC自身も、測定室内PCから伝送されてくる制

御データによって制御される。

　一方、各データ収集システムから測定データ、及び制御対象機器の状態データを収

集した試験室内PCは、収集データに収集元の機器に対応したヘッダを付加したデー

タパケットを、測定室内PCへ伝送する。

しN　On／0仔　comrrerKS　for　re耐e．PC　CRIF．砂　　伽　L　N　On／（肝status（汗矧耐e－PC　CR　LF

CCC◎r由rd（nmvandfUcammes　CRiLF扇〉．1Stpai　C　C　Con廿vlled　carnera　number　CRUF

V　S　Channel　nurrber　for　video　svvi　cch　CRiLF蔚　　、細　V　S　謙chl㎎s由加s（f　wdeo　s臨h　CRiしF

R　C　　Oontrot　oommand　fcr　robot　　CR　F　St＞　伽　R　C　　　C㎝c団on　data（rf　robot　　C飛LF

A　S　Chamd　r旧mber　for　analog　sw忙dh（）F（FI嵐〉　＜｝開　A　S　Svvi’tching　status　oF　analog　switch　CR　LF

ADS趾／Stop，ChannelNQforA／D　ORUW暢〉　如ADStart／Stop，channelstatusσi　A／D　CR　lf

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　細　　　　［Xgitjzed　12　bits　analag　data

PI　Pa旧Ild　c㎞lnqUire　tO　PIO　CR　UF騨｛〉　＜　e　P　I　　8　bibs　parallel（地　　 CR

図2．15　測定室内PCと試験室内PCとの間で伝送される試験データパケット
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〈第2章〉

　　2．4、4　測定室内データ収集制御・処理システムの構成と動作

　図2．16に、試験室内の各データ収集システムへの制御データの発行を行い、収

集されたデータを収集元に応じて処理する、測定室内データ収集制御・処理システム

の構成を示す。

　測定室には、ビデオモニタ、アナログデータ用記録／分析器、バイナリデータ用記

録／分析器、及び測定室内PCとそのキーボードが設置されている。

　試験者が、必要な機能に対応したキーボード上のボタンを押すことにより、その機

能に応じた制御データが、測定室内PCから試験室内PCを経由して、各試験室内デ

ータ収集システムに伝送される。すなわち、試験者がキーボードを操作することによ

り、試験室内の各データ収集システムを構成する3台のカメラや、ビデオスイッチ、

ロボット、アナログスイッチ、AIDコンバータ、及びパラレル1／0を、それぞれ単独

に制御することができる。一方、測定室内PCは、伝送されてきたデータのヘッダを

もとに、どのデータ収集システムからの収集データなのか、あるいはどの制御対象機

器の状態データなのかを判断し、それぞれの収集元に対応したデータ処理を行う。

　アナログデータ用記録／分析器、及びバイナリデータ用記録／分析器は、GPIB

（IEEE488）規格のデータバスで測定室内PCと接続されている。そのため、測定デー

タの統合化処理や自動化試験を容易に実施することができる。

Vldeo
高盾獅奄狽盾

Mixed　video
@　signa｛

　　　　　　　　　　　　　　　　　Sensors／Carneras／

@　　　　　　　　　　　　　　　　　Robot　c◎ntroller

`nalog　data
…d・・／・・a・yze・

@　曇C．。，，。l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　data

Video
揩浮煤^i

jey
奄獅c／AGPI8

圖園

　　　　　　　　　Analog　data

@Channel
唐翌奄狽モ?@data

Binary　data
モ盾窒р?秩^anal、 　　Eight

b奄獅≠窒凵@data

゜・・i・LP°@i

《＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿〃o〃加吻r／vom－一一…一一一一一一一一歩

図2．16　測定室内データ収集制御・処理システムの構成
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〈第2章〉

　　2．4．5　データ収集・伝送システムの全体構成

　データ収集・伝送システムの全体構成を図2．17に示す。

　これまで述べてきた、4種類の試験室内データ収集システム（画像データ収集シス

テム、走査式アナログデータ収集システム、切換式アナログデータ収集システム、及

びバイナリデータ収集システム）、試験室・測定室間データ伝送システム、測定室内

データ収集制御・処理システム、試験室内PC、及び測定室内PCを組み合わせて、

データ収集・伝送システムを構成した。

Ci漁Of　nc　　　　　　　　　　　　　filenUte　nc

Mdeo
香揩獅奄狽盾

Mixed　vide◎

@　signal

Sensors／Cameras／
@　Robot　c（》n萱γoller

泣}　　　　　　　　　　　data

@　Analog　data
窒?モ盾窒р?秩^analyzer

Video
盾浮煤^i

jey
奄獅rIO－3D／AGPIB

鷹亀一

Analogdata

　　　　Channd

@　s輌tch　da舵

@　Binary　daセ
窒?モ盾窒р?秩^anal、

匡

　　日ght

b堰@nary　data

i　　　　Mlxed　video

i　　　signal

i　　D　　i

V7ideo

out／1

PIO＿1

Video
out

A／P．1

SIO＿1

SIO－3

sro－2

S1O－2

A／［L2

Four　video
signalS

Mdeo
sWitch

Vi　de◎sWitch
corTtrol　data

CiPtiaa　Robot

伽

ree　vide

　R◎bot　　　　　　Anal　og　sens◎r

　drive

Rob◎t　corrb・ol／condiゼon　data

Cameras　cor比rol　data

PIOL2

ガ　　

伽　iAi”i。1。g　Eight　anal・9

　　　switch　　　　　　　senSO「s

8

　の伽

伽

e

＜i－……・・……・／ua7iton”ng　roan－………・…》i　　　　　寅一……・…・…一…………・・一…7eStZ’ng　mm……・一……………・一・…・》

図2．17　データ収集・伝送システムの全体構成
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　構成したデータ収集・伝送システムは、試験室内に設置されている複数のカメラや、

各種センサの走査装置及び切換器などを測定室から制御しながらさまざまな測定デー

タを効率良く収集し、収集された複数の測定データを試験室から測定室へ精度良く伝

送して、測定データの統合化処理をすることができる。

　2．5　光ファイバ伝送システムへ要求される伝送性能

　環境試験データ収集・伝送システムでは、電磁界ノイズの影響から収集・伝送され

る試験データを保護するため、4つの光ファイバ伝送システムを介して試験データを

収集・伝送する。そこで、試験室内の走査式アナログデータ収集システム、切換式ア

ナログデータ収集システム、及びバイナリデータ収集システムと、試験室・測定室間

伝送システムで使用する光ファイバ伝送システムに要求される伝送性能を求める。

　　2．　5．　1光ファイバ伝送システムA

　試験室内走査式アナログデータ収集システムは、被試験機器に与えられている環境

条件の厳しさを、非接触式あるいは接触式アナログセンサをロボットにより走査する

ことによって収集するデータ収集システムである。

　　（a）伝送データと伝送経路

　温湿度試験室内や電磁波試験室内にロボットを設置することは、制御された試験室

内の環境を乱す恐れがある。そのため、このデータ収集システムを温湿度試験や電磁

波試験に使用することは困難である。従って、光ファイバ伝送システムAが伝送する

測定データは、振動試験における振動と、静電気試験における残留帯電圧ということ

になる。

　アナログセンサから得られた測定データは、ロボットアームに沿って敷設された光

ファイバ伝送システムAを介してロボットの基部に設置された試験室内PCのAID変

換器へ伝送される。このとき、光ファイバの曲げ条件は常に変化するため、光ファイ

バの曲げ損失も容易に変動する（22）一（24）。そのため、光ファイバ伝送システムAには、光

ファイバの曲げ損失の変動によって、伝送性能が劣化しないような性能が要求される。

なお、伝送距離はロボットアームの長さ程度でよいので、5mあれば十分である（18）。

　　（b）振動、及び帯電圧データの伝送に要求される伝送性能

　振動の測定量として、加速度、速度、及び変位のアナログ量がある。試験目的に応
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じて、これら量のうち、いずれかの量を振動試験機器で制御しながら実施される。

　振動の角周波数をω、時間をt、片振幅をDとすると、変位d、速度v、及び加速

度aはそれぞれ次式で表される。

d　・＝・L）sin　ωt…　（2．1）

　　　dd
v＝ 嶋黶＜ﾖDc°sCD　t’°’（2・2）

　　　dv

a一 ｸ「一一ω2Dsin（D　t…（2・3）

　従って、変位、速度、加速度のいずれかの量を測定すれば、測定された量を演算処

理することにより、他の量に変換することができる。また、それぞれの量を測定する

ために使用されるセンサの出力は、いずれも容易に電圧へ変換でき、出力電圧の倍率

調整も容易である。

　試験で加振または測定される振動周波数の範囲は、いずれも10Hzから1kHzまで

である。測定データの最大電圧を2　Vp－pとしたとき、要求される直線性誤差、全ひ

ずみ率、及びS／N比は、それぞれ3％以下、3％以下、及び50dB以上程度である（25）。

　また、被試験機器となる電子機器や機械装置のそれぞれの部品に加わる振動は、加

振機で制御された振動とは異なる。特に、剛性の高い（Q値の高い）被試験機器の場

合、実装されている部品の固有振動周波数で機器が振動したとき、その部品の振動は、

加振機で制御されている振動の百倍程度になることがある（4）。そのため、振動データ

をディジタル化する試験室PCのA∠D変換器には、12　bitsで量子化する変換器を使用

した。

　一方、静電気試験において測定される残留帯電圧データは、DCか、緩やかに変化

するアナログ量である。一般に、残留帯電圧は、高インピーダンスで高耐圧のセンサ

を用いて測定される。センサの出力は電圧信号であり、その増幅倍率の調整も容易で

ある。

　残留帯電圧を測定するセンサの出力最大電圧を1Vとしたとき、要求される直線性

誤差は、3％以下程度である。
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　　（c）光ファイバ伝送システムAに要求される伝送性能

　以上述べてきた光ファイバ伝送システムAに要求される伝送性能を、図2．18に

まとめて示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　んa／og　se〃sor
月’e”70亡亀ρO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　attached　to　the　robot　arm

　　　　　　　　　　　　　Oρtica／

A／D－、　　　伽　　　俵鵬の
（12bits）

《光ファイバ伝送システムA　》

項目　　　　　　　　　　　要求される性能

〈欄送　の形　〉

敷設場所 ロボットアームに沿って敷設される

伝送距離 5m以上

使用形態 ・伝送路の曲げ伸ばし耐久性が大きいこと

E伝送損失の変動に性能が影響されないこと

＜アナロ 潰　データーチャネル〉

伝送データ

i試験データの分類）

振動、帯電圧

i測定データ：環境条件の厳しさ）

伝送経路 試験室内PC　←　アナログセンサ

入出力電圧 2Vp－P
周波数帯域 DC～1kHz
直線性誤差 396以下

全ひずみ率 396以下

S／N比 50dB以上

図2．18　光ファイバ伝送システムAに要求される伝送性能
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　　2．5．2光ファイバ伝送システムB

　試験室内切換式アナログデータ収集システムは、複数の接触式あるいは非接触式の

アナログセンサが接続されたセンサ切換器を制御することによって、選択された1個

のセンサからの測定データを収集するシステムである。

　　（a）伝送データと伝送経路

　アナログセンサは、振動試験、温湿度試験、電磁波試験、及び静電気試験の全てに

おいて使用される。従って、光ファイバ伝送システムBが伝送する測定データは、振

動と、温度、電磁界強度、及び残留帯電圧ということになる。

　複数のアナログセンサから得た測定データは、センサ切換器と光ファイバ伝送シス

テムBを介して試験室内PCのAID変換器へ伝送される。一方、センサの切換に必要

な制御データは、同じ光ファイバ伝送システムBを介して、試験室内PCのシリアル

ポートからセンサ切換器へ伝送される。

　光ファイバ伝送システムBは、被試験機器の大きさや構造に合わせたり、センサの

取付位置に合わせて、試験室内を引きまわして使用される。

　　（b）センサ切換制御データの伝送に要求される伝送性能

　センサ切換制御データの伝送速度は、一般に使用されているPCやオンボードマイ

コンが対応できる9600bpsとした。入力電圧の範囲は、　RS232C規格に準じて±3Vか

ら±15Vとし、出力電圧は±5　Vとした。また、伝送誤り率には、10－7以下程度が

要求される。

　　（c）振動、温度、電磁界強度及び帯電圧データの伝送に要求される伝送性能

　振動データと残留帯電圧データの伝送に要求される伝送性能は、前述したとおりで

ある。温度データ、及び電磁界強度データも、静電気試験において測定される残留帯

電圧と同様に、DCか、緩やかに変化するアナログ量である。

　一般に、温湿度試験における温度測定では、白金抵抗、熱電対、及びサーミスタな

どの接触式センサが使用される（3）。赤外放射温度計などの非接触式センサも希に使用

されるが、センサと被測定物との間にガラスなどが存在した場合、正確な測定が困難

になるという欠点がある。一方、電磁波試験においては、電界強度測定にダイポール

アンテナが、磁界強度測定にループアンテナが使用される。これらのセンサの出力は、

いずれも電圧へ容易に変換することができ、電圧増幅率の調整も容易である。

　残留帯電圧データ、及び電磁界強度データを測定するセンサの最大出力電圧を1V
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としたとき、要求される直線性誤差は、3％以下程度である。

　　（d）光ファイバ伝送システムBに要求される伝送性能

光ファイバ伝送システムBに要求される伝送性能を、図2．19にまとめて示す。

Remote　PC　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aηヨ角95眈助

SIO　2

9600bps

A／D2
12　BITS） B

《光ファイバ伝送システムB　》

項目　　　　　　　　　　　要求される性能

〈…　　の多態〉

敷設場所 被試験機器に応じて試験室内を引きまわされる

伝送距離 20m以上
使用形態 ・伝送路の曲げ伸ばし耐久性が大きいこと

E伝送路の取り扱いが容易であること

〈デ　ジタルデーターチャネル〉

（試験データの分類）

伝送データ　　　　　　　センサ切換用制御データ

@　　　　　　　　　　　　　　（制御データ）

伝送経路 試験室内PC　→　センサ切換器

入出力電圧 入力：3V～±15V、出力：±5V
伝送速度 9600bps
伝送誤り率 て〇－7以下

〈ア　ログデー　圏’チャネル〉

伝送データ

i試験データの分類）

振動、温度、電磁界強度、帯電圧

i測定データ：環境条件の厳しさ）

伝送経路 試験室内PC　←　センサ切換器

入出力電圧 2Vp－P
周波数帯域 DC～1kHz
直線性誤差 3％以下

全ひずみ率 396以下

S／N比 50dB以上
”　　開　　甲御　　　　隔旧　　　　　　｝9　　　　　純　　　　ワ　　　　　　¶　　　嘩榊　卿　　　“ 噸

図2．19　光ファイバ伝送システムBに要求される伝送性能
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　　2．5．3光ファイバ伝送システムC

　試験室内バイナリデータ収集システムは、複数の接触式バイナリセンサから得られ

た測定データを収集するシステムである。

　　（a）伝送データと伝送経路

　バイナリセンサ（メタルプローブなど）は、振動試験、温湿度試験、電磁波試験室、

及び静電気試験において、被試験機器の状態をバイナリデータとして測定するために

使用される。複数のバイナリセンサから得られた測定データは、光ファイバ伝送シス

テムCを介して試験室内PCのパラレル1／0ポート（PIO2）ヘパラレル伝送される。

　光ファイバ伝送システムCは、光ファイバ伝送システムBと同様に、被試験機器の

大きさや構造に合わせたり、センサの取付位置に合わせて、試験室内を引きまわして

使用される。

　　（b）バイナリデータのパラレル伝送に要求される伝送性能

　光ファイバ伝送システムCが伝送する測定データとして、被試験機器に実装された

1／0ポートや内部回路の端子電圧などが考えられる。これらの測定電圧は、TTLで扱

うことのできる電圧に予め変換した上で、光ファイバ伝送システムCに入力する必要

がある。

　測定データの周波数も被試験機i器によって異なる。20kHzのデータを8ビットでパ

ラレル伝送することができれば、ほとんどの被試験機器に対応することができる。

　　（c）光ファイバ伝送システムCに要求される伝送性能

　光ファイバ伝送システムCに要求される伝送性能を、図2．20にまとめて示す。

　　2．5．4光ファイバ伝送システムD

　試験室・測定室間データ伝送システムは、4種類の試験室内データ収集システムが

収集した測定データとデータを収集するために必要な制御データとを、試験室内PC

と測定室内PCとの間で、光ファイバ伝送システムDを介して双方向に同時伝送する。

　　（a）伝送データと伝送経路

　試験室内画像データは、試験室内PCのビデオ出力ポートから、光ファイバ伝送シ

ステムDを介して、測定室内PCのビデオ入力ポートへ伝送される。一方、他の試験

データは、試験室内PCのシリアルポート（SIO＿3）と測定室内PCのシリアルポート

（SIO＿3）との間で、同じ光ファイバ伝送システムDを介して双方向に伝送される。
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Remote　PC　　　　　　　　　　　　　　　　　　β励aノγ5θη5備

　　　　　　　　　　　Opticヨ1　　　　　　　　　　　B旧a　　sensor

　　　　　　　　　　　　fibθr　　　　　　　　　　　　Bina　　sensor
PIO＿2

（8　bits）

　　　　　　　　　　　　O　　　　　　BIna　sensor

《光ファイバ伝送システムC　》

項目　　　　　　　　　　　要求される性能

〈一　　の多．〉

敷設場所 被試験機器に応じて試験室内を引きまわされる

伝送距離 20m以上
使用形態 ・伝送路の曲げ伸ばし耐久性が大きいこと

E伝送路の取り扱いが容易であること

＜バイ 匪データパ欄レルーチャネル〉

伝送データ

i試験データの分類）

電圧（バイナリ）

@　　（状態データ）

伝送経路 試験室内PC←8ビットバイナリセンサ

入出力電圧 入力：TTLレベル、出力：TTLレベル
ビット数 8ビット、パラレル

周波数帯域 DC～20kHz

図2．20　光ファイバ伝送システムCに要求される伝送性能

　試験室と測定室との間の距離は、大規模な工場などでは数百mにおよぶことが想

定される。

　　（b）画像データのアナログ伝送に要求される伝送性能

　伝送する画像データの形式は、NTSC形式のカラー方式であり、アナログベースバ

ンド方式で伝送される。従って、光ファイバ伝送システムDの画像データ伝送チャネ

ルは、周波数帯域が60Hzから4．2　MHzで、最大振幅1Vp－pのアナログ信号を伝送

することができる伝送性能が要求される（26）。

　　（c）試験データのシリアル伝送に要求される伝送性能

　試験データのシリアル伝送には、試験室内PC及び測定室内PCのRS232C規格に

準拠したシリアルポートを使用している。そのため、ディジタル伝送チャネルは、±

3Vから±15Vまでの入力電圧に対応し、出力電圧は±5Vとする（2D。
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　試験室内のデータ収集システムから得られたアナログデータは、試験室内PCの

A／D変換器において12ビットで量子化され、量子化されたアナログデータは光ファ

イバ伝送システムDを介して測定室内PCヘシリアル伝送される。伝送されてきた量

子化アナログデータは、測定室内PCのD／A変換器によって、元のアナログデータに

再生される。そこで、次に、ディジタル伝送チャネルに要求される伝送速度について

検討する。図2．21に、シリアル伝送データ中の量子化ビットの配置を示す。

　試験室内PCと測定室内PCとのシリアル伝送の同期方式には、調歩同期（キャラ

クタ同期）方式を採用している。すなわち、ひとつの伝送フレームは、スタートビッ

ト1ビット、データ8ビット、及びストップビット1ビットの、合計10ビットで構

成されている。そのため、12ビットで量子化されたひとつのサンプリングデータを伝

送するためには、2つの伝送フレーム（合計20ビット）が必要となる。

　一方、振動データの周波数帯域はlkHzである。そのため、量子化データをDIA変

換によって元のアナnグデータに再生するためには、ナイキストの標本化定理より、

2kHz以上のサンプリング速度を必要となる。従って、12ビットで量子化された1kHz

のアナログ測定データをシリアル伝送するためには、最低でも40kbpsの伝送速度が

必要となる（28）。

　ところが、サンプリング周波数の半分以上の周波数成分がアナログデータに含まれ

ている場合、再生されたアナログデータに折り返しノイズが含まれてしまう。そのた

め、AID変i換器の入力とD／A変換器の出力にローパスフィルタを設置し、更に、サン

プリング周波数を上げるため、光ファイバ伝送システムDのディジタル伝送チャネル

には、76．8　kbps程度の速度を必要とする。

　　　　　　　Samp獅ng　data　q　2　bits）

liii串幸馨串≡串≡i叢

　Serial　transmission　data　frame（2frames：20　bits）

図2．21　シリアル伝送データ中の量子化ビットの配置
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　（d）光ファイバ伝送システムDに要求される伝送性能

光ファイバ伝送システムDに要求される伝送性能を、図2．22にまとめて示す。

Oo〃まro乙ρO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Remote＿ρ0

0ρ亡た∂1

@％θr
　　Video
@　　in

@　SIO＿3

i76．8kbps） o

　Video
@　out

@　SIO－3

i76．8kbps）

《　光ファイバ伝送システムD　》

項目　　　　　　　　　　　　　要求される性能

〈隔も　　の多　〉

敷設場所 試験室・測定室間

伝送距離 1km以上
使用形態 ・伝送距離が長い

E固定された伝送路

〈画像データ伝送チャネル〉

伝送データ

i試験データの分類）

被試験機器の状態を映した画像
i測定データ：被試験機器の状態）

伝送経路 測定室内PC　←　試験室内PC

入出力電圧 1Vp－P
周波数帯域 60Hz～4。2MHz
伝送画像の品質 DG：5％以下、DP：5°以下

〈ディジタルデータ伝送チャネル（A）〉

伝送データ

i試験データの分類）

カメラ／ビデオスイッチ／センサ走査／センサ
ﾘ換／A／D，PlO用制御データ　　（制御データ）

伝送経路 測定室内PC　→　試験室内PC

入出力電圧 入力：±3V～±15V、出力：±5V
伝送速度 76，8kbps
伝送誤り率 10鴫7以下

〈ヂィジタルデータ伝送チャネル（B）〉

伝送データ

i試験データの分類）

振動、温度、電磁界強度、帯電圧　（環境条件）

oイナリ電圧（被試験機器の状態）

伝送経路 測定室内PC　←　試験室内PC

入出力電圧 入力：±3V～±15V、出力：±5V
伝送速度 76．8kbps
伝送誤り率 10－7以下

押

図2．22　光ファイバ伝送システムDに要求される伝送性能
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　2．6　まとめ

　本章では、まず、環境試験データ収集・伝送システムに要求される機能を検討した。

ここでは、使用されるセンサや測定データの収集方式を検討し、環境試験において収

集・伝送される試験データの種類や周波数帯域にっいてまとめた。また、各室の電磁

界強度を測定し、データの収集・伝送におけるノイズ対策の重要性を確認した。

　次に、要求される機能を具備したデータ収集・伝送システムを提案・構成した。こ

のデータ収集・伝送システムは、試験室内に設置されている複数のカメラや、各種セ

ンサの走査装置及び切換器などを測定室から制御しながらさまざまな測定データを収

集し、収集された複数の測定データを試験室から測定室へ伝送して、測定データの処

理をすることができる。

　図2．23に、提案したデータ収集・伝送システムの特徴と、専用の試験室で行わ

れる環境試験にこのデータ収集システムを使用したときの期待される効果を示す。

提案したデータ収集・伝送システムの特徴　　　　　　　　　期待される効果

試験データを試験室と測定室との間で伝

翌ｵ、測定室内で収集・処理している。，

噂

試験室内、及び試験室・測定室間の

詞ｱデータを光ファイバ伝送している。

センサの走査や切換により複数の

ｪ定データを収集・処理している。

アナログ出力／バイナリ出力、及び非接

G型／接触型のセンサに対応できる。

「　　　，　　　　　　　　　　　　　　何　　　　ヤ　　　　　　　　　　　　　再1

試験者の安全性

と快適性の向上

試験データの信頼性

　　の向上

測定データ収集

・処理の効率化

収集・伝送システム

の汎用性の向上

試験室内及び測定室内のPCを介して　　　　　　　　　データ収集・処理

試験データを伝送している。　　　　　　r　　　　’　の統合化と自動化

図2．23　データ収集・伝送システムの特徴と、期待される効果
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　環境試験デ・・・・…タ収集・伝送システムでは、電磁界ノイズの影響から収集・伝送され

る試験データを保護するため、種々の光ファイバ伝送システムを介して収集・伝送し

ている。そこで、最後に、試験室内の走査式アナログデータ収集システム、切換式ア

ナログデータ収集システム、及びバイナリデータ収集システムと、試験室・測定室間

伝送システムでそれぞれ使用する光ファイバ伝送システムに要求される伝送性能を決

定した。
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第3章光ファイバデータ伝送システム

　本章では、環境試験データ収集・伝送システムの主要な構成要素である、4種類の

光ファイバ伝送システムを提案・構成するため、まず、環境試験データ収集・伝送シ

ステムから要求される伝送性能にもとついて、各光ファイバ伝送システムの基本構成

要素と変調方式を選択して組み合わせる。次に、いずれも1本の光ファイバを伝送媒

体としている各光ファイバ伝送システムについて、それぞれの構成や動作原理を記述

した後、伝送チャネルごとに伝送性能を測定し、要求されている性能を満足している

かどうかを評価する。

　3．1　基本構成要素と変調方式の選択

　光ファイバ伝送システムを構成する基本的な要素として、発光素子、光ファイバ、

及び受光素子がある。そこで、各光ファイバ伝送システムに要求される伝送性能をも

とに、それぞれの光ファイバ伝送システムの基本構成要素を選択し、組み合わせを検

討する。更に、基本構成要素と伝送データ周波数を考慮して、変調方式を決定する。

　　3．　1．　1光ファイバの選択

　基本構成要素の中でも、データの伝送媒体である光ファイバは、データの伝送距離

や光強度の変調帯域（変調方式）を検討する場合の重要な要素である。

　まず、試験室内の各デL・・・…タ収集システムで使用される光ファイバ伝送システムA、

光ファイバ伝送システムB、及び光ファイバ伝送システムCには、いずれも伝送路を

曲げ伸ばししたときの機械的耐久性が大きいことと、引き回すときの取り扱いが容易

なことが要求される。また、これらの光ファイバ伝送路はいずれも試験室内に配線さ

れるため、試験データを20m程度の短距離に伝送できれば、要求性能を満足するこ

とができる。更に、これらの光ファイバ伝送システムで伝送されるデータは、いずれ

も周波数や速度が比較的低い。従って、光ファイバ伝送システムA、光ファイバ伝送

システムB、及び光ファイバ伝送システムCの伝送媒体には、伝送損失は大きい反面、

コア径が大きく取扱いが便利、曲げや衝撃に強く軽量、現場での加工が容易などの特

徴のある、SI形多モードプラスチック光ファイバが適している。更に、引き回すとき
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の取り扱いの容易さを考慮して、いずれの伝送システムも1本の光ファイバを伝洋媒

体として使用する。

　一方、試験室・測定室間データ伝送システムで使用される光ファイバ伝送システム

Dには、伝送路が固定されているものの、1㎞以上の伝送可能距離が要求される。

従って、光ファイバ伝送システムDの伝送媒体には、伝送損失が小さい、伝送帯域も

比較的広いなどの特徴のあるGI形多モード石英光ファイバが適している。ところで、

全二重データ伝送を実現する一般的な光ファイバ伝送システムとして、送信経路と受

信経路に別々な2本の光ファイバを使用する方法と、1本の光ファイバと1対の光カ

プラを使用する方式がある。これらの方式は、伝送システムを構成する光部品と光部

品相互の接続が多くなってしまう。そこで、光ファイバ伝送システムDでは、伝送シ

ステムの構成をできるだけ簡単にするため、伝送媒体として1本の光ファイバを使用

しながら、光カプラを使用しない方式をとった。

　表3．1に、光ファイバ伝送システムで使用する、SI形多モードプラスチック光フ

ァイバとGI形多モード石英光ファイバの各種パラメータをそれぞれ示す（1）・（2）。

表3．1　使用する光ファイバの各種パラメータ

「試験室内で使用する光ファイバ伝送路」

SI形多モードプラスチック光ファイバ

コア径 0、98　mm

クラッディング外径 1．Omm
コア屈折率 1，492

クラッディング屈折率 1，417

開口数 0．47
一皿　　　　　　　　　　　　一

「試験室・測定室間で使用する光ファイバ伝送路」

GI形多モード石英光ファイバ

コア径 0．05mm
クラッディング外径 0．125　mm
コア屈折率（中心部） 1，475

クラッディング屈折率 1，460

開ロ数 0．21
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　　3．1．2　発光素子と受光素子の選択

　まず、LEDから出力する光には、出力が小さい、微小なスポットが形成されない、

などの欠点がある。しかし、素子が廉価なことから、大口径のプラスチック光ファイ

バと組み合わせて安価な、短距離の低速データ伝送システムを構成することができる。

従って、SI形多モードプラスチック光ファイバを使用する光ファイバ伝送システムA、

光ファイバ伝送システムB、及び光ファイバ伝送システムCの発光素子にはLEDを

使用し、受光素子には、伝送データの周波数帯で十分応答するPIN－PDを使用する（3）。

　一方LDから出力する光は、誘導放出光のため発光スペクトルが狭い、出力が大き

い、数μmまでスポットが絞れるなどの特徴を持つ。そのため、GI形多モード石英

光ファイバと組みあわせて、中・長距離の比較的高速なデータ伝送に適している。従

って、GI形多モード石英光ファイバを使用する光ファイバ伝送システムDの発光素

子にはLDを使用し、受光素子には、伝送データの周波数帯で十分応答するPIN－PD

を使用する④。

　　3．1．3　変調方式の選択

　光ファイバ伝送システムAには、周波数が広帯域で広いダイナミックレンジを持つ

アナログデータを伝送する性能が要求される。AM変調方式やFM方式を用いてこの

ようなデータを伝送する場合、光信号の周波数成分は、高い搬送周波数を中心として

広い帯域に分布する。そのため、SI形多モードプラスチック光ファイバを用いた場合

の帯域制限（5）や伝送可能距離の縮小を避けるため、べ一スバンド方式を採用する。

また、光ファイバ伝送システムAでは、ロボットアームに敷設された光ファイバの伝

送損失の変化によって生ずる伝送誤差を補正するため、信号光とは異なる参照光を、

信号光と同時に伝送する。参照光の伝送にも、同じ理由から、べ一スバンド方式を採

用する。

　次に、光ファイバ伝送システムBには、アナログデータと反対方向に・デイジタル

データを伝送する性能が要求される。このディジタルデータの周波数成分は、RS232C

形式のシリアルデータであるため、アナログデータの周波数帯域を含む広い帯域に分

布する。従って、伝送されるデータ相互の干渉を防ぐため、アナログデータ、ディジ

タルデータ共に、SWFM変調方式を用いて伝送する。

　また、光ファイバ伝送システムCには、バイナリーデータをパラレル伝送する性能
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が要求される。バイナリーデータ伝送での変調方式として、各伝送ビットに異なるキ

ャリア周波数を割り当てた周波数分割ASK変調方式が、変復調の簡便さから有利で

ある。ところが、伝送ビット数が多くなればキャリア数も増大し、伝送ビット数が少

ないときと同じ周波数帯域にキャリア周波数を設けようとした場合、復調するための

バンドパスフィルタに高い周波数選択度が要求される。そこで、これを避けて、16ビ

ット伝送を行うため、変調方式は、4つのAMキャリアをそれぞれ別な4つのASK

信号で変調する、ASK変調とAM変調を組みあわせた変調方式とした（6）。

　最後に、光ファイバ伝送システムDには、ディジタルデータ（A）を一方向に、画像

データとディジタルデータ（B）をディジタルデータ（A）とは逆方向へ、全二重伝送する

伝送機能が要求されている。3つの伝送データそれぞれが有する周波数成分の分布は、

互いに重なっている。従って、伝送データ相互の干渉を防ぐため、ディジタルデータ

（A）の伝送とディジタルデータ（B）の伝送には、それぞれSWFM変調方式と、正弦波FM

変調方式とを採用した。また、画像データの周波数成分は広帯域であるため、画像デ

ータの伝送にはべ一スバンド方式を採用した（7）卿（9）。

　　3．1．4基本構成要素の組み合わせと変調方式

　図3．1に、光ファイバ伝送システムA、B、及びCで使用する光構成要素の組み

合わせと変調方式を、図3．2に光ファイバ伝送システムDで使用する光構成要素の

組み合わせと変調方式をそれぞれ示す。

　　光ファイバ伝送システムA
（走査式アナログデータ収集システム）

　　光ファイバ伝送システムB

（切換式アナログデータ収集システム）

光ファイバ伝送システムC

（バイナリデータ収集システム）

£し　　　　　　　9　　　　　　　　9
要求性能

引き回し伝送路（試験室内）、短距離伝送（5～20m）、低速・広帯域データ

基本的構成要素の組み合わせ

1本のSI型多モー一一　Fプラスチック光ファイバ、　LED、　PIN－PD

　　　　9　　　　　　　　3　　　　　　　　．じ
　　　変調方式　　　　　　　　　　　　　　変調方式　　　　　　　　　　　　　　変調方式
アナログデータベースバンド変調　　　ディジタルデータSWFM変調　　　　　　バイナリパラレルデータ

　参照光べ一スバンド変調　　　　　アナログデータ・SWFM変調　　　　　　　多周波AM＋ASK変調

図3．1　光ファイバ伝送システムA、B、及びCで使用する光構成要素と変調方式
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　　光ファイバ伝送システムD
（試験室・測定室間データ伝送システム）

基本的構成要素の組み合わせ

1本のG！型多E一ド石英光ファイバ、LD、　PIN－PD

変調方式

画像データベースバンド変調、ディジタルデータ（A）SWFM変調、ディジタルデータ（B）．正弦波FM

図3．2　光ファイバ伝送システムDで使用する光構成要素と変調方式

　3．2屈曲伝送損失補償機能付きヂータ伝送システム（光ファイバ伝送システムA）

　ロボットアームに敷設された1本のプラスチック光ファイバを伝送路とし、ロボッ

トアームの先端に保持されたアナログセンサの出力データを、センサから試験室内P

Cまで精度良くアナログ伝送する。E／0変換器にLEDアセンブリを、0／E変換器には

カラーセンサアセンブリを使用した、合分波器の不要な光WDMシステムである。信

号光と同時伝送した参照光を用いて、光ファイバの曲げ損失により生ずる誤差を補償

する機能がある。

　　3．2．1　可動部に敷設された伝送システムへの要求性能

　多関節ロボットのアームに敷設された大口径プラスチック光ファイバを信号伝送路

として使用したとき、光ファイバの曲げ条件は常に変化するため、光ファイバの曲げ

損失も容易に変動する（10）・（11）。そのため、従来のアナログ式光ファイバ伝送方式では、

受信側の受光量変動の原因が、センサなどから出力される検出信号の変化か、或いは

光ファイバの曲げ損失の変動か、判別できないのが現状である。

　従来の信号伝送用光ファイバは、床下ピットや天井ダクトに納められ、いったん敷
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設された後には、機械的応力が変化することはあまりなかった。しかし、今後は産業

分野をはじめとする多くの分野で、フレキシブル光信号伝送路として、光ファイバは

積極的に活用されようとしている（3）。このような用途では、光ファイバの曲げ損失の

変動に伴う伝送誤差を補正できる、アナログ式データ伝送方式が要求される。

　　3．2．2　新しい光波長分割多重伝送方式の提案

　1本の光ファイバを介して複数の情報を伝送する種々の多重伝送技術が実用化され

ている（12）・（13）。　従来の光波長分割多重（WDM）信号伝送方式では、複数の発光素子と受

光素子が必要であり、合分波器も不可欠である。それに伴い、高価な光結合部品を使

用しなくてはならない（14）・（15）。伝送速度と伝送距離では劣っても、合分波器を除去で

きれば、廉価な産業用光波長分割多重信号伝送システムを構成できる。そこで、ロボ

ットアーム用伝送システムとして、E／0変換器に2色発光形LEDアセンブリを使用

し、0／E変換器にカラーセンサアセンブリを使用した屈曲伝送損失補償機能付き光フ

ァイバデータ伝送システムを提案する。

　　3。2、3プラスチック光ファイバの屈曲による光信号の透過損失とその補償

　光ファイバの伝送損失には、材料による吸収損失や散乱損失、コアとクラッド境界

面の散乱損失、光学部品相互の結合損失、及び曲げ損失などがある（4）。

　曲げ損失の計算については、導波路中の屈折率分布を曲げ半径の関数として近似し

て波動方程式を解く方法（16’－19）と伝搬モード数の変化より解く方法（20）・（21）などが報告さ

れている。しかし、これらの計算式は多くのパラメータを含み、それぞれのパラメー

タを実際の曲げ条件に対応させることは困難である。

　一方、実験による曲げ損失の測定も、わずかながら報告されている（22）。これらの実

験では、曲げ角度を一定とし、光ファイバに引張荷重が加わらない状態で測定が行わ

れている。しかし、光ファイバがロボットなどに応用されたときには、アームの動き

に伴い、光ファイバの曲げ角度が変化する。更に、光ファイバに引張荷重を加えるこ

とで、たわみをなくして勇断などの事故を未然に防止することができると考えられる。

　従って、ここでは、光ファイバに一定の引っ張り応力を加えたとき、曲げ角度と曲

げ半径をパラメータとして、光ファイバの曲げ損失とその過渡応答を実験的に求めた。

このとき、曲げ損失は、光ファイバの直線状態での透過損失によって正規化した。
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　　（a）測定条件

660㎜と570㎜のLED光を長さ2mの大口径プラスチック光ファイバに透過さ

せたとき、それぞれの波長における曲げ損失を測定した。

　図3．3に、曲げ損失の測定における光ファイバの配置を示す。

　回転アームの先端に取り付けた光センサから、ホルダを介してプーリの外周に沿わ

せて光ファイバを鉛直方向に伸ばす。プーリは、アームの回転中心の周りで自由に回

転する。更に、光ファイバを1kg重の張力（使用した光ファイバの最大許容引張荷重

（23））で鉛直方向にけん引し、LEDに接続する。プーリは、半径（r）がそれぞれ5㎜、

10㎜、15㎜、20㎜，25㎜のものを用いた。光センサと光ファイバ、及び光フ

ァイバとLEDの間は、いずれもFC形光コネクタを介して結合した。

Bending！’’”e’
Photo－

current
meter

　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　　　　　　　Ho　l　der　　　　　　　　Type－FC

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　connector
　　　　　　　　　　PuIley　　　Optical　fiber

　　　　　　　　Tens　i　l　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　Rotat　i　ng　arm

　　Ho　I　der　　　　　　strength　　　Type－FC

，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　connector

　　　　　　　　　　　　　　／　LED

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Stabilized
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　current
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　drive

図3．3　曲げ損失の測定における光ファイバの配置

一63一



〈第3章〉

　　（b）曲げ損失の過渡応答

半径を10㎜に固定して、角度を0°から180°へ光ファイバを急速に曲げたとき、

曲げ終わり時点からの経過時間に対する曲げ損失の増分を測定した。その結果、損失

が収束値に対して±0．1dB以内の範囲へ到達するのに要する時間は約10秒であった。

一方、半径10㎜で、角度を180°から0°へ光ファイバを急速に曲げ戻したとき、

曲げ戻し終了時点からの経過時間に対する曲げ損失の減分を測定した。その結果、損

失が収束値に対して±0．1dB以内の範囲へ到達するのに要する時間は約3秒であった。

　　（c）曲げ角度に対する曲げ損失

曲げ半径を10㎜に固定して、曲げ鰻を0°から180°まで変化させたとき、570

㎜と660㎜のそれぞれの光にっいて、曲げ角度と曲げ損失の関係を測定した。図3．

4に、曲げ損失の浪掟値を示す。曲げ角度が180°の場合、使用波長660㎜で15dB

の曲げ損失を生ずる。

ai・

ly

8

2．0

21．0
蟄

も
器

◎Ω

Bend　i　ng　rad　i　us　＝　1　Omm

O　：　Loss　at　570nm

日：　Loss　at　660nm

0－’

　0　　　　　　　　60　　　　　　　120　　　　　180

　　　Bend　i　ng　ang　l　e　（degrees）

図3．4　曲げ角度に対する曲げ損失
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〈第3章〉

　　（d）曲げ半径に対する曲げ損失

曲げ鰻を180°に固定して、曲げ半径を5㎜から25㎜まで変化させたとき、

570㎜と660㎜のそれぞれの光にっレ・て、曲げ半径と曲げ損失の関係を測定した。

図3．5に、曲げ損失の測定値を示す。曲げ半径が5㎜の場合、660㎜で3．4dBの

曲げ損失を生ずる。

4．

命
s！・

8
22．0
暫

毛
8

ΩΩ

0

Bending　angle＝　180degrees

　　　O　：　Loss　at　570nm

　　Bend　i　ng　rad　i　us　（mm）

図3．5　曲げ半径に対する曲げ損失

　　3．2．4E／0変換器と0／E変換器及びクロストーク除去回路

　本伝送システムでは、2色発光形LEDアセンブリに一対のLEDが内蔵され、カラ

ーセンサアセンブリに一対のフォトダイオードが内蔵されている。従って、一般に各

フォトダイオードの感度スペクトル分布が、一対のLEDの各発光スペクトル分布と

部分的な重なりを持つことになる。従って、このままでは受信時にクロストークが発

生する。そこで、電子回路により受信クロストークを除去する（7×9）。

　伝送に用いたE／0変換器と0∠E変換器の構成を図3．6に、外観を図3．7にそれ

ぞれ示す。
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〈第3章〉

　　LED　assemb　l　y　　　　LEDI

Ifl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Connector

lf2　　　　LED2

C。nnect。r　PDI　P朧8欝P糟離1

　　＼

　　　　　　　　　　（0／E・・〃vertθr／　　PD2　1s2

－s@　　　　　　　　図3．6　E／0変換器と0／E変換器の構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幽　　　　　　　　　　　　　㍍　｝

　　　　　　　　　　　　　、、，纂。・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　wouats，

　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　終　　　’　　　｛　　　　締

　　　　　　　　　　図3．7　E／0変換器と0／E変換器の外観
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〈第3章〉

　2色発光形LEDアセンブリ（LEDs）に組み込まれた一対のLED素子（LED　1，　LED2）

は、それぞれ570㎜及び660㎜に最大弓鍍波長を有する。lfiとlftは、それぞ紅ED1

とLED2の順方向駆動電流である。一方、カラーセンサアセンブリ（PDs）に組み込まれ

た一対のフォトダイオード（PD1，　PD2）は、それぞれ530㎜及び600　rmに最大感度波

長を有する。Is1とIs2は、それぞれPD1とPD2の短絡電流である。

　2色発光形LEDアセンブリとカラーセンサアセンブリには、それぞれFC形（JIS－

FO1形）光コネクタのレセプタクルを装着してある。これらのアセンブリは、　FC形光

コネクタを介して、長さ5mでコア径1㎜のSI形多モードプラスチック光ファイバ

で接続されている。

　図3．8に、LED1、　LED2の発光スペクトラム分布e1（λ）、　e2（λ）と、　PD1、　PD2の

感度スペクトラム分布p1（z）、　p2（λ）とを示す。

　e1（λ）とe2（λ）は、それぞれLED1（lf1　・　30・mA・DC）とLED2（lfl・＝＝　5・mA　DC）の出力光

分光特性とを、光ファイバを介して測定して求めたものである。一方、ハロゲンラン

プとグレーティングを組み合わせた可変波長光源からの光パワーは、減衰器で一定に

保ちながら、光ファイバを介してPD1とPD2で受光した。　p1（λ）とp2（λ）は、それぞれ

PD1及びPD2の短絡電流を測定して求めたものである。

100

880
§6・

自⑳

820
°奮

話0

　100

讐8°

藝6°

駕
400　　5α）　　600　　700　800　　　4CO　　sco　　600　　700　800

　　　　胎vele㎎th（m）　　　　　　　　　waveiength（m）
（a）Speσtra　l　emiss　ions　of旧）1　a　d　LM2　　　　　　（b）Spectra　l　respOnses　of　rDI　and　PD2

図3．8　LED1，　LED2の発光スペクトラム分布と、　PD1，　PD2の感度スペクトラム

分布
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〈第3章〉

　　（a）受信クロストークの発生と除去式の導出

　図3．6において、LED1とPD1、及びLED2とPD2がそれぞれ各信号チャネルを

構成するものとする。図3．8において、p1（a）は、　e1（Z）のほぼ全域をカバーしてい

るが、e2（A）とはわずかな領域で重なっている。従って、　PD　1から出力される短絡電流

は、LED2の信号光による成分（クロストーク電流）をほとんど含まず、　LED1の信号

光による成分（信号電流）とほぼ等しくなる。一方、図3．8において、P2（λ）は、　e1（λ）

とe2（λ）の両方に同程度の重なりを持つ。従って、PD2から出力される短絡電流は、LED2

の信号光による成分（信号電流）とLED　1の信号光による成分（クロストーク電流）

を同程度に含む。

　そこで、PD1、及びPD2がLEDIの信号光のみを受光したときのPD1とPD2の短絡

電流比と、PD1、及びPD2がLED2の信号光のみを受光したときのPD1とPD2の短絡

電流比を予め求めておく。これらの電流比を利用して、PDI、及びPD2がLED1、及

びLED2の信号光を同時に受光したとき、　PD1、　PD2より出力されるそれぞれの短絡

電流IS1、　IS2からクロストーク電流を演算処理により除去し、それぞれの信号電流の

みを取り出す方法を試みた。

　E／0変換器において、Iflは、変調中心電流を30　mADCに設定し、±18　mAで変化

する1kHzの正弦波電流で変調した。　lf2は、変調中心電流を5mA　DCに設定し、±3　mA

で変化する2kHzの正弦波電流で変調した。

　この実験において、PD1、　PD2の短絡電流Isl、及びIs2は、いずれも数十nAであ

る。このとき、PD　1、　PD2の開放電圧は、いずれも約0．4　Vであった。

　図3．9に、If1、　IMの波形と、　Is1、　Is2の波形を比べて示す。　PD1の短絡電流Is1に

はクロストーク電流が含まれていない。そのため、Is1の波形は、　Iflに同期した1kHz

の正弦波形である。一方、PD2の短絡電流Is2にはクロストーク電流が含まれている。

そのため、Is2の波形は、　If2に同期した2kHzの正弦波に、　Iflに同期した1kHzの正

弦波が加算されている。

　PD1、及びPD2がLED1、及びLED2から信号光を同時に受光したものとする。こ

のとき、A1、　A2を、それぞれLED1、　LED2の駆動電流とすると、　PD1、　PD2の短絡電

流Is1、　Is2は、それぞれ次の式（3．1）、　（3．2）で与えられる。
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lfS

lS1

lf2

lS2

50　mAICiiv．

25nA／div．

10mAldiv。

25　nAttdiv．

0、5msec／dlv，

図3．9　LEDの駆動電流波形とPDの光電流波形

ls　l＝Is　1（el）＋、酌1（e2）…　（3．1）

Is　2＝＝1汐2（e1）＋2旨2（e2）…　（3．2）

ただし、

・s　1（el）　一　Al　fel（・）P1（・）dZ…（3・3）

・・2（el）　・　Al　liel（a）P2（・1，）d・…（3・4）

・s1（e2）一オ
ﾁ2（・1，）P1（・Z）d・…（3・5）

・s　2（e2）一浸
ﾁ2（・2）P2（・Z）d・…（3・6）

　ここで、Is1（e1）、　Is2（e1）は、それぞれPD1の信号電流、　PD2のクロストーク電流であ

る。また、Is1（e2）、　Is2（e2）は、それぞれPD1のクロストーク電流、　PD2の信号電流であ

る。
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図3．10　発光及び感度スペクトラムの分布図上に示されたls1（e1）、　Is2（e1）、　Is1（e2）、

及びIS2（e2）

　図3．10に、Is1（e1）、　Is2（e1）、　Is1（e2）、及びIs2（e2）を発光及び感度スペクトラムの分

布図上に示す。

　PD1、及びPD2がLED1の信号光のみを受光したものとする。このとき、　PD1の短

絡電流Isl（e1）（信号電流）に対するPD2の短絡電流Is2（e1）（クロストーク電流）の比

を短絡電流比K1と定義し、式（3．7）に示す。K1は、式（3．3）、（3．4）

より、LED1の駆動電流A1に関わらずel（a）、　pl（λ）、　p2（λ）で決定される。次に、　PD1、

及びPD2がLED2の信号光のみを受光したものとする。このとき、PD2の短絡電流ls2（e2）

（信号電流）に対するPD1の短絡電流Is1（e2）（クロストーク電流）の比を短絡電流比
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K2と定義し、式（3．8）に示す。　K2は、式（3．5）、（3．6）より、LED2の

駆動電流A2に関わらずe2（λ）、　Pl（λ）、　p2（λ）で決定される。

Is　2（el）
　　　　＝・K1…　（3．7）
ls　1（e1）

ls　1（e2）
　　　　　＝＝K2…　（3．8）
Is　2（e2）

　従って、LED1とLED2の波長多重された信号光を、光ファイバを介して、　PD1、及

びPD2で同時受光したとき、　PD　1の信号電流Is1（e1）と、　PD2の信号電流Is2（e2）は式（3．

1）、　（3．2）、　（3．7）、及び式（3．8）より、次式で与えられる。

　　　　　　Is1－Kels2
1sl（el）＝ P－K1．　K2…°°（3・9）

　　　　　　Is　2－Kle、ls　l
1汐2（e2）＝　　　　　　　　　　…　（3．10）

　　　　　　　1－KleK2

　なお、式（3．7）及び式（3．8）の成立条件は、それぞれIsl（el）＞0、　Is2（e2）＞0

である。すなわち、PD1がLED1の信号光に感度を有し、　PD2がLED2の信号光に感

度を有する必要がある。また、式（3．9）及び式（3．10）の成立条件は、いず

れもK1・K2≠1である。すなわち、　PD1とPD2の感度スペクトル分布が異なること

と、LED　1とLED2の発光スペクトル分布が異なることが必要条件となる。

　短絡電流比K1、　K2を、実験、及び計算により求め、両者を比較する。

　実験では、図3．6に示した基本構成を用いた。LED2を駆動せず（lm　・OmA）、　LED　1

のみを駆動（lfl　＝30　mA　DC）したとき、PD　1の短絡電流Is1（信号電流Is1（e　1））は20．O・nA

DCであり、PD2の短絡電流Is2（クロストーク電流Is2（el））は19．2　nA　DCであった。

また、LED　1を駆動せず（lf1　・O・mA）、　LED2のみを駆動（lm　・5・mA・DC）したとき、　PD　1

の短絡電流Is1（クロストーク電流Is1（e2））は0．O　nA　DCであり、　PD2の短絡電流Is2

（信号電流Is2（e2））は205　nA　DCであった。これらの測定結果と式（3．7）、（3．

8）から、Kl　・O．96、　K2＝O．00となる。
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〈第3章〉

　一方、計算では、図3．10に示したLED1の発光スペクトラム分布el（λ）とPD1

の感度スペクトラム分布P1（λ）を、式（3．3）に従って波長全域にわたって積分す

ると、PD1の信号電流Is1（e1）が求められる。同様に、　Is2（e1）、　Is1（e2）、　Is2（e2）についても、

それぞれ式（3．4）、（3．5）、及び式（3．6）に従って計算によって求めた。

実験で得られた結果と比較するため、計算したIs1（e1）を20．0とおき、　Is2（e1）、　Is1（e2）、

Is2（e2）を相対的に比例計算すると、それぞれ19．3、0．0、20．3となる。これらの計算結

果と式（3．7）、（3．8）から、K1　・O．97、　K2＝0．00が求められる。

　表3．2に、実験値と、計算値を比較して示す。実験で求めたIs1（el）、　Is2（e1）、　Is1（e2）、

Is2（e2）およびK1、　K2は、計算によって求めたそれらの値とよく一致した。

表3．2　実験値と計算値との比較

Outputs＆
boe仔icients

Experimental
@values

Calculated

@　value＄
Unlt

Is1（eD 20．0 20．0

Is2（e　1） 19．2 19．3

Is　1（e2） 0．0 0．0 nA

Is2（e2） 20．5 20．3

K1 0．96 0．97

一　一　一　一一

K2 0．00 0．00

心　，　　　　　　　　　　　　　　　　顧　　，

一72一



〈第3章〉

　　（b）電子回路によるクロストークの除去

　図3．11は、式（3．9）、　（3．10）の演算を実行するクロストーク除去回

路の構成を示す。この回路では、PD　1の短絡電流Is1に比例した電圧Vs　1と、　PD2の

短絡電流Is2に比例した電圧Vs2にK2を乗じた電圧を、［1／（1－KいK2）］倍に差動増幅

している。その結果、Vs1からクロストーク成分を除去した出力信号Vs1（e1）を得てい

る。同様に、Vs2と、　Vs1にK1を乗じた電圧を、［1／（1－K1・K2）］倍に差動増幅するこ

とにより、Vs2からクロストーク成分を除去した出力信号Vs2（e2）を得ている。また、

高域ノイズを低減するため、カットオフ周波数が10kHzに設定された低域透過フィ

ルタ（LPF）を、各チャネルの出力段に設けている。

ls1

ls2　　i

Vs1（el）

1－K1・K2　　i　V・2（・2）

i　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
一今｝＜≒一一一一一一一一一一一・一一・・一一一・一・一一一　　　　　　　　，

ii・・V、。nve，t，，si　A，al。9。P，，ati。n　、i，cuit…

図3．11　クロストーク除去回路

　そこで、クロストーク除去回路により、Vs2に含まれるクロストーク成分を除去し

た。図3．12に、電流Ifl、及びIMの波形と、クロストーク除去回路の出力電圧Vs1（e1）、

及びVs2（e2）の波形を示す。　Vs1（el）、　Vs2（e2）の波形は、それぞれIfl、　If2に同期した正

弦波に整形されている。なお、クロストーク除去回路では、受信クロストークを除去

するための演算をアナログ減算により実行している。従って、フォトダイオードから

クロストーク除去回路までの信号経路において、信号の周波数に対する振幅特性と位

相特性を、各チャネル間で等しくする必要がある。
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lf2

Vs1（釧）

lf2

Vs2（e2）

50mA／d　lv。

50mWd藍v．

10　mAld　iv．

5⑰　mV／div、

0、5msec／d　iv，

図3．12　LEDの駆動電流とクロストーク除去回路の出力波形

　　3．2．5伝送システムの構成とその動作

　本伝送システムでは、送信器により信号光と参照光とを1本の光ファイバで送り、

受信器で受光した信号光と参照光の強度比をもとにして、曲げ損失の変動による伝送

誤差を補正する。

　　（a）構成

　図3．13に、屈曲伝送損失補償機能付きデータ伝送システムの構成を示す。送信

器は、E／0変換器（参照用LED（LED1）、信号用LED（LED2））、及び2つの電流ドラ

イバで構成される。LED1とLED2は、それぞれ570㎜と660㎜の光を出力する。

一方、受信器は、0／E変換器（参照用フォトダイオード（PD1）、信号用フォトダイオ

ード（PD2）、2つの光電流増幅器、クロストーク除去回路、及びアナログ除算器で構

成される。送信器と受信器は長さ5mのSI形多モードプラスチック光ファイバで接

続されている。送信器と受信器の外観を図3．14に示す。
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図3．13　屈曲伝送損失補償機能付きデータ伝送システムの構城

’　　　　　　　　智雛＄灘i牲鍵　　　　　　　触㈱1》鍵

　　　　　　　　灘　騒

図3．14　送信器と受信器の外観
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〈第3章〉

　　（b）動作

　送信器において、2つの電流ドライバは、アナログ参照電圧Vr、及びアナログ信

号電圧viをそれぞれのLEDの駆動電流に変換し、LED1、及びLED2を駆動する。LED　1

から出力する参照光、及びLED2から出力する信号光は1本の光ファイバに送り出さ

れる。一方、受信器において、参照光と信号光は、それぞれフォトダイオード（PD　1、

PD2）に与えられる。2っの光電流増幅器は、各フォトダイオードの光電流をそれぞれ

電圧Vs　1、及びVs2に変換する。　Vs1、　Vs2はそれぞれクロストーク除去回路に与えら

れ、クロストーク除去回路は、Vs1，Vs2からそれぞれのクロストーク分を除去した

Vs1（e1）、及びVs2（e2）を出力する。　Vsl（el）、及びVs2（e2）は、それぞれアナログ除算器へ

の入力電圧となる。アナログ除算器は、これらの入力電圧に対応してVs2（e2）／Vs1（e1）の

演算を行う。電圧Voはアナログ除算器の出力である。

　本システムでは光ファイバが直線状態のとき、viとVoが等しくなるように、電流

ドライバと光電流増幅器の利得をそれぞれ調整しておく。

　光ファイバが曲げられたと仮定する。このとき、viとVoの関係は式（3．11）

で表される。

V。．．　Z（r・a・66°朗・iVi＿（3．11）

　　　T（r，a，570　nm）

ただし、T（r，a，660nm）、及びT（r，a，570㎜）は、曲げ半径r、曲げ角度aで屈曲された

光ファイバの、660㎜、及び570㎜における光の透過率であり、いずれも光ファイ

バが直線状態のときの透過率で正規化したものである。

　従って、曲げ損失による誤差ERbendは式（3．12）で与えられる。

ERbend－T（T・a・66°nm）－T（「・a・57°nm　）＿（3．12）

　　　　　　　　　　　T（r，a，570　nm）

図3．4及び図3．5より、測定した光ファイバの曲げ条件の範囲で、波長660㎜

における曲げ損失と波長570㎜における曲げ損失の比は±0．2dB以下であった。
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〈第3章〉

　従って、この曲げ条件の範囲で曲げられた光ファイバを伝送路として使用したとき、

伝送誤差Erは±0．05以内となる。すなわち、本システムでは、曲げ損失により生じ

た伝送誤差を受信側で5％以内に補正することが可能である。

　　3．2．6伝送システムの性能とその評価

　光ファイバを直線状態として、Vrを1．OVDCに設定しておく。更に、　Viを1．OVDC

に設定したとき、VoとViが等しくなるように電流ドライバと光電流増幅器の利得を

それぞれ予め調整しておく。

　（a）光ファイバが直線状態のときの性能

　直線性誤差は、viを一1．o　v　Dc～＋1．o　vDcの範囲で変化させたときの（vo－vi）／vi

を測定し、その値を百分率で求めたものである。直線性誤差を求めた後、viをovに

対して2．O　Vp－pの正弦波で変調したとき、　Viの変調周波数に対するVoの相対振幅、

全ひずみ率、及びS／N比を測定した。それらの結果を表3．3に示す。

表3．3　光ファイバが直線状態のときのシステム性能

Item data Conditjon

Lineahty　error 1％max． 一tO　V　DC≦Vi≦＋tOV　DC

Rela廿ve　gain 一3dB　mln． Vi＝2。OVp－p　AC，10kHz

Distortion　factor 2％max． Frequency：DC～80　kHz

S／Nraゼo 56dB　mln． Vi讐2．OVpっAC，10kHz

　（b）光ファイバが曲げられたときの伝送損失による誤差

　信号光のみを伝送する従来の伝送方式と、参照光を併用して伝送する本伝送方式と

の両者について、光ファイバが曲げられたときの伝送損失による誤差（VQ－Vi）／Viを測

定した。このとき、Viは1．oVDCに固定しておいた。ここで、従来の伝送方式は、

図3．13に示すシステムに若干、手を加えて実現した。すなわち、アナログ除算器

とクロストーク除去回路の参照光側出力とを受信器の内部で切り離し、アナログ除算

器の一方の入力電圧Vorを1．O　VDCに固定して実現した。
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〈第3章〉

光ファイバの曲げ半径を10㎜に固定しておき、曲げ簸を変化させたときの誤

差を測定した。その結果を図3．15に示す。曲げ角度が180°のとき、従来の伝送

方式の誤差は一〇28である。このとき、本伝送方式の誤差は0．03に改善されている。

　次に、光ファイバの曲げ角度を180°に固定しておき、曲げ半径を変化させたとき

の誤差を測定した。その結果を図3．16に示す。曲げ半径が5㎜のとき、従来の

伝送方式では伝送誤差が一〇．49である。このとき、本伝送方式における伝送誤差は0．06

に改善されている。

　0．4

；
＼　0．2

　
；　0　°°

6
＞－0．2

）

一〇．4

／

　　　　　　　　0　　　　　　　　60　　　　　　　120　　　　　　180

　　　　　　　　　Bending　angle　（degrees）

図3．15　光ファイバの曲げ角度に対する伝送損失による誤差

　　　　Bend　i　ng　ang　l　e　＝　180degrees
　O．4
；　　　　　　　　　　Proposed　system

＼α2@　／
（
3　0
と

〉－0．2

一〇。4 ＼
Sing　l　e－path　system

　　　　　　　　510152025
　　　　　　　　　　Bend　i　ng　rad　i　us　（mm）

図3．16　光ファイバの曲げ半径に対する伝送損失による誤差
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〈第3章〉

　　3．2．7寸法測定による伝送システムの性能評価

　環境試験室の中では、試験者に代わってロボットに作業させることが、試験者の

安全を確保する上で有効な手段となる。測定室から試験室のロボットを制御すると

き、ロボットのアームの先端と対象点との間の距離や変位を正確に測ることは、さ

まざまな対象物に対応可能な知能ロボットを制御する上で極めて重要なことである。

そこで、屈曲伝送損失補償機能付きデータ伝送システムを、寸法データの伝送に利

用し、伝送性能の評価を試みた（10）・（ll）・（22）。

　　（a）測定システムの構成

　ロボットアーム用伝送システムを利用したロボットによる寸法測定システムの構

成を図3．17に示す。センサとして、可視光レーザビームを使った光学式変位セ

ンサがロボットアームの先端に保持されている。

　ロボットの5つの関節のうち2つの回転関節を固定し、3つの屈伸関節（図3．

17のJ1，　J2，及びJ3）を動作させて変位センサを走査した。光ファイバの一端は、

ホルダを使用して送信器のケースに固定した。また、各屈伸関節に設けた外径10㎜

の2本のプーリの間に光ファイバを通し、受信器端でlkg重の張力（使用した光フ

ァイバの最大許容引張荷重（23））によって光ファイバをけん引した。受信器の出力は、

データ記録器の入力端子に接続されている。

　　　　　　　　嚢醜懸1響1わ鍵　　　嚢傭碇

　　　　．，羅騨　饗灘灘鴛鍵　　　　騨
　　離　　鰻嚢　　　　　　　　　　　　黙謙藻

図3．17　ロボットを用いた寸法測定システムの構成
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〈第3章〉

　　（b）被測定対象物

　平面プレート上に50㎜の間隔で1列に締められた5つの六角ボルト（∫ISM10形）

を測定対象とした。

　図3．18に、変位センサとボルト列（Bl～B5）の位置構成を示す。　DH　1～DH5は、

変位センサと各ボルト（B1～B5）の頭との間の距離を示す。　DL1～DL5は、変位センサ

と各ボルト（Bl～B5）が締められている位置でのプレート表面との間の距離を示す。∠

Dl～∠ID5は、各ボルトの頭部の高さを示す。図3．19に、使用したボルトの寸法

を示す。

40㎜
　↓

Displa㈱n塑ns・r　Scamed　area

↑↑、↑↑DH2↑↑、↑』↑↑隔，

th1　Mi　be．，t！1）2　Di－3幽山幽DL5　mp5

Plate

臨’5㎞≠5伽鵜㎞判BNulthead

　　　BI　through　B5：Type－MlO　bolts

図3．18　変位センサとボルトの位置関係

16㎜＼　工α4㎜±α2㎜
Width　across　flats　　　　　　　　　Height　of　the　head

　10．O㎜φ
Outer　d　i　ameter

　of　the　SGrew

図3．19　ボルトの寸法
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　　（G）変位センサとデータ記録器

変位の測定では、測定中心距離が40㎜、変位演掟範隙壮10㎜の光学式変位

センサを使用した。変位センサと被測定対象点との間の騨が40㎜±10㎜のと

き、変位センサの出力電圧が1．2VDC±1．OVとなるように、変位センサの利得を

設定した。変位センサから出力するビームのスポット径は、測定中心で約1㎜φで

ある。変位センサの出力誤差は、変棚掟範囲のフルスケール（20㎜）に対して最大

±05％である。すなわち、変位センサから出力される変位信号には、被測定対象物

の変位に対して最大±0．1㎜の誤差が含まれている。なお、変位センサの走査速度

が大きいと、曲げ損失の増分や減分に過渡応答が生ずる。このような過渡的な伝送

損失による誤差の発生を避けるため、変位センサは2．5mm／sec．の低速度で移動させ

た。

　一方、データ記録器として、自動平衡式ペンレコーダを使用した。データ収集で

は、チャートの紙送り速度を60mm／sec．、感度をフルスケールで5Vに設定した。記

録誤差は、フノレスケール（5V≡50㎜）に対して最大±0．55％である。すなわち、デ

ータ記録器のチャートに記録される変位には、データ記録器に入力される変位信号

に対して±0．275㎜の誤差を含む。

　　（d）寸法の測定

アーム先端に取り付けた変位センサの位置を、プレー陵面から40㎜の高さに

保ちながら、ボルト列に沿ってボルトB1からボルトB5まで移動させた。

　図3．20は、ボルトB5を走査しているときのロボットアームの状態を示す写真

である。このとき、関節J2では、光ファイバの曲げ角度が120　“となる。

　変位センサを走査したとき、変位センサから直接に得られた出力電圧と、従来の

単一信号光伝送システムを通して得られた変位センサの出力電圧を測定した。同様

に、変位センサを走査したとき、変位センサから直接に得られた出力電圧と、本伝

送システムを通して得られた変位センサの出力電圧を測定した。それぞれの電圧は、

データ記録器で記録した。

　図3．21に、変位センサの出力、従来の単一信号光伝送システムの出力、及び

本伝送システムの出力を比較して示す。この図では、それぞれの出力電圧の変化を、

変位センサから40㎜離れた位置を基準｝こ、変位センサの感度とデータ記録器の感
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度から計算された変位に対応させて示してある。また、走査時間は、チャv・一一一一トの紙

送り速度から計算された各ボルトの位置に対応させて示してある。

　図3．21（a）のDH5、　DL5、及び∠」D5は、それぞれ変位センサの出力から読

みとられた変位センサとボルトB5の頭との間の距離、変位センサとボルトB5が締

められている位置でのプレ・・一一一・・ト表面との問の距離、及びボルトB5の頭部の高さを表

す。

　図3．21（b）のD’H5、　D’L5、及び∠D’5は、それぞれ従来の単一信号光伝送シ

ステムの出力から読みとられた変位センサとボルトB5の頭との間の距離、変位セン

サとボルトB5が締められている位置でのプレート表面との間の距離、及びボルトB5

の頭部の高さを表す。

　図3．21（c）のD”H5、　D”L5、及び∠D”5は、それぞれ本伝送システムの出力から

読みとられた変位センサとボルトB5の頭との間の距離、変位センサとボルトB5が

締められている位置でのプレート表面との問の距離、及びボルトB5の頭部の高さを

表す。

鑑一一齢尋鐸麟
1懸凝．　　　　　　　　　　　風

瓢　　　　　豊樹

難

図3．20　ボルトB5を走査しているときのアーム配置
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A
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　　　　（b）
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　　姻脇醐蜘窪麟蔚量

　　　　（c）

図3．21　変位センサ（a）、従来の単一信号光伝送システム（b）、及び本伝送システ

ムの出力信号（c）
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〈第3章〉

　表3．4に、∠］Dn（n：1，2，3，4，5）、∠D’n（n：1，2，3，4，5）、及び∠ID”n（n：1，2，3，4，5）を比較し

て示す。ここで、それぞれの変位は、図3．21に示す記録紙上でスケー一一　yングし

て読みとり、0．1㎜単位で数値化した。

表3．4　読みとられた変位の比較（図3．21を使用、n：ボルト番号）

　　　　　　　　Bolt

cisplacemen

8n
in＝1）

Bn
in＝2）

Bn
in＝3）

8n
in＝4）

Bn
in＝5）

△Dn（mm）

i≡DHn－DLn）
6．5 6．5 6．5 6．6． 6．5

△D’n（mm）

i≡D’Hn－D’Ln）
6．5 6．5 6．3 6．1 5．2

△D”n（mm）

i≡D”Hn－D”Ln）
6．5 6．5 6．5 6．6 6．6

　　（e）曲げ損失による測定誤差の比較

　従来の単一信号光伝送システムを介して測定された各ボルトの頭部の高さAD’nに

含まれる伝送誤差ER’n（n：1，2，3，4，5）は、変位センサから読み取られた各ボルトの頭部

の高さ∠Dnを基準として、式（3．13）で定義した。

ER　’n－』D ｨη∠Dη…（3・・13）

（n＝1，2，3，4，5）

　一方、本伝送システムを介して測定された各ボルトの頭部の高さzdD”nに含まれる

伝送誤差ER”n（n：1，2，3，4，5）は、変位センサから読み取られた各ボルトの頭部の高さ∠

Dnを基準として、式（3．14）で定義した。

駅”…D’ wη∠Dη…（3・14）

（n＝1，2，3，4，5）
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〈第3章〉

　表3．5に、従来の伝送システムの出力から読み取られた各ボルトの頭部の高さ

に含まれる誤差と、本伝送システムの出力から読み取られた各ボルトの頭部の高さ

に含まれる誤差を比較して示す。

　ロボットアーム用光ファイバデータ伝送システムを寸法データの伝送に利用して、

ロボットを用いた寸法測定を行った。その結果、アーム先端に取り付けられた変位

センサの出力信号がアームに敷設された光ファイバを介して伝送されたとき、光フ

ァイバの曲げ損失に伴う測定誤差を減少させることが確認できた。

表3。5　伝送システムの違いによる測定誤差の比較（n：ボルト番号）

　　3．　2．　8まとめ

　本節では、まず、伝送システムの構成要素とシステムの特長を述べ、次に、大口径

プラスチック光ファイバの曲げ条件と曲げ損失の関係を求め、曲げ損失が誤差に与え

る影響を確認した。更に、E／0変換器に2色発光形LEDアセンブリを使用し、0／E変

換器にカラーセンサアセンブリを使用した屈曲伝送損失補償機能付き光ファイバデー

タ伝送方式について提案し、伝送システムの性能を評価した。

　その結果、データ収集・伝送システムから要求される伝送性能を満足していること

が確認できた。
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〈第3章〉

　3．3　LEDを用いた全二重データ伝送システム　（光ファイバ伝送システムB）

　8個のアナログセンサを切り換えるディジタル制御信号と、選択されたセンサの出

カデータとを、1本のプラスチック光ファイバと一対の光カプラを介して同時に双方

向へ伝送する。伝送路として1本のプラスチック光ファイバを使用しているので、試

験室内での伝送路の引き回しが容易にできる。

　　3．3．1プラスチック光ファイバに適合したLEDの発光波長

本伝送システムでは、伝送媒体として長さ20mのSI形多モードプラスチック光フ

ァイバを使用する。この光ファイバを用いてLED光をできるだけ低損失で伝送す

るためには、中心発光波長が570nm、660　nm、または780　nm付近の光を使用するこ

とが望ましい（23）。

　　3。　3．2光カプラの構成、動作、及び性能

　本伝送システムで使用した光方向性結合器の外観を図3．22に示す。中心発光

波長が660㎜のLED光を使用して測定された、各端子間の挿入損失を表3．6に

まとめて示す。試作品のため、挿入損失がやや大きい。

融拶耀ノ縦紛〆9f薄　　　　　　　　　　　　　　　鋤が欝ノ灘欝〆群8

図3．22　使用した光方向性結合器の外観

表3．6　各端子間の挿入損失

Te㎜inal InSertiOn　lOSS

Optical　coupler　A Optical　coupler　B

1⇔3 4．6dB 4．5dB

2⇔3 4．7dB 4．7dB

1⇔2 28．8dB 29．3dB

一86　一



〈第3章〉

　　3．3．3伝送システムの構成とその動作

　　（a）伝送システムの構成

　図3．23に、伝送システムの構成を示す。送受信器Aは、FM変調器、電流ドラ

イブ、LED（LEDA）、光カプラ、　PD（PDA）、電流増幅器、　F　M復調器で構成される。

一方、送受信器Bは、FM変調器、電流ドライブ、　LED（LEDB）、光カプラ、　PD（PDB）、

電流増幅器、FM復調器で構成される。

　送受信器Aは、20mのプラスチック光ファイバによって送受信器Bと接続されて

いる。LEDA、及びLEDBには、いずれも発光中心波長が660㎜のLEDを使用した。

　多くの光計測器は、FC形光コネクタに対応している。従って、それらの光計測器

を用いて光パワーや光波長などの光学的な性能評価をする際、正確で、再現性の良

い測定データを取得するためには、FC形光コネクタが適している。このため、研究

では、本伝送システムの光結合部にFC形光コネクタを使用した。

　しかしながら、本伝送システムの実用機では、システムの価格を低減することが

望ましい。このような観点からは、大口径プラスチック光ファイバに適合する、安

価なSC形光コネクタを使用することが望ましい。図3．24に、伝送システムの外

観を示す。

Digital

data

Ana　l　og

data

F躍m・dulat・r　Current　drive幸c°up　l°階1

（Transcelver　A）

Opt　　　　　　　　　　Plastic

LEDA　　　　　　　　　　　1　　　　（　20m　）

FM　dem°dulat°「Current　amplifl本　　｝
＿＿　　　＿．．．．一，＿＿　　　　　　　　　　　　　　PDA　　　　＿＿」

c°ule「 {Current　amplifi　F納de田・dulat・r Digital

data

PDB　　　　　　　　（Transceiver　B）

　　宰　　　　　　Current　drive　F醗m°溜at°「

しEDB

Ana　l　og

data

図3．23　LEDを用いた全二重データ伝送システムの構成
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難購羅鞭難一　　蹴一灘灘
醗難麟，雛難騨灘灘．羅灘

図3．24　伝送システムの外観

　　（b）伝送システムの動作

　本伝送システムでは、ディジタルデータは送受信器Aから送受信器Bへ、アナロ

グデータは送受信器Bから送受信器Aへと、1本の長さ20mの光ファイバを介して

同時に双方向へ伝送される。

　送受信器Aにおいて、±15Vまでのディジタルデータは、　FM変調器の入力部で±

1V以下の電圧に減衰させられ、中心周波数が1．3　MHzに設定された方形波信号を、

電圧減衰させられたディジタルデータに対応して周波数変調する。従って、FM変調

器は、方形波のFM信号、すなわちSWFM電圧信号を出力する。　SWFM信号は電流

ドライブで駆動電流に変換され、その電流はLEDAに与えられる。　LEDAから出力さ

れる光信号は、光ファイバと、一対の光カプラを介して送受信器Bに伝送され、PDB

で受光される。送受信器Bにおいて、PDBから出力される光電流は、電流増幅器で

電圧信号に変換され、FM復調器に与えられる。　FM復調器では、1．3　MHzを中心周

波数としてSWFM信号を周波数復調する。復調された電圧信号は±5　Vにまで電圧

増幅され、ディジタルデータとして出力される。

　一方、送受信器Bにおいて、アナログデータは、FM変調器の入力部で2Vp－p以
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下の電圧に減衰させられ、中心周波数が1．9MHzに設定された方形波信号を、電圧

減衰させられたディジタルデータに対応してSWFM周波数変調する。　FM変調器か

ら出力されたSWFM信号は電流ドライブで駆動電流に変換され、その電流はLEDB

に与えられる。LEDBから出力される光信号は、光ファイバと、一対の光カプラを介

して送受信器Aに伝送され、PDAで受光される。送受信器Aにおいて、　PDAから出

力される光電流は、電流増幅器で電圧信号に変換され、FM復調器に与えられる。　FM

復調器では、1．9MHzを中心周波数としてSWFM信号を周波数復調する。復調され

た電圧信号は、入力されたアナログデータに等しい値にまで電圧増幅して出力され

る。

　　3．3．4伝送システムの性能とその評価

　　（a）ディジタルデータ伝送チャネルの性能

　ディジタルデータ伝送チャネルの伝送性能を測定した。伝送されるディジタルデ

ータは、RS232C規格に基づいて1文字あたり10ビットで構成されるシリアル信号

である。表3．7に、シリアル信号の伝送パラメータを示す。図3．25に、送受

信器Aへ入力されたシリアル信号の電圧波形と、光ファイバを介して送受信器Bか

ら出力されたシリアル信号の電圧波形を示す。伝送信号には、ASCII（American　Standard

Code　for　lnformation　lnterchange）系列を用いて文字”K’tを符号化した信号を用いた。

表3．7　シリアル信号の伝送パラメータ

Speed　of　transmission 9600bps

Synchron　i　zat　i　on　of　transm　i　ssioR Asynchronous

Parity　check Even

Length　of　character　e　l　ement 8bits

Length　of　stop　e】ement 1bit
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図3．25　文宇二”K”を伝送したとき、送受信器Aへ入力された信号波形と、送受

信器Bから出力された信号波形

　図3．26に、伝送誤り率測定システムの構成と、パーソナルコンピュータに内

蔵されたソフトウェアとを示す。2台のパーソナルコンピュータを、送受信器Aの

制御信号入力端子と、送受信器Bの制御信号出力端子とにそれぞれ接続した。それ

ぞれのパーソナルコンピュ・－Sに内蔵されているシリアルポートの伝送パラメータ

は、表3．7に示す値に設定されている。文字”K”はASCII系列で符号化される。

この信号が、パーソナルコンピュータA（PC＿A）から送受信器Aの制御信号入力端子

に加えられる。信号は、毎秒128文字の伝送レートで与えられる。このとき、光フ

ァイバを介して伝送されてきた制御信号は、送受信器Bの制御信号出力端子に接続

されたパーソナルコンピュータB（PC＿B）で受信される。このような構成で、パーソ

ナルコンピュータBに内蔵されたソフトウェアで、伝送された文字数、及び伝送さ

れた文字のうち誤って認識された文字数を測定した。

　表3．8に、伝送された文字数、伝送された文字のうち誤って認識された文字数、

及びそれらから計算された伝送誤り率を示す。
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PC　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PC＿B

Transceiver　　　　　　　Transceiver

　A　　　　　　　　　　B

⇒讐1°1
Optical

刊ber

噌離

Transmission　rat
　＝1　　

燃「s／sec°nd i盤・：灘蕃糠離糀翻

N。np“e蕊

　”K”？
Yes
　　　No

図3．26　伝送誤り率測定システムの構成と測定ソフトウェア

表3．8　伝送された文字数、伝送誤り文字数、及び伝送誤り率

N蝋）er　of　transmitted　characters 1．Ox108

Nし翻ber　of　erroneous　characters 7

τranSmiSSiOn　errOr　rate 7．0×10欄8

　　（b）アナログデータ伝送チャネルの性能

　アナログデータを伝送するためのチャネルの伝送性能を測定した。ここでは、10Hz

から100kHzまでの周波数範囲のアナログ信号に対して伝送性能を測定した。電圧が

2Vp－p、周波数が10　kHzの正弦波信号を送受信器Bへ入力し、光ファイバを介して

送受信器Aから出力される信号の電圧波形を測定した。送受信器Bへ入力された信

号波形と、送受信器Aから出力された信号波形を、図3．27に示す。

　電圧が2Vp－pの正弦波信号を送受信器Bへ入ヵし、入力信号の振幅を基準として、

光ファイバを介して送受信器Aから出力される信号の相対振幅を測定した。測定さ

れた周波数に対する出力信号の相対振幅特性を、図3．28に示す。
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図3．27　送受信器Bへ入力された信号波形と、送受信器Aから出力された信号

波形

．E

蕊

窪，i
ρ　i罫

ヨ　ぎ

£　v

ま　　　ぽ　　ua　　　　　　　　　nvゑ　　　　

　　　　　Frequency

図3．28　周波数に対する出力信号の相対振幅

　次に、電圧が2Vp－pの正弦波信号を送受信器Bへ入力したとき、入力信号の位相

を基準として、光ファイバを介して送受信器Aから出力される信号の相対位相を測

定した。測定された周波数に対する出力信号の相対位相特性を、図3．29に示す。
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　更に、直線性誤差は、アナログ入力端子に一1。OVDC～＋1．OVDCの範囲で変化

する電圧を加えたときの（出力電圧一入力電圧）／入力電圧を測定し、その値を百分

率で求めた。また、入力電圧をOVに対して2Vp－pの正弦波で変調したとき、全ひ

ずみ率、及びS／N比を測定した。それらの結果を表3．9にまとめて示す。

塁

；Σ

量馨
一　　3
ゆ　　　で

α：　專

おお　　mat　　　　　　　　nvも　eve　ua

　　　　　　Frequency

図3．29　周波数に対する出力信号の相対位相

表3．9　伝送システムの直線性誤差、全ひずみ率、及びS／N比

1tem data Condition

しinearity　error L5％max． 一1．OVDC≦Vi≦＋1。OV　DC

Distortion　factor t8％max．

S／Nratio 58dB　min．

Vi露2．OVp－p　AC

≠煤@10kHz

　　3．　3．　5まとめ

　本節では、まず、使用した光ファイバ、LED、及び光カプラの性能や特性について

述べた。次に、光伝送システムの構成と動作を記述した後、測定された伝送性能にっ

いて述べた。その結果、データ収集・伝送システムから要求される伝送性能を満足し

ていることが確認できた。

一93　一



〈第3章〉

　3．4　多周波パラレルデータ伝送システム　　（光ファイバ伝送システムC）

　16個のバイナリセンサの出力を1本のプラスチック光ファイバを介して同時伝送

する。4つのAMキャリアと4つのASKキャリアを用いた多周波パラレル伝送シス

テムである。キャリア総数が少ないので、受信側でのキャリアの選択性が高まり、伝

送ビット相互の混変調を低減することができる。

　　3．4．1従来のパラレル伝送方式による光ファイバ伝送の問題点

複数ビットのバイナリデータを伝送する一般的な方式として、パラレル伝送方式が

ある。パラレル伝送は、各ビットごとに伝送線路を設け、複数ビットを同時に伝送す

る方式である。ところが、従来のパラレル伝送方式を光ファイバ伝送に適用した場合、

図3．30に示すように、光ファイバ、発光素子、及び受光素子の数は、伝送するバ

イナリデータのビット数だけ必要となる。そのため、伝送システムにおける光部品相

互の接続箇所が多くなり、コストの低減や信頼性の確保が難しくなってしまう（6）。

　　fアa／75〃1オオθr　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Recθルer

蕊磁凝薫；≧1　　ド…務r°’簾＿
ノ’、・

Bitn LED／しD PD Bltn　　　　　覧

@5

@…

nptica田bers

@…

Bit　3 しED／LD PD Bit　3

Bit　2 LED／LD PD Bit　2

…

Bit　1 LEDILD PD Bit葉

：

Bito LED／LD PD Bito

図3．30　従来のパラレル伝送方式による光ファイバ伝送
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　　3．4．2多周波パラレル伝送の概念

　バイナリーデータをシリアル伝送するときの変調方式として、各伝送ビットに異な

るキャリア周波数を割り当てた周波数分割ASK変調方式が、変復調の簡便さから有

利である。ところが、伝送ビット数が多くなればキャリア数も増大し、伝送ビット数

が少ないときと同じ周波数帯域にキャリア周波数を設けようとした場合、復調するた

めのバンドパスフィルタに高い周波数選択度が要求される。

　そこで、図3．31に示すような多周波パラレル伝送方式を提案する。

　DATA　B　l　TS　　　i　　bo　bl　b2　b3　　b4　b5　b6　b7　　．．．．．．．．．　　b4n－4　b4n－3　b4n－2　b4n－1　i

　　　　　　　　↓↓↓↓↓↓↓↓　　↓↓↓↓

ASK　SUB－CARR騰fl　f2　f3　f4　fl　f2　f3　f4－……（五：正玉：D

　　　　　　　　　　Q　　Q　　　　号

AM　CARRIERS　i⊂＝正＝＝正＝＝＝＝＝五＝⊃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q

E／。C。NV旺RTER　i”　伽　E／・c・nversl・n

す……………
OpticaI　fiber　transmission　line

一＿＿＿＿＿＿鉱
・／EC・WεRTER　i　　　・／E　c・nversl・n　Re。θ1yer

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q

AM　CARRIERs　i（＝五＝＝正＝＝：＝＝＝正＝⊃

　　　　　　　　　　Q　　Q　　　　弓
ASK　SUB－CARRIERSi　fl　f2　f3　f4　fl　f2　f3　f4………（五：颪D

　　　　　　　　↓↓↓↓↓↓↓↓　　↓↓↓↓

　DATABITS　i　b・blb2b3b4b5b6b7．＿．．＿b4・－4b4，－3b4・一一2・b4，一・i　1

図3e　31　多周波パラレル伝送の概念図
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　送信側では、まず、1つ目のAMキャリア（周波数：fA1）が、4つのASK信号を

アナログ加算した電圧信号によってAM変調される。ここで、4つのASK信号は、

ASKサブキャリア（周波数：f1，鉱f3，f4）が、バイナリデータの最初の4ビット

（bO，b1，b2，b3）によってそれぞれASK変調された信号である。同様に、2番目のAM

キャリア（飽）も、4つのASK信号をアナログ加算した電圧信号によってAM変調

される。このときの4つのASK信号は、　ASKサブキャリア（fi，ft，f3，f4）が、バイナ

リデータの次の上位4ビット（b4，b5，b6，b7）によってそれぞれASK変調された信号で

ある。このようにして、n番目のAMキャリア（㎞）も、4つのASK信号をアナロ

グ加算した電圧信号によってAM変調される。この場合の4つのASK信号は、　ASK

サブキャリア（f1，f2，f3，f4）がバイナリデータの下位から数えてn番目の4ビット（b4n－4

～b4n－1）によってそれぞれASK変調された信号である。

　次に、n個のAM信号（中心周波数：fA1，fM，・・fAn）はアナログ加算され、ひと

っの信号に合成される。更に、合成された信号は、その電圧に比例した強度の光信号

に変換され、光信号が送信器から光ファイバへ送出される。

　一方、受信側では、まず、光ファイバを介して受信した光信号を、その強度に比例

した電圧信号に変換する。次に、変換された電圧信号は、AMキャリアの周波数

（fAl，fA2，・・fAn）にもとついてn個のAM信号に分別される。それぞれのAM信号

は別々にAM復調され、　ASK信号に変換される。更に、それぞれのASK信号は、　ASK

サブキャリアの周波数（f1，fa，f3，f4）にもとついて元のバイナリビットに変換され、デ

ータとして受信器から出力される。

　　3．4．3伝送システムの構成とその動作

　　（a）全体構成

　図3．32に、多周波パラレルデータ伝送システムの構成を示す。この伝送システ

ムは、16ビットのバイナリデータをパラレル伝送するシステムである。

　送信器は、それぞれ4個の正弦波発振器、ASKエンコーダ、　AM変調器と、アナロ

グ加算器、及びE／0変換器で構成されている。一方、受信器は、0／E変換器と、それ

ぞれ4つのバンドパスフィルタ（BPF）、　AM復調器、及びASKデコーダから構成さ

れている。送信器と受信器とは、長さ20mのSI形多モードプラスチック光ファイバ

を介して接続されている。
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図3．32　多周波パラレルデータ伝送システムの構成
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〈第3章〉

　　（b）送信器

　送信器において、4つの発振器から得られる正弦波信号は、ASKサブキャリアとし

て使用され、周波数は、それぞれ135kHz、250　kHz、370　kHz、及び520　kHzである。

これらの正弦波信号は、それぞれ4つのASKエンコーダへ入力される。

　図3．33に、ASKエンコーダの構成を示す。それぞれのASKエンコーダでは、

4種類のASKサブキャリアを、入力される4ビットのバイナリデータにそれぞれ対

応させ、対応するビットのON／OFFに応じて、　ASKサブキャリアをアナログゲート

によって断続させる。次に、それぞれのアナログゲートから出力されたASK信号は、

アナログミキサによって加算される。加算された多周波ASK信号は、対応したそれ

ぞれのAM変調器に与えられる。

　4つのAM変調器のAMキャリア周波数は、それぞれ7MHz、11　MHz、15　MHz、

及び19MHzに設定されている。これらのAMキャリアは、それぞれのAM変調器に

入力された多周波ASK信号によってAM変調される。次に、それぞれのAM変調器

から出力されたAM信号は、アナログ加算器によって加算され、加算された多周波AM

信号は、E／0変換器に与えられる。

E／0変換器には、660㎜の光を発するLEDを使用した。　E／0変換器では、多周波

AM信号の電圧に比例して、　LEDの光出力がアナログ変調される。　LEDからの出力し

た光信号は、光コネクタを介して光ファイバへ送出される。

　　　　　　　　Binary　data　bits　（‘‘n”th　4　bits）

　　　　　　　　　b4n－－4　b4n－3　　b4n－2　b4n－1

AS－一一
hG1

（135　kHz）

（250　kHz）

（370　kHz）

（520　kHz）

～

～　i

～

～

‘‘氏hth　set

of　four

ASK　s　i　grla　l　s

図3．33　ASKエンコーダの構成
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〈第3章〉

　　（c）受信器

　受信器において、光ファイバを介して受信された光信号は、0／E変換器によって電

圧信号の多周波AM信号に変換される。0／E変換器にはprN型フォトダイオードを使

用した。

　多周波AM信号は、それぞれの中心透過周波数が各AMキャリア周波数に設定され

たBPFに与えられる。それぞれのBPFから出力された信号はAM復調器に与えら

れ、それぞれのAMキャリア周波数を中心としてAM復調される。　AM復調された多

周波ASK信号は、　ASKデコーダに与えられる。

　図3．34にASKデコーダの構成を示す。　ASKデコs・一・・一ダに入力された多周波ASK

信号は、まず、4つのBPFによってASKサブキャリアごとのASK信号に分別され

る。その後、それぞれのASK信号は、整流器、平滑器、及び電圧比較器を経由して、

元のバイナリデータに復号される。

‘‘氏hth　set

　of　four

ASK　signals

；　（1　35kHz）ii　i渉ii

；（25。kHz）ii　ii；ii

㌔7。k版）ii　ii」

b4n－4

b4n－3

b4n－2

b4n－1

図3．34　ASKデコーダの構成
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〈第3章〉

　　3．4．4システムの伝送性能

　各ビット間での伝搬遅延時間の差が大きいと、伝送レートが高くなった場合、デー

タの1フレームを誤って認識する可能性が出てくる。各ビット間での伝搬時間の差異

は、システムの伝送レートの上限を決める重要なつラメータである。

　そこで、伝送システムを用いてデータを伝送したとき、16ビットのうち最下位の

4ビットを対象に、それぞれの伝送ビットの伝搬遅延時間を測定した。なお、伝送ビ

ットbO、　bl，　b2，及びb3に対応したASKサブキャリアの周波数は、それぞれ135　kHz、

250kHz、370　kHz、及び520　kHzである（6）。

　図3．35に、各伝送ビットの時間波形を示す。それぞれの図で、上段が送信器の

入力波形、下段が受信器の出力波形である。入力信号として、周波数1kHz、電圧5V

（TTLレベル）の信号を、各ビットの入力ポートに与えた。

l　i　　！

締琳型州畦囲帯鼎

（a）　at　135　kHz　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）　at　250　kHz

（c）　at　370　kHz　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（d）　at　520　kHz

図3．35　各伝送ビットの入出力波形と伝搬遅延時間
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〈第3章〉

　伝搬遅延が生ずる原因として、ASKデコーダ内での伝搬遅延が考えられる。多周波

ASK信号から各ビットに対応したASK信号を分別するBPFの入出力波形を観測する

と、BPFに多周波ASK信号が入力されてから、出力ASK信号の振幅が一定になるま

でに、数μ秒の時間を要している。この現象は、バイナリデータのON／OFFに合わせ

てASKサブキャリアをスイッチングさせると、その信号の周波数成分はASKサブキ

ャリアの周波数を中心にして広い帯域になるが、BPFは、その機能から通過帯域が制

限されているためである。更に、平滑器には、信号線とグランドの間にコンデンサが

挿入されている。そのため、平滑器の出力信号の立ち上がりにも遅延が生ずる。

　また、伝搬遅延が生ずる他の原因として、ASKエンコーダ内での伝搬遅延が考えら

れる。すなわち、アナログゲートのスイッチング時に、ASKサブキャリアの位相がど

の位置にあるかによって伝搬遅延時間が異なる。例えば、入力されたバイナリデータ

に従ってアナログゲートがONしたとき、　ASKサブキャリアが負の電圧レベルであっ

たとすると、受信器から出力されるバイナリデータもOVのままとなる。このような

原因による伝搬遅延のばらつきは、最大でASKサブキャリアの周期の半分である。

　以上の2つの原因から発生する伝搬遅延の最大値は、20μ秒程度であると判断する。

このことから、いずれかのビットを同期信号として利用した場合、本伝送システムが

扱うことのできるバイナリデータのレートは、20kHz程度と考えられる。

　　3．　4．　5まとめ

　本節では、まず、多周波ASK変調と多周波AM変調を組みあわせたパラレル伝送

方式の概念にっいて述べた。次に、伝送システムの構成と動作を記述した。その後、

伝送システムの性能評価として、伝送ビットの伝搬遅延時間を測定し、その原因の検

討を行った。その結果、データ収集・伝送システムから要求される伝送性能を満足し

ていることが確認できた。
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〈第3章〉

　3．5　LDを用いた全二重データ伝送システム　（光ファイバ伝送システムD）

　センサの切換や走査、監視カメラの操作などの制御データを測定室から試験室へ、

センサ出力データ、ロボット及びカメラから得られた状態データなどを試験室から測

定室へ、1本のGI形光ファイバを介して全二重に伝送する。伝送システム全体の光

学構成を単純化するために、モニタフォトダイオード内蔵型レーザダイオードを光信

号の送信と受信に兼用した、新しい光送受信モジュールを提案し、伝送システムを構

成する。

　　3．5．1従来の全二重データ伝送システム

　全二重光ファイバデータ伝送を実現する一般的な伝送システムとして、図3．36

（a）に示すような光信号の送信経路と受信経路に別々な2本の光ファイバを用いる伝送

システムと、図3．36（b）に示すような1本の光ファイバと一対の光カプラを用いて

光信号の流れの方向を制御する伝送システムとがある（24）一（26）。ここで、LDはレーザダ

イオード、LEDは発光ダイオー一ド、　PDはフォトダイオードである。

LD／LED

PD

　噛Data／Signal

Optica田ber

）°ptica田b・・

Data／SignaI←

（a）Two－optical’－fiber　system．

しD／LED　　　　　　　D。t。／Signal
OptiGal　coupler　　　　　　　　　　OptiGa暫coupler

騨一麟　　　　　←

PD

LD／LED

PD

PD R国）　　・P一　　　しD／LED
（b）One－opticaH『ber　system．

図3．36　従来の全二重光ファイバデータ伝送システム
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〈第3章〉

　しかし、これらの伝送システムでは、発光素子（LDILED）と受光素子（PD）がそれぞれ

2個ずつ使用されているため、光ファイバと光学素子の間の光結合箇所、或いは光学

素子同士の光結合箇所が多くなる。

　そこで、伝送システムの光結合箇所の数を減ずるため、発光素子、受光素子、及び

光カプラを一体化して構成した光送受信モジュールが開発されている（27）・（28）。しかし、

発光或いは受光のみの機能を持つモジュールに比べて、これらの光送受信モジュール

は、光学回路構成がより複雑になる。

　光ファイバ伝送システムを構成する場合、使用される発光素子、受光素子、光カプ

ラ、及び光ファイバなどの光学素子相互の位置合わせや固定には、多大な労力と時間

が必要とされる（29）。そのため、従来の同時双方向光ファイバ伝送システムでは、量産

性の向上、低コスト化、及び小型化が十分達成されているとは言えない。よって、現

在では、このような伝送システムを産業用途へ適用することはそれ程容易なことでは

ない。

　一方、光送受信モジュールの光学回路構成を簡易化するため、LED、或いはLDを

発光、及び受光の共用素子として使用して構成した光送受信モジュールが提案されて

いる（30＞（32）。しかし、LEDやLDが発光している間、これらの素子を受光素子として

機能させることは困難である。従って、これらの光モジュールを使用した伝送システ

ムは、送信と受信とが時分割されたシステムとなる。そこで、送信と受信のタイミン

グを同期させるため、回線制御機能を持つソフトウェア、或いはハードウェアを伝送

システムに組み込まなければならない。

　　3．5．2新しい光送受信モジュールの提案

　一般に、LDパッケージには、　LDと、　LDの光出力をモニタするためのPDとが内

蔵されている。このようなデバイスでは、PDの光電流をLDの駆動電流回路に帰還

し、駆動電流を制御することによってLDの光出力を自動制御（APC制御）している。

　そこで、このモニタ用PDを、　APC制御の他に、パッケージ外部からの光信号を

受光するセンサとしても使用すれば、光学回路構成が簡易な光送受信モジュールを構

成することができる（33）。更に、この光送受信モジュールを用いて伝送システムを構成

すれば、システム全体の光学部品を減らすことができ、伝送システムのコストや信頼

性を向上させることが期待できる。
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〈第3章〉

　　3．5．3光送受信モジュールの構成とその動作

　　（a）光送受信モジュールの構成

　図3．37、図3．38に、光送受信モジュー一ルの構成と外観をそれぞれ示す。

　光送受信モジュールA、及び光送受信モジュールBは、いずれもボールレンズ付き

のモニタ用フォトダイオード内蔵型レーザダイオード（モニタ用PD内蔵型LD）とFC

形光コネクタで構成されている。LDは、いずれも中心発光波長が1300㎜のものを

使用した。光送受信モジュールの空間光出力に対する光ファイバ（長さ1㎞のGI形

多モード石英光ファイバ）出力の割合は、いずれも約30％である。

　図3．37で、Ifa、　Ifbは、それぞれ光送受信モジュールA、及び光送受信モジュ

ールBに内蔵されたLDに与えられる駆動電流を示し、　Ipa、　IPbは、それぞれ光送受

信モジュールA、及び光送受信モジュールBに内蔵されたモニタ用PDの光電流を示

している。また、Pfa、　PfOは、それぞれ光送受信モジュールA、及び光送受信モジュ

ールBの光ファイバ出力を示している。

Laser　diode　　ckage　　　　　Laser　diode

　　Optical
〆　cennector

lOa　　　　　　Photodiode　　　　Ba髄lens

　　ρρカba／modu／eノリ

　　　　　　　　Opticai　fiber

　　　　　　　Laser　diode　package
。ptical　　　　／．、ee．．．．．．．

　　　月簡　一

（Oρtica／modu／e　B2

　　　　　　　Bal目ens　　Photodiode

図3．37　光送受信モジュールの構成
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〈第3章〉

欝㈱襲a麟。　　　　　　　◎幽農1

　　OP’za　ハリ　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　蟹灘癖毅饗

　　　　　　諺：　　nチ

　鶴醗膿

図3．38　光送受信モジュールの外観

　　（b）モニタ用フォトダイオードの光電流出カ

　ー対の光送受信モジュールは、それぞれから出力される光信号を、光ファイバを介

して相互に送受信する。そのとき、それぞれの光モジュールに内蔵されているモニタ

用PDから出力される光電流には、その光モジュールから出力される光信号による光

電流（モニタ光電流）と、光ファイバを介して他方の光モジュールから送られてくる

光信号による光電流（信号光電流）とが含まれる。

　そこで、それぞれの各光送受信モジュールについて、光ファイバから出力する光パ

ワーに対するモニタ用PDの光出力電流、及び光ファイバから入力する光パワーに対

するモニタ用PDの光出力電流を測定した。それぞれの光パワーに対して測定された

光出力電流を図3．39に示す。それぞれの光送受信モジュールの出力光と入力光が
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〈第3章〉

互いに異なる周波数で変調されていればモニタ用PDから出力される信号光電流は、

モニタ光電流や電子回路のノイズに影響されることなく、外部から入力する光信号を

区別して検出できる大きさである。

1．0

安
ε

愚

慧α5
鎧

§

差

0

0　　　　　　　　0。5　　　　　　　響．O

FIber　oゆ翻t／input　power（mW）

　　（a）Opt薔ca且modu雇e　A

1．o

盆
δ

§

蓄α5
彗

§

差

’　　　　　　　　0

0　　　　　　　　0。5　　　　　　　1．O

　Fiber　o晦就／input　power（mW）

　　　（b）◎ptioal　module　B

図3．39　モニタ光電流と信号光電流の大きさ
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〈第3章〉

　　3．5．4伝送システムの構成とその動作

　　（a）伝送システムの全体構成

　伝送システムの構成を、図3．40に示す。送受信器Aは、方形波FM変調器、駆

動電流回路、光送受信モジュールA、光電流増幅器、ビデオバッファ、FM復調器、

及び光出力制御回路（a）で構成されている。一方、送受信器Bは、ビデオバッファ、FM

変調器、信号加算器、駆動電流回路、光送受信モジュールB、光電流増幅器、方形波

FM復調器及び光出力制御回路（b）で構成されている。送受信器Aは、長さ1㎞の

GI形多モード石英光ファイバで送受信器Bと接続されている。

　伝送システムの外観、を図3．41に示す。光学回路の構成が簡易で、伝送システム

の中で光学回路（光送受信モジュール）の占める割合は非常に小さい。電源や電子回

路部は小型化が容易であるので、伝送システム全体を小型化することも容易であると

考えられる。

rransoθiyerノ題

AnaEog　image　data　i

　（NTSC　coior）　　　i

（768kbps）　　　　　i

　Video　buf『er

（60Hz－4．2MHz）

F編demodulat◎r

　4．43納Hz

i　l　　　　　．

iの伽ノ〃70du／e・B

rransceiyer　B　i　　　　　　　　Mixer

l　i

伽　　　i

Vide。　bUffe，　iAnal。g　lmage　da捻

（6・H・－42MHz）i（NTSC　c・bの

F鵠儲「i剛daセ（b）
　　　　　　　　i　（76・8kbp・）

図3．40　LDを用いた全二重データ伝送システムの構成
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丁塗r窺勲Sζ賠IV馨『・A　　　　　　　“i’黎r蒸臓S｛護≧馨V¢7・縫

　　　　　　　　　整　　　tt、　　　　奪

　　　　　　　　　　　　　　ご七　　　　　　　　、震、
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隊

擁

図3．41　伝送システムの外観
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〈第3章〉

　　（b）伝送システムの動作

　（1）データの伝送方向と変調方式、及び周波数割り当て

　ディジタルデータ（a）は、送受信器Aから送受信器Bに方形波FM伝送方式を用いて

伝送される。画像データはべ一スバンド方式を、別なディジタルデータ（b）はFM（正

弦波FM）方式を用いて、ディジタルデータ（a）とは逆方向に送受信器Bから送受信器

Aに伝送される。伝送システムは、これらのデータを1本の光ファイバを介して同時

に伝送することができる。

　ディジタルデータ（a）、ディジタルデータ（b）は、いずれもRS232C規格に基づいて1

文字あたり10ビットで構成されるシリアル信号で、伝送速度は76．8kbpsである。画

像データは、NTSC形式のカラービデオ信号で、周波数帯域は60　Hzから4．2　MHzで

ある。

　画像データと、それぞれのディジタルデータ用搬送波の周波数割当てを図3．42

に示す。また、それぞれの送受信器において測定された、光電流増幅器から出力され

た電圧スペクトラムを図3．43に示す。

雪』

SWFM　oanier　fbr
dl9酬data（a）

Di幽覆・㎞ω　　歪　、　　＿、　　　　　D醐曲㈲
（76．8kbps）

塁1’一一一一””Ml　ii　　⇒

Frequency　5．73MHz

（Zm㎎ge　data
lSC　ooloti）←’nSw°9幡『　（脚cal伽　　B　（wrSC・・1・δ

FM　canier　fbr

（76．8kbps）

1m㎎ed幽

Di幽d施（b）　　　：㎎e曲di幽噸）　　　Di幽1醐b）
（7醐⇔書お励の @i…　　（76’8kbps）

難
卍s

60Hz　　　　4．2MHz　4．43MHz

　　　Frequency

図3．42　画像データと、ディジタルデータ用搬送波の周波数割り当て
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図3．43　光電流増幅器から出力された電圧スペクトラム

　（2）ディジタルデータ（a）伝送チャネルの動作

　送受信器Aにおいて、ディジタルデータ（a）は、方形波FM変調器に与えられる。方

形波FM変調器では、中心周波数が5．73　MHzの方形波電圧信号がディジタルデータ（a）

によりFM変調され、その方形波FM信号が電流駆動回路（a）に与えられる。駆動電流

回路（a）は、光送受信モジュールAのLDの駆動電流を方形波パルス変調する。このと

き、LD駆動電流のピーク値は、光出力制御回路（a）によって一定になるように制御さ
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〈第3章〉

れる。モジュールAから出力される光信号は、光ファイバを介して送受信器Bに伝送

され、光送受信モジュールBのモニタ用PDで受光される。

　一方、送受信器Bにおいて、光送受信モジュールBのモニタ用PDから得られる光

電流は、光電流増幅器に加えられ、電圧信号に変換される。変換された電圧信号は、

方形波FM復調器と光出力制御回路（b）へ同時に与えられる。方形波FM復調器では、

被変調信号が5．73MHzを中心周波数として方形波FM復調され、復調された電圧信

号は、ディジタルデータ（a）として出力される。

　（3）ディジタルデータ（b）伝送チャネル及び画像データ伝送チャネルの動作

　送受信器Bにおいて、ディジタルデータ（b）はFM変調器に加えられる。　FM変調器

では、中心周波数が4．43MHzの正弦波電圧信号がディジタルデータ（b）によりFM変

調される。一方、画像データはビデオバッファに与えられ、周波数が60Hzから4．2　MHz

までの信号を通過させる。ビデオバッファを通過した電圧信号は、ディジタルデータ

（b）によって変調されたFM信号と加算器でアナログ加算され、駆動電流回路に加えら

れる。駆動電流回路では、LDの直流駆動電流が加算器の出力電圧によりAM変調さ

れ、その被変調電流はモジュールBのLDに与えられる。このとき、　LDの直流駆動

電流は、モジュー一ルBのLDの変調中心電流の大きさになるように、光出力制御回路（b）

によって制御されている。モジュールBから得られる光信号は、光ファイバを介して

送受信器Aに伝送され、モジュールAのモニタ用PDで受光される。

　一方、送受信器Aにおいて、モジュールAのモニタ用PDから得られた光電流は、

光電流増幅器に加えられ、電圧信号に変換される。電圧信号は、FM復調器、ビデオ

バッファ、及び光出力制御回路（a）へ同時に与えられる。FM復調器では、被変調電圧

信号が4．43MHzを中心周波数としてFM復調され、復調された電圧信号は、ディジ

タルデータ（b）として出力される。一方、ビデオバッファでは、被変調電圧信号に含ま

れる60Hzから4．2　MHzまでの周波数成分が通過し、画像データとして出力される。

　　（c）光出力自動制御回路の構成と動作

　本伝送システムでは、モニタ用PDを、　LD出力を一定にするためと、　LDパッケー

ジ外部から入力する光信号を受光するためとに兼用している。従って、LDをパルス

変調した場合における光出力のピーク値での制御や、LDをアナログ変調した場合に
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おける光出力の平均値での制御のような従来の方法では、安定したLDの出力制御が

困難iである。

　そこで、本伝送システムの光出力自動制御回路を図3．44に示すような構成とし

た。すなわち、送受信器AのLDを、5．73　MHzを中心とした方形波FM方式で変調し

たとき、モニタ用PDから出力される光電流から5．73　MHzの周波数成分のみをバン

ドパスフィルタ（BPF）により抽出し、そのピーク値にもとついて送受信器AのLD出

力を自動制御した。一方、送受信器BのLD出力は、モニタ用PDから出力される光

電流の平均値が一定になるように自動制御した。

それぞれのLD出力の安定さを測定するため、送受信器Aと送受信器Bとを長さ1㎞

の光ファイバで接続した状態で、24時間にわたってそれぞれのLD出力の平均値を

測定した。その結果、いずれの出力平均値のドリフトも、初期出力の平均値に対して

±3％以内であった。
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B　　　　　　　　〔

LDa　　　　　　　　　　　LDb
　　　Op　t／oa　1
　　　　デ1ber
　　Poa　　　　　Po

刀na　　　　　　　　lmb

Ysb

トトs2

ト←B

〔　　　s1

（a）LD　drive　clrcuit　in　the　transceiver　A　　　　　（b）しD　drive　GirGuit　in　the　transGeiver　B

　　　　　　　　　　　　〔511　：　SWFM　signal　for　digital　data　A　（　5．73　麟HzS2　：　FM　signa　i　for　d　lgitai　data　B　（4、43　MHz　）β　　：　Base－band　s　i　gna　l　of　v　i　deo　data　（　60　Hz　－　4）＿）］

図3．44　LDの光出力自動制御（APC）回路
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〈第3章〉

　　3．5．5伝送システムの性能とその評価

　　（a）ディジタルデータ（a）及びディジタルデータ（b）の伝送チャネルの性能

　ディジタルデV－一・Lタ（a）伝送チャネル及びディジタルデータ（b）伝送チャネルを介して

シリアルデータを双方向に伝送したとき、伝送されたデータの誤り率を測定した。デ

ィジタルデータには、ASCII系列を用いて文字”Ktvを符号化したシリアルデータを

用いた。測定に用いた伝送パラメータを表3．10に示す。

　伝送誤り率は、前述の図3．26に示した方法で測定された。測定された各ディジ

タルデータ伝送チャネルの伝送誤り率を表3．11に示す。

表3．10　シリアル信号の伝送パラメータ

Speed　of　transmlssion 76．8kbps

Synchron　i　zat　i　on　of　transm　i　ss　i　on Asynchronous

Parity　cheGk Even

Length　of　character　e　l㎝ent 8bits

Length　of　stop　element 1bit

表3．11　伝送された文字数、伝送誤り文字数、及び伝送誤り率

τran㎝ission　chan喚el Digital（a） Digital（b）

Number　of　transmitted　characters 10x108 10×108

Nu市ber　of　erroneous　characters 0 0

Transmission　error　rate ＜1．Ox10－8 く1．Ox10－8
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〈第3章〉

　次に、A／D変i換器、ディジタルデータ（b）伝送チャネル、及びDIA変換器を介して、

アナログ信号を伝送したとき、伝送された信号の相対振幅、直線性誤差、SIN比、及

び全ひずみ率を測定した。測定に用いた構成を図3．45に示す。なお、アナログ信

号には、電圧が2　Vp－pの正弦波信号を用いた。

　測定された周波数に対する相対振幅を図3．46に、測定された直線性誤差、全ひ

ずみ率、及びS／N比を表3．12にそれぞれ示す。振幅特性は、A／D変i換器の入力と

D／A変換器の出力に接続されたローパスフィルタ（LPF）の周波数特性に依存している。

A誌9燭←「

Oo〃加乙ρo　　　i　　　　　　　　　　　　　　κθ個o亀ρ0

　LPF
it2　kHz）

の施∂1
?m加r

SIO＿3

c／A

SIO＿3

`／D」「
……　　　　　　　　　　　　　　　　…

c　　　　　　　　　　　　　　　　…

（LPF
P　．2　kHz）

E亘一朧9

図3．45　アナログデータの伝送特性の測定構成
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図3．46　伝送されたアナログデータの振幅特性
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表3．12　直線性誤差、全ひずみ率、及びSIN比

Item data Cond旧◎n

Un合arlty　error 2％． 一tO　V　DC≦Vi≦＋tOV　DC

Dist◎rtion　fact◎r t5％

S／Nratio 58dB

Vl＝2．◎Vp－p　AC

≠煤@lkHz

　　（b）画像データ伝送チャネルの性能

　画像データ伝送チャネルを介して、送受信器Bから送受信器Aに画像テスト信号を

伝送したとき、伝送された信号の周波数に対する相対振幅を測定した。画像テスト信

号には、電圧が1　Vp－pの正弦波信号を用いた。測定された相対振幅を図3．48に示

す。また、DG、　DPの測定値を表3．13に示す。図3．47では、カラー信号周波

数付近で相対振幅が小さくなっている。しかし、監視用カラー画像の伝送目的に限れ

ば、この伝送チャネルは実用的な性能を持つと考えられる。
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図3。47　画像テスト信号の周波数に対する相対振幅
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表3．13　伝送されてきた画像デ・・・・…一タのDG値及びDP値

1tem data

D．G． 4．3％．

D．P． 4．8°

　　3．5．6まとめ

　本節では、まず、従来の全二重伝送システムの問題点を述べた後、新しい光送受信

モジュールの提案・構成を行った。次に、新しい光送受信モジュールを用いた全二重

伝送システムを構成し、各伝送チャネルの動作を詳述した。最後に、伝送システムの

伝送性能を測定した結果、データ収集・伝送システムから要求される伝送性能を満足

していることが確認できた。

　3．6　まとめ　　（各光ファイバ伝送システムの特徴）

　本章では、環境試験データ収集・伝送システムの主要な構成要素である、4種類の

光ファイバ伝送システムを提案・構成するため、まず、環境試験データ収集・伝送シ

ステムから要求される伝送性能にもとついて、各光ファイバ伝送システムの基本構成

要素と変調方式を選択して組み合わせた。次に、いずれも1本の光ファイバを伝送媒

体としている各光ファイバ伝送システムについて、それぞれの構成や動作原理を記述

した後、伝送チャネルごとに伝送性能を測定し、要求されている性能を満足している

かを評価した。

　ここでは、各光ファイバデータ伝送システムの特徴をまとめる。

　　3．6。1屈曲伝送損失補償機能付きデータ伝送システムの特徴

　この伝送システムは、ロボットアームに敷設された1本のプラスチック光ファイバ

を伝送路とし、ロボットアームの先端に保持されたアナログセンサの出力データを、

センサから試験室内PCまで精度良くアナログ伝送する。　E／O変換器にLEDアセン
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ブリを、0／E変換器にはカラ・・一・・一・センサアセンブリを使用した、合分波器の不要な光

WDMシステムである。信号光と、光ファイバの曲げによる伝送光の伝送損失を検出

するための参照光を同時伝送し、受信側で伝送損失による誤差を自動補正する機能が

ある。

　　3．6．2LEDを用いた全二重データ伝送システムの特徴

　8個のアナログセンサを切り換えるディジタル制御信号と、選択されたセンサの出

力データとを、1本のプラスチック光ファイバと一対の光カプラを介して同時に双方

向へ伝送する。伝送路として1本のプラスチック光ファイバを使用しているので、試

験室内での伝送路の引き回しが容易にできる。

　　3．6．3多周波パラレルデータ伝送システムの特徴

　16個のバイナリセンサの出力を1本のプラスチック光ファイバを介して同時伝送

する。4つのAMキャリアと4つのASKキャリアを用いた多周波パラレル伝送シス

テムである。キャリア総数が少ないので、受信側でのキャリアの選択性が高まり、伝

送ビット相互の混変調を低減することができる。

　　3．6．4LDを用いた全二重データ伝送システムの特徴

　センサの切換や走査、監視カメラの操作などの制御データを測定室から試験室へ、

センサ出力データ、ロボット及びカメラから得られた状態データなどを試験室から測

定室へ、1本のGI光ファイバを介して全二重に伝送する。モニタフォトダイオード

内蔵型レーザダイオードを光信号の送信と受信に兼用した、新しい光送受信モジュー

ルを提案し、伝送システムを構成しているので、伝送システム全体の光学構成が単純

化されている。

一117一



〈第3章〉

〈第3章参考文献〉

（1）「技術資料，エスカ・プレミア編」，三菱レーヨン㈱，（1994）

（2）「光ファイバ仕様書」，フジクラ㈱，（1988）

（3）菊池杭一：「プラスチック光ファイバの応用技術」，電気書院（1988）

（4）山田：「光通信工学」，PP．175，培風館（1990）

（5）末松，伊賀：「光ファイバ通信入門」，オーム社（1982）

（6）濱松雄二，「ディジタルデータの周波数分割多重光ファイバ伝送とその応用」，静

　　岡大学修士論文，（1997）

（7）神谷眞好・池田弘明：「波長分割多重信号伝送方式における可視光センサの受信ク

　　ロストーク除去」，平5電気学会産業応用部門全大，No．164，pp．691－694，（1993）

（8）M．Kamiya　and　H．lkeda，”New　Type　of　Wavelength　Division　Multiplexed　SignaI

　　Transmissi◎n　System　Using　of　Crosstalk　Elimination　Circuit”，　Proceedings　of　IMTC響94，

　　IEEE，　Vol．3，pp　1091－1094，（1994）

（9）M．Kamiya　and　HJkeda，”New　Type　of　Optica1　WDM　S　igna1　Transmission　System　and　lts

　　Applicat豆on’e，　Proceedings　of　ISIE795，　IEEE，　Vol．1，pp　157－160，（1995）

（10）神谷眞好・池田弘明：「参照光伝送機能付き光ファイバ信号伝送方式を利用した

　　ロボットによる寸法測定」電気学会論文誌，Vol．117－D，　No．2，　pp．221－230，1997．

（11）M．Kamiya，　H．　Ikeda，　H．　Atsumi　and　S．　Kato：”Optical　Fiber　Signal　Transmission　System

　　Having　Reference　Light　Transmission　Capability”，　Proceedings　of　JIASCサ95，　IEEJ，　Vol．2，

　　No．　IE－2，　pp．　E7－E　12（1995）

（12）S．S．Wagner，　H．Kobrinski，　TJ．Robe，　H．L工emberg　and　LSSmoot：”ExperimeRtal

　　Demonstration　of　a　Passive　Optical　Subscriber　Loop　ArchitectUre”，　Electron量cs　Letters，

　　Vo1．24，　No．6，　pp．344－346（1988）

（13）」．Li，　H．lkeda，　S．Shinohara，　K．Wakai，　H．Yoshida　and　E．Tsuchiya，　t’Optical　Audio　and

　　Video　Signa豆Transmission　System　fbr　Home　Appliances”，　IEEE　Transactions　on

　　Consumer　Electronics，　Vol．38，　No3，　pp．525－529，（1992）

（14）J工i，H．lkeda，　H．Yoshida，　E．Tsuchiya，　K．Wakai　and　S．Shinohara，”Audio，　Video　and　Data

　　Signal　Transmission　System　Employing　Optical　Wavelength　Divion　Multi－plexer”，

　　Proceedings　of　ICCT’92，　IEEE，　pp24．05．1－5，（1992）

（15）三川　泉・小山田弥平・涌井　裕：「波長多重によるインサービス光線路監視試験

一118一



〈第3章〉

　　　技術」，電学論C，Vo1．113，　No．1，pp．28。35（1gg3）

（16）D．Marcuse：”Bending　losses　the　asymmetric　slab　waveguide”，　Bell　Syst．　Tech．　」，　Bell

　　　Laboratories，　Vo1．50，　No．8，　pp．2551－2563（1971）

（17）D．Marcuse：雪℃urvatUre　loss　formula　for　optical　fibers”，　J．　Opt．　S　oc．　Am．，　Optical　S　ociety

　　　of　America，　Vol．66，　No．3，　pp．216－220（1976）

（18）K．Furuya：”Random－bent　loss　in　single　mode　and　parabolic　index　multinode　optical　fiber

　　　cables”，　Appl．　Opt，　pp．1493－1500（1980）

（19）山内：「屈曲した単一モード光ファイバの界分布と損失」電子情報通信学会論文誌

　　　　B，Vol．71，No．10，　pp．1171－1172（1988）

（20）D．Gloge：°騨Bendiug　loss　in　multimode　fibers　with　graded　and　ungraded　core　index”，　Appl．

　　　Opt．，　VoL　11（1972）

（21）A．L．　Patlakh　and　A．　S．　S　emenov：”Light　transmission　of　bent　multimode　optical　fibers冒’，

　　　　Sov．　J．　Quantum　Electron，　American　Institute　of　Physics，　voL　B，　No・4，　PP・542－544

　　　　（1983）

（22）H．D．　Reidenbach　and　F．　B　oden：”lnfluence　of　curvature　on　the　transmission　properties　of

　　　plastic　optical　fibers”，　Optics　and　laser　tec㎞010gy，　pp．251－252，　December（1976）

（23）「技術資料，エスカ・ケーブル編」，三菱レーヨン㈱，（1994）

（24）1N．　A。　Rabou，　H．　Ikeda，　and　H．　Yoshida：”Optical　Fiber　Two－Way　FM　Video　Signal

　　　　Transmission　fbr　Video　Conferencing　Applications”，　IEEE　Transactions　on　Consumer

　　　　Electronics，　Vo1．40，　No．3，　pp．492－496（1994）

（25）Y．Wu，　H．lkeda，　and　H．Yoshida：”Optical　Fiber　Multifrequency　SWFM　Transmission

　　　　System　fbr　Bidirectional　Data　Transmission”，　Proceedings　of　IAS，94，　IEEE，　pp．1867－

　　　　1871，（1994）

（26）Y．Wu，　H．lkeda，　H．Yoshida，　and　S．Shinohara：”Bidirectional　Parallel　Data　Transm量ssion

　　　　with　an　Optical　Fiber”，　Proceedings　of　ICIT’94，　IEEE，　pp．651－655，（1994）

（27）Hans－Ludwig　Althaus，　Gerhard　ku㎞，　and　Klaus　Panzer：”Modul　f頃bidirektionale

　　　　optische　Ubertragung　im　Teiinehmerbereich”㌧　S　iemens　Components，　Vol．31，No．2，　pp．54－

　　　　57，（1993）

（28）古川博之，宮田定之，国兼達郎，渡邊哲夫，酒井喜充：「超小型LDIPD／カプラー体化モジ

　　　　ュール」，1994年電子情報通信学会春季大会，C－294，　pp．291，（1gg4）

一119　一



〈第3章〉

（29）中島啓幾「光システム，光モジュールの経済化に向けた光デバイス，光実装技術の

　　現状と課題」，Oplus　E，　No．212，　pp．89－93，（1997）

（30）榎本正義，松下賢二，志水英二，中野稔：「発光，受光機能素子としてLEDを用いた半

　　2重光通信システム」，電子情報通信学会論文誌，Vol．J7・1・－B，　No．8，　pp．955－962，（1988）

（31）Norio　Kashima：”Properties　of　Commercial　1．3　p　m　Fabry－Perot　laser　Modules　in　a　Time

　　Compression　Multiplexing　Systemtt，　Joumal　of　Lightwave　Tec㎞ology，　IEEE，　Vol．9，

　　No．7，　PP．918－923，（1991）

（32）Norio　Kashina：”Time　Compression　Multiplex　Transmission　System　Using　a　1．3μm

　　Semiconductor　Laser　as　a　Transmitter　and　a　Receiver”，　Transactions　on　Communications，

　　IEEE，　Vol．40，　No．3，　pp．584－590，（1992）

（33）神谷眞好，池田弘明：「モニタPD内蔵形LDを用いた全二重光信号伝送方式の検

　　討」，平成7年電気学会全国大会講演論文集，VoL3，No．545，　pp。30－31，（1995）

一120一



〈第4章〉

第4章データ収集・伝送システムを用いた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境試験

　本章では、構成したデータ収集・伝送システムの有効性を確認するため、専用の試

験室で実施される振動試験と温湿度試験へ実際に応用する。更に、データ収集・伝送

システムの自動化試験やネットワーク化への対応についても記述する。それぞれの試

験では、まず、収集した測定データと試験制御装置から得たデータとを比較し、収集

した測定データの正確さを評価する。次に、試験者が測定室内PCを操作しながら実

施する試験と、測定室内PCに内蔵されたプログラムに従って実施する自動化試験を

行う。

　4．1　データ収集・伝送システムの振動試験への応用

振動試験では、まず、試験者が、被試験機器とセンサの走査位置を画像で確認しな

がら測定室内PCを操作して、被試験機器に実装された複数の部品の固有振動周波数

を順次測定する。次に、予め測定室内PCに内蔵されたプログラムを実行することに

より、補助加振台上面の2次元振動分布を自動的に測定する試験を行う。

　　4．1．1振動試験の一般的な手順と試験法

　振動試験は、一般に、次の3つの手順に分けることができる（1×3）。

　　（a）被試験機器に実装された各部品の振動測定

　被試験機器に実装された1個、あるいは複数の部品の固有振動周波数を測定する。

予想される各部品の固有振動周波数を十分カバーする周波数範囲の基準振動を被試験

機器に与えたとき、各部品の振動特性を測定する。

　　（b）強制振動による耐久試験

　被試験機器に実装された各部品の固有振動周波数を含む周波数帯で被試験機器を強

制振動させ、各部品、及び被試験機器に対して一定時間の耐久試験を行う。耐久試験

の間、被試験機器や各部品の電気的状態、及び機械的状態を監視する必要がある。

　　（c）機械的・電気的機能の測定

　耐久試験の後、被試験機器の変形やビスの緩みなどの機械的形状検査、及び電気的
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機能検査を行う。引き続き異なる振動条件で耐久試験を行う場合は、加振台に被試験

機器を装着したまま機能検査が行われる。

　　4．1．2電動式振動発生機による振動の発生

　振動試験では、電動式振動発生機（加振機）が広く用いられている。試験室に設置

されている加振機は、測定室の制御装置によって制御されている。加振機では、静止

コイルに流される直流電流により発生する静磁場と、静磁場中に置かれた駆動コイル

に流される交流電流との間に発生する相互電磁力によって振動が発生する。通常、静

止コイルには100ADCの電流が流され、加振条件に対応した150AAC程度までの

電流が駆動コイルに流される。従って、振動の周波数成分と駆動コイルから発生する

電磁ノイズの周波数成分とが一致する。そのため、電磁ノイズを含んだ振動データか

ら電磁ノイズのみを取り除くことは非常に困難となる（4）・（5）。

　　4．1．3振動センサと試験室内データ収集システムの選択

　データ収集・伝送システムを利用して、被試験機器に実装された複数の部品の振動

測定を効率よく実施しようとする場合、使用するセンサと試験室内のデータ収集シス

テムとの組み合わせには、次の2つの構成が考えられる。

　（1）複数の接触式振動センサとセンサ切換式アナログデータ収集システムを組みあ

　　　わせて使用し、接触型センサの出力を順次切り換えて振動データを収集する。

　（2）ひとつの非接触式振動センサとセンサ走査式データ収集システムを組みあわせ

　　　て使用し、それぞれの部品を順次走査して振動データを収集する。

　前者の構成では、一般に、振動センサとして測定個所の数だけ静電型加速度センサ

を使用し、それぞれのセンサを磁石または接着剤によって各部品に取り付けなければ

ならない。また、小型で軽量な部品にセンサを取り付けた場合、センサの重量のため、

その部品の振動特性が変化してしまう可能性がある。反面、この構成では、非接触セ

ンサが走査できないような被試験機器内部の振動を測定することが可能である。

　一方、後者の構成では、振動センサと測定対象部品との間に他の部品が存在した場

合、測定対象部品の振動を測定することができないことや、振動センサの走査範囲を

超えた大きな被試験機器に対応できないなどの欠点がある。反面、複数のセンサの装

着や取り外しを行う必要がなく、小型で軽量な部品の振動特性を正確に測定すること
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が可能である。

　本応用試験では、測定対象が多く、かっ、非接触式センサが全ての測定対象部を走

査できることから、非接触式振動センサとセンサ走査式アナログデータ収集システム

を組み合わせて使用することにした。また、試験者が、センサの走査位置を確認する

必要があるため、画像データ収集システムも併せて使用した。一方、測定室に設置さ

れるアナログデータ記録・解析器には、FFT（高速フーリエ変換）解析器を使用し

た。振動センサには、表4．1に示すような光学式変位センサを使用した（6）。

　データ収集・伝送システムとセンサの組み合わせを図4．1に示す。

表4．1　使用した光学式変位センサの仕様

光ビーム レーザ光（波長670nm）

測定中心距離 40mm
測定範囲 ±10mm
分解能（最高） 3μm
応答時間（最小） 0．15ms
直線性誤差 1％　（±10mmの範囲）

電庄出力（アンプ出力） OV±1V（40mm±2mm）

　　　　　　測定室内pc　　i　　　　　　i　試験室内PC

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇔画像データ収集システム

データ収集制御

鵬処理システム

ﾌ⇔聾譲難⇔
（FFT解析器）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇔走査式アナ・グデータ収集システム

＜＿＿＿．＿＿　　灘定室　　．．．＿．＿．＿＿s　，；：冒　　　　　　i《…一・一・……・…一…一一…　識睦　　一…・………一…一………i＞

図4．1　振動測定で使用するデータ収集・伝送システムとセンサの組み合わせ
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　　4．1、4データ収集・伝送システムの設置

　図4．2、図4．3に、試験室に設置されたデータ収集・伝送システムの構成と、

測定室内に設置されたデータ収集・伝送システムの構成をそれぞれ示す。

　データ収集・伝送システムのほか、試験室内には、加振機や加振機用駆動電源など

が設置され、測定室にも、加振機の制御装置などが設置されている。

　　　　　　　プラスチツク光ファイバ

　　　　　　　　　　　／　　一

羅tiTt－一”esS　　　一

繍iデ＿　ム

1鷹機…羅識送システム（送受懲器翻嚢

1。鍵購鰍、騰鋲蜜灘酬．縛．t、，tt’、一篇鵬騰犠懸撒

図4．2　試験室に設置されたデータ収集・伝送システムの構成

図4．3　測定室内に設置されたデータ収集・伝送システムの構成
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　変位センサは、図4．4に示すように、ロボットのアーム先端に保持されている。

変位センサの走査は、測定室にいる試験者が、試験室から伝送されてくる画像を見な

がらロボットを操作することにより行う。また、図4．5に、ロボットの台座の中に

収納されている、ロボット駆動装置、試験室内PC、及びビデオスイッチを示す。

図4．4　ロボットアーム先端部の構成

橿

護

図4．5　ロボット駆動装置、試験室内PC、及びビオスイッチ
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　　4．1．5収集される振動測定データの正確さの評価

　加振機の制御装置は、加振台の振動が予め設定された強さになるように制御するた

め、試験中には加振台の振動を常時測定している。そのため、加振台の振動データは、

加振台に埋め込まれた振動センサから、厳重なノイズ対策を施されたメタルケーブル

によって、加振機の制御装置へ伝送されている（7）・（8）。

　振動試験において収集される測定データが正確かどうかを評価するとき、その基準

となる量として考えられるのは、加振機制御装置が測定している振動データである。

そこで、加振台を周波数100Hz、振幅2㎜P－Pで加振させた。そのとき、加振台の

中心部を走査している変位センサから、データ収集・伝送システムを介して収集され

た振動データと、加振機の制御装置から得られた振動データとを測定した。なお、加

振台に埋め込まれている騒センサは、振幅2㎜p－pの振動を検出したとき、1　Vp－p

の電圧信号を出力するように、予め増幅率が調整されている。

　加振機の制御装置から得られた振動データと、データ収集・伝送システムから得ら

れた振動データの電圧波形を図4．6に、加振機の制御装置から得られた振動振幅を

基準としたデータ収集・伝送システムから得られた振動振幅の誤差を表4．2に示す。

　使用した振動制御装置では、設定した振幅に対する実際の加振台の振幅は、仕様上

5％まで許容されている（9）。従って、データ収集・伝送システムから得られた振動デ

ータの誤差は制御誤差よりも小さい。そのため、データ収集・伝送システムは、十分

な正確さで振動デ…一一一・タを伝送していると言える。

REbし

箕1

一1

（a）加振機の制御装置から得られた振動データ

REﾓL

翼1

　　　　　　　　　　　一1
　　　　　　　　　　　　　（b）データ収集・伝送システムから得られた振動データ

図4．6　測定された加振機の制御装置から得られた振動データと、データ収集・伝

送システムから得られた振動データの電圧波形
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〈第4章〉

表4．2　加振機の制御装置から得られた振動データ、及びデータ収集・伝送システ

ムから得られた振動データの読み取り振幅と誤差

収集したシステム 加振機の制御装置 データ収集伝送システム

読みとり振幅 2．．00mmp－p 2．04mmp－p
変位の測定誤差 （基準：2加mmp－P） 十2．0％

（周波数100Hz、振幅2mmp－pで加振機を制御したとき）

　　4．1．6被試験機器に実装された複数部品の固有振動周波数測定

　非接触式変位センサの出力データをデータ収集・伝送システムを介して収集し、測

定室でデータ処理することにより、被試験機器に実装された複数の部品の固有振動周

波数を順次測定した。

　　（a）部品の固有振動周波数

　材料が弾性体である限り、ある振動周波数で共振現象が現れる。電子機器や電子装

置に実装された機械部品や電気、及び電子部品の故障は、実装されている部品の固有

振動周波数で装置が振動したときに発生し易い。従って、装置の実使用環境下での振

動周波数帯域から、各部品の固有振動周波数を外すことができれば、装置の振動に対

する信頼性を高めることができる。そこで、必要に応じてそれらの各部品に対し、装

置の試作段階で実装上の振動対策を行うのが好ましい。

　被試験機器となる電子機器や電子装置は、加振台に保持されて試験される。被試験

機器に実装されている各部品の固有振動周波数は、それぞれ異なった値を持っている。

このため、それぞれの部品に加わる振動は、加振機で制御された加振台の振動とは異

なる。電子機器の信頼性を向上させるため、被試験機器の信頼性を評価する振動耐久

試験を行う前に、被試験機器に実装された各部品の固有振動周波数を測定する試験が

しばしば行われる（10）。

　　（b）固有振動周波数の測定

　図4．7に、被試験機器として使用した電子機器と、振動の測定対象とする被試験

機器に実装された部品（A，B，及びC）を示す。　A，　B，及びCは、それぞれ被試験機

器の底板、基板に実装されたIC、及び電源ユニットを示している。
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〈第4章〉

峯

　　　　　　　　羨諏織

図4．7　被試験機器と、振動の測定対象とした部品（A，B，及びC）

　この被試験機器を振動試験機の加振台の上にボルトで固定し、200Hzから800　Hz

の周波数範囲で、加速度が一定のランダム振動で加振台を振動させた。

　この状態で、試験者は、試験室から送られてくる画像により測定対象となる部品の

位置と非接触センサの走査位置を判断しながら、ロボットアームの先端に保持された

非接触センサを走査して、複数の部品の固有振動を測定した。

　図4．8に、振動センサが基板に実装されたICを走査しているとき、測定室内の

ビデオモニタに映し出された画像を示す。この画像には、3台のカメラが収集した被

試験機器とセンサの走査スポットを映した画像と、ロボットから収集したセンサの操

作位置を示す3次元座標、ビデオスイッチが選択しているチャネル番号、及び試験室

内PCに内蔵されているA／D変換器が選択しているチャネル番号やパラレル1／0が収

集したバイナリデータがまとめて映されている。これらの情報に基づいて試験者が測

定室内PCの操作を行えば、非接触センサの正確な走査や、効率的なデータ収集が可

能になると考える。

　これらの画像のうち、いずれか1枚のみを選択してビデオモニタに映し出すことも

できる。この画像選択は、測定室内PCからビデオスイッチを操作することにより行

われる。図4．9に、センサの3次元操作位置座標などを示す画像のみを示す。
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〈第4章〉

Scanning　Position

Seanning　Position

図4．8　ビデオモニタに映し出された画像（センサがICを走査しているところ）

Video　channel　No．

　　　　　　　　　　ry　　a

obtained　from　PIO　port

図4．9　センサの3次元操作位置座標などを示す画像
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〈第4章〉

　図4．10（a），（b），及び（c）に、それぞれの部品の振動加速度スペクトラムを示す。

ここで、変位の時間変化データは、FFT分析器で2階微分され、加速度の時間変化

データに変換されている。更に、加速度の時間変化データをFFT分析器で高速フー

リエ変換し、加速度の周波数分布、すなわち振動加速度スペクトラムを得た。

　図4．10の矢印（↓）は、それぞれの測定点での固有振動周波数を示す。それぞ

れの部品ごとに、固有振動周波数が異なることが分かる。

一・Q0

岡含昌v

20dB／
　－80
　　0　　　　　　　　　　PWR　SP　B　　han　　LIN　　　　　　　　　　　　　lk　Hz

　　　　　　　　　（a）Position　A

・－ P4

M含巷，

20dB／
　－74
　　0　　　　　　　　　　PWR　SP　B　　hen　　L！N　　　　　　　　　　　　　lkHz

　　　　　　　　　（b）Position　B

一・ P4

”含8v

20dB／
　－74
　　0　　　　　　　　　　PWR　SP　B　　haB　　LIN　　　　　　　　　　　　　lkHz

　　　　　　　　　（c）Position　C

図4．10　測定された各部品の振動スペクトラム
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〈第4章〉

　　4．1．7振動分布の2次元自動測定

　アルミニウム製補助加振台を被試験機器とし、その平坦な上面の2次元振動分布を

自動的に測定した。この振動分布の測定では、固有振動周波数の測定と同じセンサと

データ収集・伝送システムを使用し、測定室内PCには、予め複数の測定点の3次元

位置座標を記憶させた自動測定プログラムを内蔵しておいた。

　　（a）振動の強度分布

　ここで、被試験機器として1枚の板状の機器を考え、この被試験機器の1カ所にあ

る強さ（加速度、速度、あるいは振幅）の振動を与えたとする。そのとき、一般に、

被試験機器のある面上の異なる全ての場所が、与えられた強さで振動するとは限らな

い。すなわち、振動を与えられている場所の振動の強さと、他の場所の振動の強さと

は異なることになる（1D。

　　（b）振動分布の自動測定

　図4．11に、被試験機器として使用した補助加振台を示す。図4．11で、（Xl，Y1）、

（Xl，Y2）、…、（X3，Y3）と記した場所は、振動の測定対象とした場所を示している。

図4．11　振動分布の測定に使用した被試験機器と振動測定場所
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〈第4章〉

　被試験機器を振動試験機の加振台の上にボルトで固定し、周波数320Hz、振幅0．4

㎜p－pで加振台を騒させた。

　この状態で、測定室内PCに内蔵された自動測定プログラムを実行することにより、

各測定点の振幅を順次、自動測定した。

　図4．12に、測定室内PCに内蔵された自動測定プログラムの概要と、測定室内

PCのメモリに記憶された、測定点とそこで測定された振動振幅の記録フォーマット

を示す。

Starセ

m＝1，n翻＝1

センサの走査点を（Xm、Yn）へ移動

A／D変換を開始

測定点と振動振幅をメモリへ記憶

A／D変換を停止

m＝m十1

Yes
m≦5？

@　No
m鍛1，n騒n十1

Yes
n≦5？

（4byte）　　（2byte）

（メモリ1）　測定点（X1、Y1）の座標振動の振幅

（メモリ2）　測定点（X2、Y1）の座標．振動の振幅

測定点（Xl、Y2）の座標振動の振幅

測定点（X2、　Y2）の座標振動の振幅

（メモリ25）測定点（X5、Y5）の座標振動の振幅

No

End

図4．12　測定室内PCに内蔵された自動測定プログラムの概要と、測定データの

記録フオー一マツト
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〈第4章〉

　自動測定の後、試験室内PCのメモリに記憶されたデータをもとに、市販のソフト

ウェアによって振動振幅の分布を作図した。作図された振動分布を図4．13に示す。

　被試験機器の中心部は、加振機によって直接加振されている部分であるため、加振

機で制御された0．4　mmp－Pで騒してレ・る。一方、中心部より離れた場所では、加振

された振幅以上で振動をしているのが分かる。

2．0

1．2

0．8

0．4

O
　　XI　X2　×3　×4　×5
　　　　　X軸走査位置（Xm）

図4．13　試験室内PCのメモリに記憶されたデータをもとに作図された振動分布
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〈第4章〉

　4．2　データ収集n伝送システムの温湿度試験への応用

　温湿度試験では、まず、熱衝撃試験において、被試験機器を入れた試験槽内の雰囲

気温度と被試験機器の温度とを同時に測定する。次に、試験槽に被試験機器を入れた

状態で試験槽の温度をゆっくり上昇させ、被試験機器の2カ所の温度を測定しながら、

被試験機器の動作状態を収集する自動化試験を行う。

　　4．2。1温湿度サイクル試験と熱衝撃試験

　温湿度試験は、温湿度サイクル試験と熱衝撃（サーマルショック）試験とに大別さ

れる。温湿度サイクル試験とは、比較的緩やかに変化する温度、及び湿度を被試験機

器に与える試験であり、熱衝撃試験とは、低温と高温の2値条件で急激に変化する温

度を被試験機器に与える試験である（12）。

　　4．2．2温湿度試験器の構成と動作

　図4．14に、試験で使用した温湿度試験器の構成を示す。この温湿度試験器は、

高温蓄熱槽、試験槽、及び低温蓄熱槽で構成され、高温蓄熱槽と試験槽との間、及び

試験槽と低温蓄熱槽との間には、それぞれダンパーが設けられている。高温蓄熱槽に

は加熱器と補助冷却器が内蔵され、低温蓄熱槽には冷却器が内蔵されている。それぞ

れの槽の動作は、測定室に設置されている温湿度制御器により制御される。

　温湿度サイクル試験では、高温蓄熱槽と試験槽を使用し、それらの間のダンパーは

開放の状態で試験を行う。一方、熱衝撃試験では、高温蓄熱槽、試験槽、及び低温蓄

熱槽を使用し、2つのダンパーを交互に開け閉めすることによって、試験槽内の温度

を急激に変化させる（13）。

ダンパー

高温蓄熱槽　　　試験槽　　　　低温蓄熱槽

k補講調（騰機器）（冷却器）

図4．14　使用した温湿度試験器の構成
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　　4．2．3温度センサと試験室内データ収集システムの選択

　一般に、温度測定には、白金抵抗、熱電対、サーミスタ、及び半導体センサなどの

接触式センサが使用される。一方、赤外放射温度計などの非接触式センサも希に使用

されるが、測定温度が比較的低い場合や、センサと被測定物との間にガラスなどが存

在した場合、正確な測定が困難になるという欠点がある（14）。

　そこで、正確な温度データを収集するため、接触型温度センサと、切換式アナログ

データ収集システムを組み合わせて使用することにした。また、試験中、被試験機器

の状態を測定する必要があるため、バイナリデータ収集システムも併せて使用した。

一方、測定室に設置されるアナログデータ記録・解析器には、アナログ式ペンレコー

ダを使用した。温度センサには、表4．3に示すような半導体温度センサを使用した。

　データ収集・伝送システムとセンサの組み合わせを図4．15に示す。

表4．3　使用した半導体温度センサの仕様

測定温度範囲 一25°C～十105°C

出力電流 273μA（0°C）

電流温度係数 十1μA／K
直線性誤差 0．15°C　　（0～十70°C）

電圧出力（アンプ出力） 一〇．2V～十1．OV　（－20～十100°C）

測定室内pc　i　　i試験室内PC

データ収集制御

s処理システム ﾌ
に蕊凋

⇔羅譲勲⇔

⇔切換式アナ・グデータ収集システム

⇔バイ刊データ収集システム

く＿＿＿　．WI　ZS　．．＿．》i　　　　塾＿………＿＿＿＿　試廃ぎ　＿＿＿＿＿．）

図4．15　温度測定で使用したデータ収集・伝送システムとセンサの組み合わせ
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　　4．2．4データ収集・伝送システムの設置

　図4．16に、試験室に設置されたデータ収集・伝送システムの構成を示す。デー

タ収集・伝送システムのほか、試験室内には、温湿度試験器が設置され、測定室には、

温湿度試験器の制御装置が設置されている。

，窪　　　　　　　　　疑

LE［〉を絹いた全二重データ肇…送システ

鞭　麺藤薫藤ピ
巽

灘繊欝難，羅

図4．16　試験室に設置されたデータ収集・伝送システムの構成

　　4．2．5収集される温度測定データの正確さの評価

　温湿度試験器の制御装置は、試験槽内の温度が予め設定された温度になるように制

御するため、試験中には試験槽内の温度を常時測定している。そのため、試験槽内の

温度データは、試験槽内に設置された温度センサから、厳重なノイズ対策を施された

メタルケーブルによって、温湿度試験器の制御装置へ伝送されている。

　温湿度試験において収集される温度データが正確かどうかを評価するとき、その基

準となる量として考えられるのは、温湿度試験器の制御装置が測定している温度デー

タである。そこで、試験槽内の温度を一20℃から＋100℃まで、毎分1℃のレートで上昇

させた。そのとき、試験槽内で温湿度制御装置が温度を測定しているのと同じ場所に

取り付けた温度センサから、データ収集・伝送システムを介して収集された温度デー
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タと、温湿度制御装置から得られた温度データとについて、直線性誤差と確度を測定

した。なお、温湿度制御装置から得られた温度データの電圧出力は、－20℃から＋100℃

の温度変化に対して一〇．2Vから＋1．2・Vになるように、予め増幅率が調整されている。

　温湿度制御装置から得られた温度データと、データ収集・伝送システムから得られ

た温度データのグラフを図4．17に、グラフから読みとったそれぞれの温度と、温

湿度制御装置から得られた温度を基準としたデータ収集・伝送システムから得られた

温度の誤差を表4．4に示す。

　使用した温度制御装置では、設定した温度に対する試験槽内の温度ばらつきは、仕

様上±1℃まで許容されている（13）。従って、データ収集・伝送システムから得られた

温度データの誤差は制御誤差よりも小さい。そのため、データ収集・伝送システムは、

十分な正確さで温度データを伝送していると言える。
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　　　　　　　　　　　　　　　　経過時間（分）

図4．17　温湿度制御装置から得られた温度データと、データ収集・伝送システム

から得られた温度データのグラフ

表4．4　温湿度制御装置から得られた温度データ及びデL－・一・・タ収集・伝送システムか

ら得られた温度データの読み取り値と誤差（図4．17から読み取り）

収集したシステ 温湿度試験器の知 デ→収集伝送システム

読み取り温度 100°C 99．5°C

温度の測定確度 （基準：1∞°C） 一〇．5　96
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　　4．2．6熱衝撃試験における雰囲気温度と部品温度の同時測定

　試験槽の雰囲気にさらされた温度センサと、試験槽に入れられた被試験機器の部品

に取り付けられた温度センサの出力データとを、データ収集・伝送システムを介して

収集し、測定室において温度デv・・一・・タを記録した。

　　（a）試験槽内の雰囲気温度と被試験機器の温度

　試験室内の温度は、温湿度試験器の制御装置によって制御されている。

　一般に、温湿度サイクル試験では、制御される温度の変化が比較的緩やかであるた

め、試験槽内に置かれた被試験機器の温度は、制御されている温度（試験槽内の雰囲

気温度）と同一と見なすことができる。一方、熱衝撃試験では、制御される温度が急

激に変化するため、試験槽内に置かれた被試験機器の温度は、制御された温度とは異

なる場合が多い（15）。

　　（b）雰囲気温度と部品温度の測定

　図4．18に、試験槽内に置かれた被試験機器と、2つの温度センサの配置を示す。

被試験機器として、3個のMOS－FETが実装された放熱板を使用した。1つの温度セ

ンサは、試験槽内の雰囲気中にさらし、他のひとつの温度センサは、放熱板に取り付

けてある。

図4．18　試験槽内に置かれた被試験機器（放熱板）と温度センサの配置

一138一



〈第4章〉

　この状態で、試験槽内の温度を一20℃と＋90℃の問で、10分ごとに急速に変化させた。

そのとき、2つのセンサが出力した温度データをデータ収集・伝送システムを介して

収集した。

　図4．19に、収集された温度データの時間変化を示す。放熱板の温度変化が、試

験槽内雰囲気の温度変化に比べて、遅れているのが分かる。
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待

）60
塁

董40
き

S20

0

一20

o：Heats　i　nk

　temperatUre
o：Atmospher　i　c

　temperature

0　　　　　　　　20　　　　　　　40　　　　　　　60

　　　　　　　Time　（minute）

図4．19　測定された放熱板の温度と雰囲気の温度の時間変化

　　4．2．7被試験機器の温度及び状態データの自動測定

　ノート型パーソナルコンピュータ（ノートPC）を被試験機器として、その2つの

部品の温度と、動作状態を示したプリンタポートからのバイナリ出力データとを自動

測定した。ノ・一・一一トPCは、試験中、プリンタポートから16進表記で”AA”のデータ

を常時出力するようにした。一方、測定室内PCには、2つの温度データと、ノート

PCがプリンタポートから出力する8ビットのバイナリデータとを、1分ごとに収集

するような自動測定プログラムを予め内蔵しておいた。
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　　（a）保管時許容温湿度範囲と使用時許容温湿度範囲

　機器が保管されている状態での許容温湿度範囲（保管時許容温湿度範囲）と、機器

が使用されている状態での許容温湿度範囲（使用時許容温湿度範囲）は異なり、一般

に、保管時許容温湿度範囲の方が、使用時許容温湿度範囲を含み、広い範囲で規定さ

れている。

　温湿度試験における被試験機器が電子機器などの場合、保管時を想定した試験では、

電子機器の電源を切った状態で、使用時を想定した試験では、電子機器に通電した状

態で試験が行われる。一方、被試験機器が機械装置の場合、保管時を想定した試験で

は、静置状態で、使用時を想定した試験では、振動試験との複合試験が行われる。

　被試験機器としたノート型パーソナルコンピュータでは、使用時に許容される温度

範囲が＋10℃から＋35℃、湿度範囲が20％から80％と仕様上で規定されている（16）。

　　（b）部品温度データと状態データの自動測定

　図4．20に、温度試験槽内に置かれたノートPCと、2っの温度センサの配置を

示す。1つの温度センサは、液晶パネルに取り付け、他のひとつの温度センサは、バ

ッテリー電源に取り付けてある。ノートPCは、バッテリーで駆動され、プリンタ用

パラレルポートから16進表記で“AA”のデータを常時出力するように設定されて

いる。

図4．20　温度試験槽内に置かれた被試験機i器（ノートPC）と温度センサの配置
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　この状態で、試験槽内の温度を＋10℃から＋50℃へ、毎分1℃のレートで上昇させた。

このとき、測定室内PCに内蔵された自動測定プログラムを実行することにより、2

っの温度データと8ビットのバイナリデータとを5分ごとに収集した。

　図4．21に、測定室内PCに内蔵された自動測定プログラムの概要と、測定室内

PCのメモリに記憶された、2カ所の温度と状態データの記録フォーマットを示す。

　試験室内PCのメモリに記憶されたデータをもとに作成した、測定の結果を図4．

22に示す。試験中、少なくとも被試験機器への電源供給は正常に機能しており、プ

リンタポートへの出カプログラムも正常に動作していたことが分かる。

（　2byte　）（　2byte　）　（　1byte　）

（メモリ1）　温度データ温度データ　状態データ

（メモリ9）　温度データ’温度データ　状態データ

図4．21　測定室内PCに内蔵された温度・状態自動測定プログラムの概要と、

測定データの記録フォーマット
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図4．22　部品の温度変化と、収集した状態データ

　4．3　自動化試験及び測定データ処理のネットワーク化への対応

　本研究のデータ収集・伝送システムは、既存の試験システムで実施される環境試験

を、試験者の安全性と測定データの信頼性を確保しながら、効率的に実施できるよう

にする目的で構成してきた。

　構成したデータ収集・伝送システムでは、これらの目的に加えて、測定データの収

集・処理の統合化と自動化を図るため、測定データ、及び測定データの収集・伝送に

必要となる全ての試験デー一タを、試験室内PC及び測定室内PCを介して伝送してい

る。そのため、このデータ収集・伝送システムは、既存の試験システムや構内LAN

と容易に接続することが可能である。

　そこで、データ収集・伝送システムと既存の試験システムを接続して行う自動化試

験や、構内LANと接続して行う測定データ処理のネットワーク化について提案し、

データ収集・伝送システムと既存の試験システム、及びデータ収集・伝送システムと

構内LANを接続するために使用可能なインターフェースにっいて記述する。
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　　4．3．1既存の試験システムとの接続による自動化試験

　既存のほとんどの環境試験システムには、外部から試験条件を設定したり、試験シ

ステムが測定・収集している測定データ（試験システムが制御している環境条件の厳

しさの程度）を外部の測定器に記録するために、GPIBインターフェースが設備され

ている。一方、構築したデータ収集・伝送システムにも、収集・伝送された測定デー

タをデータ記録・解析器へ送るため、かつ、それらのデータ記録・解析器を制御する

ために、試験室内PCにGPIBインタフェースを設備している。

　従って、このGPIBインタフェースを介して、既存の環境試験システムと本研究で

構成したデータ収集・伝送システムを接続することにより、図4．23に示すような、

自動化環境試験システムを構築することができる。この自動化環境試験システムには、

次のような機能を持たせることが可能である。

　　（1）試験中の被試験機器の状態を常時監視し、被試験機器の状態によって試験条

　　　　件を自動的に変更する。

　　（2）被試験機器の搬送装置、及び保持装置と組みあわせて、異なる被試験機器を

　　　　順次に連続して試験する。

跡の環銘獺シえテム

試験機器

ｧ御装置
試験機羅 ⇔ 被試験機器

i電子機器など）

制御データ

@　GPIB
Cンタフェース

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曜，窯願．．．

ｪ定室内PC　　　　　　　　　　試験室内PC

　　　　　　奪…画像データ収集システム

測定室・試験室間

fータ伝送システム

⇔趙式アナ・グ勅㈱ステム

⇔ ⇔
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⇔切換式アナ・グデ→収集涛ム

データ収集制

E処理システム
⇔

バイナリデータ収集システム
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く＿＿＿　鰹　＿＿＿歩　　　　　姑＿＿＿＿＿＿＿　灘　＿＿＿＿＿＿．．．Si）．

図4．23　提案する自動化環境試験システムの構成

一143一



〈第4章〉

　　4．　3．2測定データ処理のネットワーク化

　構成したデータ収集・伝送システムでは、アナログ測定データをAID変換すること

によりディジタル化した上で、試験室内PCからの測定室内PCへ伝送している。

　そのため、測定室内PCを、構内LANに接続されたひとつの端末として機能させ

ることにより、測定室内PCで収集した測定データを、他の端末（統合処理PC）で

処理することできる。このとき、測定室内PCのインタフェースとして、　TCP／IPプロ

トコル、及びIEEE802．3規格の伝送路に対応したLANアダプタが必要となる。提案

する測定データ処理のネットワーク構成を図4．24に示す。

　測定データ処理をネットワーク化した場合、次のような利点が生ずる。

　　（1）ある被試験機器に対して試験中であっても、すでに終了している被試験機器

　　　　の測定データを処理することができる。

　　（2）ひとつの被試験機器に対して行われた複数の環境試験結果を統合化して処理

　　　　することができる。

　　（3）試験結果を試験依頼者に伝送することができる。
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図4．24　提案する測定データ処理のネットワーク構成
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　4．4　まとめ

　構成したデータ収集・伝送システムを、専用の試験室で実施される振動試験と温湿

度試験へ実際に応用した。

　それぞれの試験では、まず、データ収集・伝送システムを介して収集された測定デ

ータが正確であることを確認した。次に、試験者が測定室内PCを操作しながら測定

データを収集する試験と、測定室内PCに内蔵されたプログラムに従って自動的に測

定データを収集する試験を行った。その結果、本研究で構成したデータ収集・伝送シ

ステムを利用することによって、試験者の安全性と試験データの信頼性を確保しなが

ら、これらの環境試験を効率良く実施できることが確認できた。

　更に、データ収集・伝送システムを利用した自動化試験の提案と、データ収集・伝

送システムのネットワーク化への対応について記述した。
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第5章結論

　5．1本論文のまとめ

　本論文は、専用の試験室で行われる環境試験を、試験者の安全性と試験データの信

頼性を確保しながら効率良く実施するために構成された、新しい環境試験データ収

集・伝送システムについて記述したものである。構成された環境試験データ収集・伝

送システムでは、本研究で新たに提案された複数の光ファイバ多重伝送システムが、

試験データの伝送に使用されている。

　本論文は5章から成る。各章で記述した内容は以下のとおりである。

　第1章は序論であり、まず、環境試験システムと光ファイバ伝送システムについて、

それぞれの現状を記述した。次に、主に試験者の安全性、試験データの伝送信頼性、

及び試験の作業効率の観点から現状のシステムの問題点を指摘し、本研究の背景と必

要性を明確にした。

　第2章では、まず、環境試験において使用されるセンサや収集・伝送される試験デ

ータについてまとめ、データ収集・伝送システムに要求される機能を検討した。次に、

それらの機能を具備したデータ収集・伝送システムの概要を提案し、4種類の試験室

内データ収集システム、試験室・測定室間データ伝送システム、及び測定室内データ

収集制御・処理システムから成るデータ収集・伝送システムを構成した。最後に、デ

ータ収集・伝送システムの主要な構成要素である複数の光ファイバ伝送システムに要

求される伝送性能を決定した。

　第3章では、まず、データ収集・伝送システムから要求された伝送性能にもとつい

て、各光ファイバ伝送システムの基本構成要素の組み合わせと変調方式を検討し、い

ずれも1本の光ファイバを伝送路とする、3種類のプラスチック光ファイバ伝送シス

テムと1種類のGI形光ファイバ伝送システムを構成した。次に、各光ファイバ伝送

システムの伝送性能を測定し、いずれの光ファイバ伝送システムも、データ収集・伝

送システムから要求されている伝送性能を満足していることを確認した。ここで、3

種類のプラスチック光ファイバ伝送システムは、それぞれ走査式非接触アナログセン

サ、8個の接触式アナログセンサ、及び8個の接触式バイナリセンサから出力された

測定データを、各センサの出力端子からGI形光ファイバ伝送システムの試験室端へ
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伝送するシステムである。一方、GI形光ファイバ伝送システムは、センサの走査や

切換を行うための制御データを測定室から試験室へ、また、被試験機器を映した動画

像データ、及び3種類のプラスチック光ファイバ伝送システムから受け取った測定デ

ータを試験室から測定室へ、それぞれ同時に伝送するシステムである。

　第4章では、構成したデータ収集・伝送システムを、専用の試験室で実施される振

動試験と温湿度試験へ実際に応用した。それぞれの試験では、まず、データ収集・伝

送システムを介して収集された測定データが正確であることを確認した。次に、試験

者が測定室内PCを操作しながら測定データを収集する試験と、測定室内PCに内蔵

されたプログラムに従って自動的に測定デS－・・一一タを収集する試験を行った。その結果、

本研究で構成したデータ収集・伝送システムを利用することによって、試験者の安全

性と試験データの信頼性を確保しながら、これらの環境試験を効率良く実施できるこ

とが確認できた。この章では更に、データ収集・伝送システムを利用した自動化試験

の提案や、データ収集・伝送システムのネットワーク化への対応について記述した。

　第5章は結論であり、本研究の内容と成果をまとめた。更に、本文中では直接触れ

なかった、環境試験データ収集・伝送システムを電磁波試験や静電気試験へ応用展開

することについて提案した。

　以上のように、本研究では、専用の試験室の中で被試験機器に対して厳しい環境条

件を与えて行われる、いわゆる環境耐性試験を対象として、それらの試験で共通して

使用することのできる環境試験データ収集・伝送システムの構築を行った。

　本研究の成果は、測定室の試験者あるいはコンピュータが、試験室内に設置された

被試験機器の状態を常時監視しながらセンサの走査や切換を制御することにより、専

用の試験室で行われる環境試験を安全に効率良く行うことを可能とした。

　5．2　構成したデータ収集・伝送システムの特徴

　本研究で提案・構成した環境試験データ収集・伝送システムは、従来の環境試験シ

ステムを次のような面で改善することができる。

　　（1）試験者の安全性と快適性の向上

　データ伝送・収集システムを使用して、全ての試験データを試験室と測定室との間

で伝送することができる。その結果、試験を実施している間、試験者が試験室の中に

入らなくても、環境試験を実施するために必要な一連の作業を、試験者が一括して測
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定室において行うことができるようになった。従って、試験者の安全性や快適性を向

上させることができた。

　　（2）伝送される試験データの信頼性の向上

　データ伝送・収集システムでは、強い電磁界ノイズの存在する試験室内において、

カメラを除く全てのセンサ出カデータを、それぞれのセンサからパーソナルコンピュ

ータ（PC）へ光ファイバ伝送しているので、試験室内の強い電磁界ノイズから伝送

される試験データの信頼性を確保することができた。また、伝送距離が長くなること

が想定される試験室と測定室との間では、画像データを含めた全ての試験データを双

方向に光ファイバ伝送することで、伝送される試験データの信頼性を確保した。

　　（3）測定データの収集・処理の効率化

　構成したデータ収集・伝送システムを使用して、複数のセンサを切り換えたり、ひ

とつのセンサを走査することにより、複数の環境条件の厳しさや被試験試料の状態を

効率よく収集することができるようになった。また、試験室内に複数のビデオカメラ

を配置して、被試験試料の状態データやセンサの走査位置データを多方向から視覚的

に収集することができるようになった。

　　（4）データ収集・伝送システムの汎用性の向上

　専用の試験室で実施される各環境試験で共通して使用できるようなデータ収集・伝

送システムを構成した。すなわち、構成したデータ収集・伝送システムは、アナログ

出力型やバイナリ出力型のセンサ、及び接触式や非接触式のセンサのいずれにも対応

できる。そのため、各環境試験において使用される異なるセンサの出力データ（測定

データ）を収集・伝送することができるようになり、汎用性が向上した。

　　（5）データ収集・処理の統合化と自動化

　データ収集・処理が統合化され、自動化が容易なデータ収集・伝送システムを構成

した。すなわち、全ての試験データを、試験室内及び測定室内に設置されたPCを経

由して伝送しているため、試験データは測定室内のPCに統合化される。更に、測定

室内のPCを使用して試験機器を制御することにより、試験の自動化を容易にした。

　5．3　電磁波試験と静電気試験への応用展開

　振動試験や温湿度試験のみならず、電磁波試験や静電気試験も、提案・構成したデ

ータ収集・伝送システムを使用することにより、試験者の安全性と試験データの信頼

一150一



〈第5章〉

性を確保しながら効率良く実施することができる。

　　5．3．1データ収集・伝送システムの電磁波試験への応用展開

　電磁波試験では、固定されたアンテナから被試験機器に向けて、強電磁界を放射す

る。被試験機器は、木製のターンテーブル上に設置され、ターンテーブルを回転させ

ることにより、被試験機器への電磁界放射面を変える。

　試験室内の器具や機器の配置を変更した場合、試験室内の電界強度分布に影響を及

ぼす。そのため、試験を始める前に、アンテナからの放射強度を調整することにより、

ターンテーブルの位置における電界強度を校正する必要がある。電界の強さを測定す

るのに、一般には、ダイポールアンテナを内蔵した非接触の電界強度計が使用される。

更に、電界の強度分布を同時に測定するためには、複数の電界強度計が使用される。

　そこで、電界強度データを効率よく収集するためには、複数の電界強度計とセンサ

切換式アナログデータ収集システムを組みあわせて使用することが適当である。また、

画像データ収集システム、及びバイナリデータ収集システムを併せて使用すれば、試

験中、被試験機器の動作状態を把握することができる。

　図5．1に、電磁波試験で使用するのに適当なデータ収集・伝送システムの構成を

示す。

測定室内pc　　i　　　　　　i　試験室内PC

データ収集制御

劇処理システム ﾌ ⇔幾譲藝難⇔

⇔画像データ収集システム

ビデオカメラ（3台）

⇔切換式アナ・グデータ収集システム

非接触電界強度計（複数）

⇔・㈲データ収集システム

電圧プローブ（複数）

（・一一一…　認定室　・・一一…・歩　　　　　　翼＿．＿．．＿．＿＿．．…＿　　試髭室　＿…＿．＿＿＿．．＿〉

図5．1　電磁波試験で使用するのに適当なデータ収集・伝送システムの構成
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　　5．3．　2データ収集・伝送システムの静電気試験への応用展開

　静電気試験では、被試験機器の表面に露出した導電性部品（部分）に、高い直流電

圧を印加したプローブを接触（接触放電）させたり、あるいは近づけて放電（気中放

電）する。次に、同じプローブを使用して試料に帯電した静電気を除電した後、試料

の電気的機能検査を行う。すなわち、印加プローブは除電プローブとしても使用する。

複数の部品に対して試験を行う場合、これらの作業を繰り返して行う。また、被試験

機器上の複数点の帯電圧を測定しながら試験が行われる。帯電圧を測定するセンサと

して、入力抵抗、及び入力耐圧の高いFET入力アンプが一般に使用される。

　そこで、効率よく安全に静電気試験の作業を進めるため、図5．2に示すようなデ

ータ収集・伝送システムの組み合わせ構成を提案する。すなわち、走査式アナログデ

ータ収集システムのロボットのアーム先端に印加／除電プローブを保持させる。試験

者は、測定室において被試験機器の画像を見ながらロボットを操作し、放電対象部品

にプローブを接触または近づける。被試験機器各部の帯電圧の測定は、予め複数の接

触式FET入力アンプを被試験機器の各部に取り付けておき、センサ切換式アナログ

データ収集システムを介して行う。更に、試験中の被試験機器の状態データは、バイ

ナリデータ収集システムを介して測定する。

測定室内pc　　i　　　　　　i　試験室内PC

データ収集制御

鱈処理システムﾌ ⇔巽壽霧親⇔

画像データ収集システム

ビ￥オカメラ（3台）

走査式アナログデータ収集システム

印加／除電プローブ
国

切換式アナログデータ収集システム

FET入カアンプ（複数）

バイナリデータ収集システム　　・

電圧ご・一ブ（複数）

《一一一　測定室　一一…歩　　　　　1－一＿＿＿＿＿＿　Stscぎ　＿＿＿＿＿＿〉

図5．2　静電気試験で使用するのに適当なデータ収集・伝送システムの構成
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